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第 1 章 序論 
 
1.1 本研究の背景 
ポストテンション方式のプレストレストコンクリート（PC）構造は，長期耐久性を求められる橋
梁などで多く適用され，現在，5万橋を超えるPC橋梁(橋長15m以上)が供用中である 1)。PC構造で
は，PC鋼材により予めコンクリート部分にプレストレスを与え，PC鋼材を腐食から保護するためシ
ース内部にグラウトを注入してコンクリート部材と一体化することで，コンクリート部材としての
耐久性を高めている。しかし，近年，こうしたポストテンション方式の PC構造において，グラウト
の充填不足箇所への浸水等により PC鋼材が腐食し，PC鋼材の破断による突出等の事例が顕在化し
ている（図-1.1.1参照）。近年では，橋梁PC桁の横締め鋼棒において，PC鋼棒の破断およびその
突出事例がいくつか報告 2)～4)されている。鋼材の破断は，最悪の場合，橋梁の崩壊にもつながる可
能性があり，1985年イギリスのウェールズで発生したポストテンション橋形式のYnys-y-Gwas橋の
落橋 5)6)などはいまだに記憶に新しい。このため，グラウト充填状態を適確に評価する必要性がます
ます高まっている。 
このような状況を背景に，現在，高速道路，国道から一般道に至るまで，具体的な補修計画が国，
自治体，大手道路管理会社などにおいて立案されつつある 7)～9)。しかし，このような膨大な PC 構
造物を効率的に，かつ速やかに点検する技術は未だ確立されておらず，社会基盤の安定・安心を目
指す長期的な維持管理計画に大きな不安を残している。 
シース内部のグラウト充填不良は，いわゆる橋梁の目視調査では把握が困難であり，これまでは
削孔や，X 線法などの特殊な検査手法を用いて調査が進められてきた。しかし，このような検査法
では効率面やコスト面で課題が多く，十分な適用がなされていないのが現状である。一方，比較的
簡便な評価法として弾性波に基づく衝撃弾性波法があるが，埋設深さの大きな小口径のシースにお
いてはグラウト未充填部の検出が困難となるなど課題があった。 
 
 
  
(a) グラウト充填不足によるPC鋼棒の腐食 (b) PC鋼棒の突出事例 
図-1.1.1 PCグラウト充填不良の事例 
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1.2 本研究の目的 
 以上のような背景を踏まえ，本研究においては，音響学，通信工学，電磁気学などの他分野技術
を積極的に援用し，PCグラウト充填状況の評価をさらに広範囲に，さらに高精度に的確に行う手法
の開発を目指すこととした。具体的には，以下のように本研究の目的を設定した。 
「衝撃弾性波法において欠陥から反射される弾性波(信号)が表面波(雑音)より小さい低ＳＮ(信号
対雑音比)領域において，弾性波の特性を制御可能な機械的，磁気的手段により効率的に弾性波を入
力するとともに，抽出すべき信号を雑音から分離する信号処理を新たに導入することによって，埋
設深さの大きな小口径のシースでのグラウト充填不良を検出できる非破壊評価手法を提案する。」こ
とを目的としている。 
 
1.3 本論文の構成 
本論文は全8 章から構成されている。本論文の構成を図-1.3.1 に示す。 
第1 章は序論であり，本研究の背景，目的，論文の構成を述べるとともに，本研究の位置付けを 
示した。 
第2 章では，PCグラウト充填評価研究の経緯と現状における課題を明確にした。また，コンクリ
ート表面において衝撃を機械的に入力する方法（機械的入力方法）と磁場の作用を利用してシース
に衝撃を入力する方法（磁気的入力方法）の，それぞれの長所・短所および課題について明らかに
した。 
第3 章では，機械的入力方法において，衝撃に起因して生じる表面波がノイズとして及ぼす影響
を低減させることを目的として，適応型音響信号処理を適用し，その有効性を確認するための解析
的検討を行った。具体的には，グラウト充填，および未充填状況のシースが埋設されたPC部材を音
響伝達系としてモデル化し，衝撃により発生する弾性波の伝播挙動を音響伝達関数により定式化し
た。特に本研究では，グラウト未充填シース表面で反射する弾性波を効率的に検出するため，グラ
ウト充填のモデルで得られる表面波を参照信号として，グラウト未充填モデルにおける表面波を適
応的に相殺するノイズキャンセル処理を新たに導入した。また，コンクリート表面における複数の
センサで受信した反射波の波形エネルギーを定義して，この大きさを定量化した評価指標（反射強
さR）を導入し，シース直径およびシース埋設深さやセンサ設置位置の違いが反射強さRに与える影
響を明らかにした。 
第4章では，第3章で得られた検討結果を実験的に検証した。まず，鋼球を一定の速度でコンクリ
ート表面に衝突させるよう電気的に制御可能な衝撃入力装置を試作した。これを用いて，グラウト
未充填部を埋設した供試体において実験を行い，評価指標（反射強さR）によりグラウト未充填部
が適確に検出できることを確認した。また，鋼球径の違い，シース埋設深さの違いが反射強さRに
与える影響を評価し，衝撃入力条件と検出可能なシース直径およびシース埋設深さの範囲との関係
を明確にした。一方，供用中の橋梁を対象に現場測定を行い，本研究における提案手法の現場適用
性を明らかにした。 
第5章では，磁気的入力方法において，磁場とシースに作用する衝撃力の関係を明らかにすること
を目的として理論的，解析的検討を行った。まず，励磁コイルの磁化特性から決まるインダクタン
スが励磁電流の波形に及ぼす影響を明らかにした。次に励磁コイルにより励起される動磁場の過渡
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応答解析を行い，コイルにおける導線の巻き付け位置，シース軸方向に対する励磁コイルの向きな
どの違いがシースの振動特性に及ぼす影響について明確にした。 
第6章では，第5章で得られた成果に基づき，磁気的入力方法に関する実験的検証を行った。ここ
では，励磁コイル磁化時のヒステリシス特性の違いにより励磁電流の波形の立ち上がりが変化する
ことで，シースに作用する衝撃力の振幅値に大きな影響が生じることを明らかにした。さらに，こ
れらの結果に基づいて励磁コイルを試作し，これを用いて供試体実験を行い，グラウト未充填部が
精度良く検出可能であることを確認した。 
第7章では，機械的入力，および磁気的入力の特性の差異を明確にする目的で，観察孔によりシー
スの振動を直接観測できる供試体を用い，入力方法の違いがシースに作用する衝撃力の範囲，シー
スの振動特性に及ぼす影響について明らかにした。また，グラウト未充填を検出するためにSN比を
高める観点からは，磁気的入力方法が機械的入力方法に対して優位性を示すことを明らかにした。
次に，これらの知見が，対象部材の条件に応じた入力位置と受信位置の組み合わせを選定する上で，
極めて有効であることを明らかにした。さらに，実構造物への適用を考慮し，本手法によるPCグラ
ウト充填評価のフローを提案した。 
第8章では，本研究で得られた成果を総括するとともに，今後の課題を提示し，本研究の結論とし
た。 
 
 図-1.3.1 本研究の構成 
【第1章】序論：本研究の背景、目的、構成 
【第8章】結論：本研究のまとめ 
【第2章】PCグラウト充填評価研究の経緯と現状の非破壊検査法の課題 
【第3章】 
機械的入力による応答に適応型音響信号処
理を適用した衝撃弾性波法によるグラウト
充填評価の解析的検討 
【第4章】 
制御可能な機械的入力と適応型音響信号処
理を用いたグラウト充填状況の実験的評価 
【第5章】 
磁気的手段により衝撃入力を行う衝撃弾性
波法の基本特性に関する解析的検討 
【第6章】 
磁気的入力を用いた衝撃弾性波法によるグ
ラウト充填状況の実験的評価 
【第7章】 入力方法の異なる衝撃弾性波法のグラウト充填状況評価への適用性の検討 
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第 2章 PCグラウト充填評価研究の経緯と現状の非破壊検査法の課題 
 
2.1 PCグラウト充填評価の背景と現状 
PC構造物の施工方法は，当初の材料，設計，施工技術から種々の変遷を経て進歩，変化してきた。
このような施工方法の変化を把握し，初期の施工段階で内在している劣化要因を十分認識した上で，
構造物の状況に応じた点検，評価，診断を行うことが重要である。特に，PC構造物の安全性，耐久
性に大きな影響を与えるグラウト充填状況は，グラウト材料やグラウト充填機器の性能などが年代
により変化してきた経緯があり，対象とするPC構造物がどのような施工条件で施工されたものかを
事前に把握し評価対象を絞り込むとともに，劣化要因に対して適切な評価手法を適用することが，
PC構造物の適確な維持管理を行う上で極めて重要である。 
 
2.1.1 PC構造物の維持管理 
(1) ポストテンション方式PC橋における設計，施工の変遷 
 我が国のPC構造物の約8割がPC橋といわれている。これらの内，ポストテンション方式のPCT桁橋
を図-2.1.1に示す。支間長が短い場合はプレキャスト桁を架設するが，支間長が長いPC橋では，主
桁および横桁にポストテンション方式で一体化する構造となっている1)。 
 
 
 ポストテンション方式PC橋における設計，施工の変遷については「コンクリート構造診断技術」
(2009年5月，プレストレストコンクリート技術協会) 3)にまとめられている。主桁，および横桁には
複数のシースが敷設され，シース内にPC鋼材が挿入されている。鋼材は定着システムに定着され，
緊張後グラウトが注入される。ここで，PCグラウトの品質や施工がPC構造物の耐久性に大きな影響
を与えることはよく知られている。初期のPCグラウト充填施工においては，グラウト材料のブリー
ディングも許容されており，流動特性や注入特性も練り混ぜミキサーや注入ポンプなどの機器の性
能により大きな影響を受ける。また，当時のシース径と鋼材間の空隙面積が十分でなく，注入管理
図-2.1.1 ポストテンション方式の PCT桁橋 2) 
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技術も未熟であったことから，ある年代以前のポストテンションPC橋には，充填不良が多く潜在し
ていると推測される3)。グラウト性状のこのような問題は，1992年以前にはシース内で生じるブリ
ーディングに上限値を設定し許容していたためであり，生じたブリーディング水は，膨張剤でシー
ス外へ排出するものとしていた。しかし，1992年以降はノンブリーディングタイプの混和剤が開発
され，ノンブリーディングタイプのグラウトが推奨されるようになった。さらに増粘剤の添加によ
り，下り勾配の先流れ現象による空気溜まりが起きにくい粘性型グラウトへと改善されていった4)。
このため，1992年以降はグラウトの充填状況は大きく改善されているものと思われる。 
 ポストテンション橋桁については，断面形状の変遷があり，標準設計として1969年に当時の建設
省標準設計『ポストテンション方式PC単純T桁』が制定されて以降，1980年，および1994年に改定さ
れてきている。初期の形式から1969年の標準設計に至るまでは，主方向PC鋼材の一部は主桁上縁に
定着されていた。しかし，切り欠き定着部への雨水の侵入によりPC鋼材が腐食・損傷が生じる可能
性があることを考慮するとともに，PC鋼材の大容量化に対応できるよう，1994年の改訂では主方向
のPC鋼材をすべて桁端部に定着するよう標準設計が変更された4)(図-2.1.2)。 
このように，ポストテンション方式PCT桁橋においては，PCグラウト充填状況を取り巻く技術環境
が変化してきている。施工段階でのグラウト充填不良は，グラウト充填時にグラウト内に空気が残
留することで発生する。これは，グラウトの先流れ現象として知られており，このような現象が発
生する原因を図-2.1.4に示す。図において，ダクト全断面が充填される以前に先流れ（Phase.1）に
よってグラウトの先端部が閉塞状態になり（Phase.2），中間部の空気がグラウト内に残留すること
で発生する（Phase.3）6)。 
 
 
図-2.1.2 主桁定着部の変遷 4) 
(a) 1992年以前の設計 (b) 1992年以降～現在の設計 
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(2) ポストテンション方式PC橋における維持管理 
 ポストテンション方式PC橋における，PCグラウト充填不良の調査事例が報告されている7)～10)。こ
れらの事例では，撤去されたPC橋梁を対象に解体調査を実施し，PCグラウト充填不足の発生状況や
発生箇所の調査を行い，グラウト充填不良が発生した要因の分析，およびグラウト充填不良がもた
らす劣化，損傷に関わる分析を行っている。まず，調査対象とされている橋梁の大半が，1990年以
前のPC橋梁であり，前述したグラウト材料のブリーディングや，シース径と鋼材間の空隙の狭小性，
さらにはPC鋼材の上縁定着などの施工が行われており，大きい比率でグラウト充填不良が発生，あ
るいは浸水による腐食が報告されている。 
 一方，今後実施が予定されている大規模補修・改修工事においても，例えば阪神高速「PC桁等大
規模修繕工事(27-1-東)」において，「PC桁：ケーブル腐食」（浸水に伴うPCケーブルの腐食）が大
規模修繕の対象になっている。 特に上縁定着部に締結されたケーブルの腐食が注目されており(図
-2.1.4参照)，ケーブルを固定する端部が床版上面にあり，老朽化により雨水などが徐々に内部へ浸
水し，ケーブルやこれを保護するための鋼製のシース管が錆びて膨張することでコンクリートがひ
び割れや剥離を起こしたり，ケーブルの破断に至ることが懸念されている11)。 
 PC桁の維持管理においては，外部からの変状発見が難しいこと，変状が進展すると断面修復が困
難であるため，PCグラウト充填不良に関するリスクを早期に調査，対策を検討する必要があること
が指摘されている。 
 
図-2.1.4 浸水に伴う PCケーブルの腐食（阪神高速新技術公募資料）11) 
図-2.1.3 グラウトの先流れ現象 6) 
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2.1.2  PCグラウト充填状況の評価手法 
 PCグラウトの充填状況を詳細評価する手法としては，例えば2013年制定コンクリート標準示方書
（維持管理編：標準）12)の10章，プレストレスコンクリート，p.103，解説・表10.3.3に以下の5種
の手法が挙げられている（表-2.1.1参照）。これらの手法の内，放射線透過法はX線を使用する方法
であり，通気法は空圧を利用した微破壊検査手法である。衝撃弾性波法，超音波法はいずれも弾性
波を利用した手法であり，弾性波が保有する特性，伝播時間，最大振幅値，あるいは周波数応答な
どを利用し，欠陥検出を行う。また，比較的簡便に使用できる手法として，広く現場で適用例が報
告されている。 
 
表-2.1.1 PC構造特有の変状に応じた詳細調査の事例  
調査項目 調査手法の例 評価内容の例 
PC グラウト
の状態  
放射線透過法  
コンクリート表面から X 線等を使っ
て放射線透過写真を撮影する。  
調査位置における PC
グラウトの充填状況を
推定する。  
衝撃弾性波法  
(インパクト 
エコー法) 
PC鋼材が配置されている部分のコン
クリート表面に鋼球打撃により弾性
波を入力し，その反射波を振動センサ
で受信し周波数スペクトル解析を行
う。  
超音波法  
（広帯域）  
コンクリート内に高強度で広帯域の
周波数を有する超音波を入力し，起生
波を全て収録する。収録した起生波を
フィルタリングし，特定したシースか
らの反射波特性を分析する。  
衝撃弾性波法  
(打音振動法)  
PC鋼材両端の定着部近傍のコンクリ
ート表面にセンサを取り付け，入力セ
ンサ側をハンマ等で打撃し，弾性波伝
播速度や入力側と出力側のエネルギ
ー減衰および周波数特性を測定する。  
直線配置PC鋼材（横締
め等）におけるPCケー
ブル 1 本ごとのグラウ
トの充填状況を推定す
る。  
通気法  
（空圧法）  
内ケーブルに対して削孔した孔を利
用し，通気または圧縮空気を送り込む
ことにより，PCグラウトの充填不足
部の体積やシース内の密実性を把握
する。  
PC グラウトの充填不
足部分を推定し，シース
内の密実性を把握する。  
2013年制定，コンクリート標準示方書[維持管理編：標準] 10章 プレストレスコンクリート，10.3.5  
詳細調査，p.103，表10.3.5より抜粋。 
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 表-2.1.1において放射線透過法（X線法）は，X線を使用してコンクリート内部の詳細検査に使
用する試験法であり，電磁波を適用するため弾性波法の範疇には含まれない。多くは，予め未充填
があると推定された箇所を詳細に評価する目的で使用される。原理としては，物質の密度によりX
線の透過度が変化する性質を利用し，シース内の空洞を検出する手法である。透過度が高い部分は
画像が濃く，透過度が低い部分は画像が薄くなるため，画像の濃淡で空洞の有無を直接検出するこ
とが可能になり，PC グラウト充填不良が問題になり始めた当初はよく使用された。しかし，コン
クリートの厚さが350mmを超えると濃淡の判別が難しくなるという課題があることや，放射線管
理区域の設定（一般に立体半径で5m以内），計測に時間を要し，試験効率が高くないなどの理由に
より，最近は限定された範囲でのみ使用されている 14)～16)。 
 弾性波法の一手法である衝撃弾性波法は，PC鋼材垂直方向に弾性波を伝播させる手法（インパク
トエコー法）と，PC鋼材軸方向に弾性波を伝播させる手法（打音振動法）がグラウト充填評価に使
用される。前者は，周波数特性（インパクトエコー法）に着目し，未充填位置を特定する手法であ
る。後者は，衝撃入力により算出した弾性波伝搬速度に着目して，シース内部の平均的なグラウト
充填状況を把握する手法である17)。これらの手法については，次節で詳説する。 
弾性波法のもう一つの手法である超音波法においては，広帯域超音波 18)19)を用いたグラウト充填
探査が使用されている。この手法は，シース直上のコンクリート面に配置した発信探触子から超音
波を入力し，シースからの反射波を受信，分析することでグラウトの充填性を推測する方法である。
超音波は異なる物質の界面で反射する特性があり，シース内に空洞が存在すると，そこで反射して
反射波が発生する。一方密実であると，反射率が低いため反射波は小さくなる。シース反射波は高
周波帯域の波が支配的であるため，グラウト充填不良の場合は高周波帯域の波を受信し，充填シー
スの場合は低周波帯域の波が支配的となる。これにより充填状況を判定するとされている。しかし
ながら，反射波には鉄筋や骨材からの反射波やコンクリート表面を伝播する反射波も含まれるため，
グラウト未充填部からの反射波のみを効率よく抽出することが課題となっている。これをフィルタ
リングにより分離するとあるが，反射波も表面波も同じ衝撃から派生する波動であり，周波数帯域
での分離は困難であると考えられる。また，未充填部が存在することにより高周波帯域の成分が増
大する原理が明確でないため，手法としての信頼性が評価できない問題がある。 
通気法（空圧法）は，充填不良を検出後に適用される。シース管内のグラウト充填不良部分に単
位時間当たり一定量の空気を送り込み，その圧力変化と時間の関係により，グラウト充填不良部分
の体積を推定する方法であり，グラウト再注入の際の試験法である 20)。 
 
本研究においては，これらのグラウト充填評価手法のうち弾性波法に着目して検討を加えること
とした。この理由は，弾性波法が対象とする構造や評価項目に応じて計測方法を変化させ，対象に
最適な評価手法を実現できる自由度があり，グラウト充填評価手法としての発展性と適用性が高い
と判断されたためである。 
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表-2.1.2 弾性波法の研究，開発状況 
対象  評価項目  超音波法  衝撃弾性波法  打音法  
施工  型枠充填性    ○ 
凝結硬化過程  ○   
新設  強度など，表層部の品質  ○ ○  
部材厚さ  ○ ○ ○ 
初期不良  ジャンカ  ○ ○ ○ 
コールドジョイント  ○ ○  
内部空隙  ○ ○ ○ 
グラウト未充填  ○ ○  
ひび割れ（乾燥収縮，温度ひび割れ）  ○ ○  
既設  ひび割れ（荷重，鋼材腐食に伴う  
ひび割れなど）  
○ ○  
材料劣化（脆弱化）  ○ ○ ○ 
かぶりコンクリートのはく離  ○ ○ ○ 
仕上げ材のはく離  ○ ○ ○ 
「NDIS2426-2 コンクリートの非破壊試験－弾性波法－第 2部：衝撃弾性波法」改正原案の構成，内
容について，解説表1－研究，開発状況より抜粋。 
 
表-2.1.2は，NDIS2426-2 コンクリートの非破壊試験－弾性波法－第2部：衝撃弾性波法13)に記載
されている弾性波法の評価対象項目であり，複数の対象項目に超音波法，衝撃弾性波法，打音法が
有効であることが示されている。グラウト未充填部に対しては，衝撃弾性波法，超音波法が有効で
あり，弾性波として最も簡便な手法である打音法は本評価の対象外になっていることがわかる。こ
れは，対象とするPC構造のシースが，比較的細く，深い位置に埋設されており，受信が非接触であ
る打音法では，接触受信する衝撃弾性波法より受信エネルギーが小さく，検出感度や信頼性で問題
があると判断されるためである。このため，グラウト充填評価においては，衝撃弾性波法と超音波
法が弾性波を用いた手法として適用性が高いと判断されている。ここで，超音波法として対象とな
っている検査手法は前述の広帯域超音波であるが，表面波に加えて骨材や鉄筋の影響が大きいこと
と，これらをフィルタリングにより分離する手法では検出範囲が限定されると考えられ，検討対象
から除外した。 
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以上により，グラウト充填状況の評価手法として衝撃弾性波法を取り上げることとした。グラウ
ト充填評価において衝撃弾性波の優位性は，コンクリート内部に入力されるエネルギーが他の手法
と比較し大きいことが挙げられる。本研究で対象とするシースは，埋設深さが大きく，シース口径
が小さいため，入力するエネルギーが対象部位まで到達し，対象部位の状況を信号としてコンクリ
ート表面まで伝達する必要がある。また，対象とする PC構造物において，PC構造は広範囲に敷設
されるため，計測時，比較的簡便，容易に評価が行える必要がある。このような条件に対し，衝撃
により発生する弾性波を利用する衝撃弾性波法は，短時間にエネルギーを集中させて弾性波を発生
するため，比較的大きいエネルギーが効率よく対象構造物に入力できる。また，入力された弾性波
は低周波帯域に大きいエネルギーを有する波束として伝播するため，骨材や鉄筋の影響を受けにく
く，超音波と比較して伝播時の減衰が小さいという利点がある。さらに，急峻な波束状の弾性波は
グラウト未充填部に存在する空隙部で効率よく反射することが見込まれる。また，衝撃を入力する
手段として機械的手段や磁気的手段などが適用でき，入力する波形の特性を制御することにより新
しい評価手法を導入し，検出精度を向上できる可能性がある。これらの特徴を有するため，グラウ
ト充填状況の評価手法として原理的な有効性があると判断した。 
 
2.2  PCグラウト充填評価における衝撃弾性波法の課題 
 PCグラウト充填評価において現在多く使用されている手法をまず取り上げ，これらの衝撃弾性波
法の課題を検討した。ここでは，衝撃弾性波の伝搬速度に着目した手法（打音振動法）と，周波数
特性に着目した手法（インパクトエコー法）を取り上げる。 
(1)伝播速度に着目した手法 
 1) 弾性波伝搬速度の計測 
 図-2.2.1に弾性波伝播速度に着目した手法を示す。本手法は， PC鋼材端部から衝撃を与えた際
に生じる弾性波をセンサで検出するものであり，伝播速度からシース内部のグラウト充填状況を把
握する。センサは，PC 鋼材両端部の定着部プレート上に設置する。弾性波伝播速度はセンサ間距
離を伝播時間で除することにより算出する。  
 2) グラウト充填状況の評価 
 図-2.2.2にPCグラウト充填評価の原理を示す。シース内にグラウトが充填されていない場合（図
-2.2.2(a)参照）は，入力された弾性波のうち最も早い波は鋼棒を伝播したものとなるため，見かけ
の弾性波速度は鋼棒単体の伝搬速度に近い値となる。図中，弾性波の伝播状況を色相の変化で表わ
しているが，赤い矢印が鋼棒を伝播する弾性波の先端位置を示しており，周辺のグラウト部を伝播
する波動より速く伝播している様子がわかる。これに対して，グラウトが充填されている場合（図
-2.2.2(a)参照）では，鋼棒とグラウトが一体となった複合部材中を弾性波が伝搬する。図中，赤い
矢印が伝播波動の先端位置を示す。この場合は，鋼棒中の伝播波動の先端位置と周辺のグラウト部
を伝播する波動の先端位置が同じであり，未充填の場合に比べて伝播速度は小さくなる。したがっ
て評価原理としては，計測された伝播速度Vがしきい値Vcより大きい場合は，グラウト充填状況
が良好と評価し，しきい値Vcより小さければグラウト充填状況が不良であると評価する。 
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弾性波先端位置 弾性波先端位置打撃 打撃
図-2.2.2 伝播速度に着目したPCグラウト充填評価の原理 
(b) PCグラウト充填 (a) PCグラウト未充填 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 本手法は，シースの長手方向の伝播速度を一体で評価するため，シース全体のグラウト充填状況
の評価に有効である。このため，多くの橋梁を対象に健全性をスクリーニング評価する用途に適し
ている。しかしながら，グラウト充填不良と判断された場合，充填不良が発生する場所を特定でき
ないため，次に示す周波数特性に着目した手法と併用することが必要である。 
 
(2)周波数特性に着目した手法 
 1) 周波数特性の算出 
図-2.2.3に周波数特性に着目した手法を示す。この手法は，コンクリート表面を鋼球で打撃する
ことによりコンクリート内部へ弾性波を伝播させ，打撃面側に設置したセンサで対象物からの反射
波を受信し，その周波数特性から部材厚さや内部の欠陥の有無やその深さを推定する手法である。  
 2) グラウト充填状況の評価 
周波数特性に着目した手法の原理を図-2.2.3に示す。シース内にグラウトが完全に充填されてい
る場合には，版底面で反射波が生じる。一方，シース内にグラウト未充填部が存在すると，未充填
部（空隙）のシース表面においても反射波が生じる。これらの反射波は，それぞれコンクリート表
面との間で反射を繰り返し，縦波共振現象が励起される。版厚やシース深さに相当する縦波共振に
よるピーク周波数は，理論上，以下の式(2.2.1)，式(2.2.2)により算出される。 
図-2.2.1 PC鋼材軸方向に弾性波を伝播させる手法 
（弾性波伝播速度に着目する手法） 
PC鋼材 
シース コンクリート センサ 
：衝撃 
：センサ 
PCグラウト 
センサ 
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Tf pT 2C                      式(2.2.1) 
dCf pd 2                               式(2.2.2) 
 
ここで，ｆT：版厚に相当するピーク周波数，fｄ：シース深さに相当するピーク周波数，Cp：コンク
リートの縦波伝播速度，T：版厚，d：シース埋設深さである。 
図-2.2.4に周波数スペクトルの例を示す。図において，(a)は空隙位置に相当する理論上の共振周
波数 fｄが卓越したピークとして存在する場合，(b)は共振周波数 fｄおよびそれ以外の周波数にもピ
ークが存在する場合を示している。また，(c)は共振周波数 fｄにおいてピークが出現しない場合を示
している。本手法は，周波数スペクトルのピーク周波数からグラウト未充填箇所を検出するため，
(a)は未充填の存在を評価可能であるが，(b)，(c)は未充填の有無を特定できない。このような周波数
スペクトルが現れる原因としては，内部を伝播する弾性波の振幅が減衰により小さくなり，打撃に
より発生する表面波の振幅の影響が大きくなるためであると考えられる。 
図-2.2.3 周波数特性に着目したPCグラウト充填評価の原理 
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以上の手法によるグラウト未充填状況の検出性能については，空隙径が空隙の深さの0.25程度ま
では検出が可能であるが，それ以下の領域では空隙有無が判定できないとの結果が得られている21)。 
 本手法は以上に示すように，コンクリート表面とグラウト未充填部間の弾性波の多重反射を利用
するため，本研究が対象とするシース埋設深さが深く，シース径が小さい場合は多重反射が発生し
にくくなる。このため，周波数応答にピークが顕著に表れにくくなり，検出が難しくなる課題があ
る。また，打撃によりコンクリート表面を表面波が伝播し，さらにピークが検出しにくくなるとい
う課題がある。このような状況は，検出すべきシースからの反射波（信号：S)より，表面波（雑音:N）
が大きい低SN（信号雑音比）の状態であるといわれている。 
 
2.3 衝撃弾性波法の研究および規格化の経緯 
 現状の衝撃弾性波法の課題に対して，これまで多くの研究が行われてきた。また，これらの成果
を基に，手法としての規格化が進められてきた。このため，これらの研究，規格化の動向をサーベ
イし，以上の課題に対しての取り組み状況，今後の方向性について明らかにすることとした。 
 
2.3.1 衝撃弾性波法の研究 
 表-2.1.2に示すように，衝撃弾性波法は，強度，表層部の品質，ひび割れ，はく離，空隙などコ
ンクリートの性状，欠陥に対して幅広い適用性を有する。これらの中で，PCグラウト充填状況の評
価を対象とした研究としては，大きくは弾性波伝播速度に着目する研究とインパクトエコー法をベ
ースにした周波数特性に着目する研究がなされている。 
弾性波伝播速度に着目する研究においては，斎藤ら22)23)がPC鋼棒の軸方向に伝播する弾性波の周
波数解析に着目している。鎌田ら24)～28)は弾性波パラメータとしてPC鋼棒を伝播する弾性波伝播速度，
立ち上がり時間，周波数分布に着目し，グラウト充填状況とこれらのパラメータの定量的な関係を
明らかにしている。さらに，弾性波伝播速度が変化する要因を明らかにするために，グラウト充填
の有無，構成部材の寸法および物性値の違いが弾性波伝播速度に与える影響について3次元FEM解
析を用いて検討し，実構造物において適用評価を行っている。葛目29)～31)らは，横締め鋼材を対象に
図中↓はシース深さ（グラウト未充填）位置に相当する理論上の共振周波数 fdを表す 
(c) fdの位置に卓越したピ
ークが存在しない 
図-2.2.4 衝撃弾性波法による周波数スペクトル例 
(a) fdの位置に卓越した
ピークが存在 
(b) fdの位置および周辺に
複数のピークが存在 
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鋼材長や版厚が弾性波の伝播特性に与える影響を評価している。また，永田32)らは弾性波伝幡速度
と受信波前方に存在する高周波波形に着目している。 
一方，インパクトエコー法を基に，前田ら33)は，周波数特性に着目しシース直径や埋設深さをパ
ラメータにグラウト充填検出範囲を明らかにしている。また，周波数領域でイメージングを行う
SIBIE法などにおいては，大津ら34)～37)がシース直上で打撃した応答をシース管の半径程度離れて挟
む2点で計測した応答波形を基に共振箇所のスペクトル振幅で可視化している。また，高周波で振
幅の大きな弾性波を入力するためアルミ製飛翔体を空気圧で打撃する方法を導入している。 
また，衝撃入力を電気的に行い，磁場を利用して直接磁性体であるシースに衝撃を与える電磁的
な衝撃入力に取り組む研究も現れている。鎌田，内田ら38)は，衝撃弾性波法とともにパルス的な大
電流により励磁コイルを励磁し，磁気的にシースに衝撃を与える方式との併用を提案している。ま
た，動磁場解析と衝撃応答解析を組合せ，シース長手方向におけるグラウト未充填区間およびシー
スと直交する方向におけるグラウト充填率の違いが，電磁パルス法で測定される弾性波の最大振幅
値に与える影響などについての解析評価も進めている39)～40)。 
一方，信号取得後の後処理において，衝撃により発生する表面波の影響などを統計的なデータ処
理により低減し，検出範囲を拡大しようとする研究も報告されている。川嶋41)らは，マルチテーパ
ー法(MTM)を適用した場合の検出範囲の改善につき報告している。極檀ら42) 43)は，衝撃弾性波法で
得た波形の分析に最大エントロピー法（MEM）を適用した報告を行っている。また，岩野ら44)は
相関関数を利用した周波数解析を提案している。 
既往の研究事例を表-2.3.1にまとめた。本研究が対象とするグラウト充填状況の評価においては，
局所的にグラウト未充填箇所を特定する必要があり，インパクトエコー法をベースにした周波数特
性に着目する方式と，磁場を利用してシースに衝撃を与える方式が事例として参考になると考えら
れる。前者の事例においては，周波数領域において縦波共振のピークの形状や，周波数の変化を指
標としてグラウト充填度を判定している例がある。また，周波数応答に統計処理などのデータ処理
を適用し，検出範囲を改善する取り組みが進んでいる。 
一方，磁場を使用する電磁パルス法においては，測定された弾性波の最大振幅値や振幅値の2乗
積分で定義される波形エネルギーなどでグラウト充填状況を評価しており，最大振幅値に与える影
響因子について解析を併用して検討している事例がある。 
多くの研究では，供試体を用いた実験が主体であるが，実構造物を対象にした評価実験も報告さ
れている。また，いずれの研究においても，検出可能な範囲は，埋設深さとシース径の関係の制約
を受けている。本研究で調査した範囲では，充填不良が検出可能な埋設深さは，シース径60mm，
埋設深さ100mm程度であった。 
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表-2.3.1衝撃弾性波法の既往の研究 
研究 手法の概要 成果 
インパクトエコー法  縦波共振のピークの形状や周波数
の変化を指標としてグラウト充填
度を判定する。  
シースまでの深さに対しシー
ス径が20%程度あればグラウ
ト充填度を判定できる可能性
がある 34)。  
インパクトエコー法による測定結
果 に ， MTM （ Multitaper 
Method），最大エントロピー法
MEM （ Maximum Entropy 
Method）などを適用し，検出範囲
を改善する。  
SIBIE (Stack 
Imaging of spectral 
amplitudes Based 
on Impact Echo) 法  
インパクトエコー法を基に，高周
波で振幅の大きな弾性波を入力し
て反射波の信号をスペクトルイメ
ージング法により画像化する。  
シース径 60mm，埋設深さ
100mm程度である 35) 。 
 
 
2.3.2 衝撃弾性波法の規格化の経緯 
 衝撃弾性波法は，比較的簡便な手段で弾性波を発生し，幅広くコンクリート構造物の非破壊検査
に適用可能であるため，これまでいくつかの規格化が試みられている。インパクトエコー法につい
ては，Sansalone などの研究成果 21)に基づき米国 ASTM にて規格化を行っており，ASTM 
C1383-98a45)にまとめられている。国内では，非破壊検査協会が取り決めている規格 NDIS（非破
壊検査協会規格名称）にて規格化が進められており，NDIS2426-2として規格化されている。以下
に規格化の動向をまとめる。 
 
(1) インパクトエコー法（ASTM C1383-98a） 
  本規格では，インパクトエコー法を用いて P 波速度の計測方法や，コンクリートスラブ，舗道，
橋梁等のデッキ厚，壁厚などの平板構造の計測方法がまとめられている。しかしながら，PC グラ
ウト充填状況への適用のような欠陥検出用途には触れられていない。 
(2) 衝撃弾性波法（NDIS2426-2） 
国内においては，2009年策定 コンクリートの非破壊試験－弾性波法－第2 部：衝撃弾性波法が
策定された。こののち，2013 年 4 月より，当時の規格である NDIS2426-2 を見直すための改正
原案委員会が発足し，より分かりやすく，使いやすい規格化を目指して改定作業が行われ，2014
年 9 月，「NDIS2426-2：2014 コンクリートの非破壊試験－弾性波法－第 2 部：衝撃弾性波法」
が改正された 46)。一方，技術の進歩に伴い，衝撃弾性波を入力する手段として機械的入力のみでな
く，磁気的手段を用いた新たな弾性波入力方法を導入しようとする動きが近年進められている。こ
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のため，新たな技術を正確に使用できるよう検査規格の改定を目的とし，非破壊検査協会・鉄筋コ
ンクリート構造物の非破壊試験部門において「衝撃弾性波法研究委員会」が発足し（2014年7月），
改定へ向けた課題の整理などにより改定への準備中である。磁気的入力方法においては，「コンクリ
ート内部に弾性波の発信源がある場合の弾性波伝搬速度測定方法」の位置付けで現在検討，評価作
業が進められている。本規格においては，表-2.1.2に示すようにPCグラウト充填評価への適用性
についてリストアップされているが，具体的な計測方法などについてはまだ規格化されていない。 
 
2.4  PCグラウト充填評価における衝撃弾性波法の新たな取り組み 
 前節に示したように，衝撃弾性波法の研究においては，衝撃で得られたデータの後処理で検出精
度を高める取り組みが多く見られ，一応の成果が表れている。一方，新たな方向性として，これま
でと異なる手段を用いて弾性波を入力する取り組みも現れている。これらは，空気圧などを利用し
て鋼球を射出し，コンクリート表面における衝突速度を変化させる機械的入力方法や，鋼製シース
を対象に磁場を利用して衝撃を入力する磁気的入力方法などである。表-2.4.1は，これらの両入力
法の特質を機械的入力方法，磁気的入力方法としてまとめたものである。機械的入力方法では弾性
波が比較的深部まで透過する利点があり，磁気的入力方法では磁場がシースに直接作用し弾性波を
発生できる利点がある。一方，機械的入力方法では，従来の手法と同じように衝撃により発生する
表面波が雑音になり検出性能に影響を与えるという課題がある。また，磁気的入力方法では，研究
が基礎評価の段階であり，衝撃入力の原理，効率的な入力条件が現状では十分明らかになっていな
いという課題がある。 
このような状況を背景に，本研究では機械的入力方法，磁気的入力方法を対象に，入力する弾性
波の特性を精度高く制御することにより，グラウト充填状況を検出できる非破壊評価方法を検討し
た。埋設深さが大きく，直径が小さいシースを対象としているため，入力の特性を高精度に制御す
る必要がある。このため，機械的入力方法では，鋼球径と衝突速度をパラメータとし，入力波形の
急峻性や衝突エネルギーを安定的に制御できる機械的入力手段を検討した。さらに，鋼球径や衝突
速度などのパラメータがグラウト充填状況の検出にどのような影響を与えるか評価することとした。
また，衝撃入力に伴って発生する雑音（表面波）の影響を低減する新たな信号処理を導入すること
とした。 
一方，磁気的入力方法では，励磁コイルの特性と印加する電気信号を制御対象とし，シースの振
動と効率を最適化する磁気的入力手段を検討した。さらに，励磁コイルの設計条件が磁場の分布に
与える影響や，印加する電気信号により発生する弾性波の特性がシースの振動特性に与える影響，
グラウトの充填状況の評価に与える影響を評価することとした。 
ここで，弾性波の特性としては，従来の手法が対象としていた伝播速度，周波数特性に対して，
入力特性を高精度に制御する必要がある振幅，位相を対象とした。また，適用性に大きい影響を与
える境界面における透過・反射特性を対象とした。 
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表-2.4.1 機械的入力と磁気的入力 
機械的入力方法 磁気的入力方法 
 
 
鋼球などの衝撃により弾性波を入力，空隙
の存在を弾性波により検出する 
磁場を磁性体（シース）に作用させ弾性波を入力，
空隙の存在を弾性波により検出する 
比較的深部まで浸透する  シース（磁性体）に直接作用する  
使用する鋼球径，衝突速度などにより入力
する弾性波の特性が変化する  
励磁コイルの仕様、印加する電気信号により入力す
る弾性波の特性が変化する  
衝撃時に発生する表面波が雑音となる  磁場励起時に電磁ノイズが発生する  
 
 
2.5 本研究が解決しようとする課題 
 PCグラウト充填状況を評価する手法とその得失につき検討してきた。また，これらの中から実用
性の高い手法である衝撃弾性波法に着目し，その課題を明らかにした。本節では，以上で検討した
課題を再掲し，本研究で解決しようとしている課題をまとめる。 
1) 衝撃弾性波法は，伝播時間，最大振幅値，あるいは周波数応答など複数のパラメータを利用し，
ひび割れ，はく離，空隙など多種の欠陥に適用できる非破壊検査手法である。しかし，グラウ
ト充填状況の評価への適用は限定されており，規格化の動きも具体化しているが，まだ規格と
して確立していない。 
2) 現状の衝撃弾性波法は，鋼球やハンマの衝撃を用いて弾性波を入力しており，バラツキが多く
再現性，安定性に欠けるという課題がある。このため，衝撃入力を安定させる新たな入力方式
が提案，試行されているが，入力方法としてまだ確立されていない。 
3) 検出対象であるシースの埋設深さが大きく，シース径が小さい場合は，入力された弾性波の多
重反射が発生しにくくなる。このため，従来の評価手法では周波数応答に未充填部に相当する
ピークが顕著に表れず，検出範囲が限定されるという課題がある。また，衝撃によりコンクリ
弾性波入力位置
（鉄筋などコンクリート内部の強磁性体）
励磁コイル
弾性波入力位置
（コンクリート表面に設置した強磁性体）
励磁コイル
コンクリート コンクリート
弾  
（鉄筋などコンクリート内部の強磁性体）  
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ート表面を伝播する表面波の影響で，さらに未充填部からの反射波が検出しにくくなるという
課題がある。 
4) 衝撃で得られたデータに統計処理などの後処理を導入したり，可視化手法によるイメージング
処理などで検出精度を高める取り組みが行われているが，グラウト未充填部の検出範囲は限定
されている。 
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第 3 章 適応型音響信号処理を適用した衝撃弾性波法によるグラウト     
充填評価の解析的検討 
 
3.1 はじめに 
従来の衝撃弾性波法においては，コンクリート表面とグラウト未充填部との間で弾性波が多重反
射する現象を基に，周波数スペクトルにおけるピーク位置での周波数からグラウト未充填部までの
深さを評価している。しかしながら，シースの埋設深さが深く，そのシースの直径が小さい場合，
弾性波の散乱，減衰などにより検出される信号は小さくなる。さらに，衝撃に起因して発生する比
較的大きい表面波が雑音としてグラウト未充填部からの反射波に重畳し，グラウト未充填部までの
深さを表す周波数スペクトルのピーク位置の検出はさらに難しくなることが知られている。 
一方，音響学においては，適応信号処理の研究が進み，信号が雑音より小さい低ＳＮの領域にお
いても雑音キャンセル手法が適用され，雑音の除去に効果があることが報告されている 1)～5)。これ
らの手法は，雑音が支配的な位置の信号を適切に選定し，この点から計測点までの伝達系を推定す
ることで信号と雑音が混在した波形から雑音を除去し，対象とする信号を抽出するものである。音
声信号を対象に会話の雑音を低減する応用例などで成果が報告されている。 
そこで本研究ではこれらの成果を応用し，グラウト充填評価への適用を図ることで，低SNの信号
からグラウト未充填を検出することとした。このため，弾性波が伝播・反射する弾性体構造を音響
信号の伝達系としてモデル化し，適応型音響信号処理によりグラウト未充填部において反射する弾
性波を表面波と分離する手法を理論的に検討し，解析的に評価することを目的とした。 
 
3.2 適応型音響信号処理を適用した衝撃弾性波法 
  
3.2.1欠陥構造の把握と音響伝達系としてのモデル化 
 図-3.2.1は，PC構造をシース長手方向に垂直な断面で表したものである。この構造は，コンクリ
ート表面とシース内部に存在する未充填部，および底面を反射面とする弾性体構造としてモデル化
できる。コンクリート表面に打撃を与えることにより，コンクリート内部に伝播する内部伝播波(p)
が発生する。また，コンクリートの表層部を表面波が伝播する。シースが埋設されていないコンク
リート部においては，内部伝播波はコンクリート内部への伝播を行い，コンクリート底面で反射す
る（図-3.2.1(a)参照）。内部に完全にグラウトが充填されたシースが存在する充填部においては，
シース表面での反射が無視できるため，コンクリート部と同様に内部伝播波(r)は内部への伝播を続
け，コンクリート底面まで到達する（図-3.2.1(b)参照）。一方，コンクリート内部に未充填部が存
在するシースがある場合は，この未充填部で反射する反射波(r)が生成され，反射波(r)がコンクリ
ート表面まで伝播する（図-3.2.1(c)参照）。 
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 音響学，通信工学などで適用されるノイズキャンセルの手法は，ノイズ成分と信号成分を異なる
成分比で含む複数の信号から，求める信号を適応的に分離する手法である。ここでいう適応的な処
理とは，計測の度に変化する衝撃入力や，ノイズの状況に応じ信号を分離するフィルタの係数を逐
次変化させる処理であり，ある規範に基づき，評価関数を最小にするアルゴリズムが使用される。
本モデルにおいては，表面波(s)がノイズであり，シース内部のグラウト未充填部から反射される反
射波(r)が求める信号になる。 
 
 このような音響伝達系のモデルを基に反射波を分離する，適応型のノイズキャンセルの考え方を
図-3.2.2に示す。また，以降使用する参照部，対象部の定義を表-3.2.1に示す。図において，受信
波形は検出点 S1’，Sn’における波形を表している。ここで添字 nは，検出点が複数ある場合の第 n
番目の検出点を表している。また黒線で示している波形H1，Hnはそれぞれ検出点S1’，Sn’におい
て受信される表面波であり，赤い線で示しているR1，Rnは検出点 S1’，Sn’において受信されるシ
ース空隙部からの反射波を表している。短い距離の伝播において，表面波は比較的減衰が小さいた
め，H1とHnはほぼ等しい波形となる。一方，反射波R1，Rnは，打撃点からシースへ伝播後，反
射により表面までに到達する伝播距離が異なり，受信点S1’，Sn’においては比較的小さい信号とし
て，それぞれ受信される。ここで，音響伝達関数を導入する。音響伝達関数は，2 点で検出される
信号の周波数成分の振幅，位相の関係を表したものであり，それぞれの信号のフーリエ変換の比に
図-3.2.1 PC構造の音響伝達系としてのモデル化 
 
(a) コンクリート部 
 
(b) 充填部 
 
(c) 未充填部 
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より周波数領域の関数として定義される。したがって，これらの波形の音響伝達関数を算出し，時
間領域のインパルス応答を求めると，表面波成分H1とHnは減衰が小さいためパルス状波束のイン
パルス応答になる。一方，反射波は，反射波R1と反射波Rnが合成されたインパルス応答として得
られることになる。したがって，もし反射波が存在しないコンクリート部や，充填部（以降，健全
部と表わす）において表面波のみの信号H1，Hnが得られるなら，これらの信号のインパルス応答
を未充填部における受信信号から適応的に差し引くことにより，反射波を合成したインパルス応答
が求まることになる。 
これまでの弾性波に関する既往の研究から，弾性体を伝播する表面波としてはP波，S波，Rayleigh
波などがあるが 6)7)，特にRayleigh波の成分が大きいことが知られている。また，その伝播特性は安
定しており，入力される衝撃が同じであれば，健全部と同様な構造を有する他の構造においても，
未充填部と同じ表面波を得ることができると期待できる。さらに，ここで検討している伝達関数の
比較においては，入力される衝撃が健全部と未充填部で変化しても，それぞれの伝達関数はほぼ同
様な応答を示すことが知られている。これは，伝達関数を算出する 2点における応答は，同一の衝
撃に起因する表面波が伝播してそれぞれの検出点で得られる波形であるためであり，内部からの反
射波が存在しない限りは，健全部と未充填部の伝達関数，すなわちインパルス応答は，同一の遅れ
時間後に同様の急峻なピークをもつパルス状波束の波形となる（図-3.2.2の最下図参照）。 
 
 
3.2.2衝撃による弾性波の伝播挙動の定式化 
本手法に基づくグラウト充填状況評価の計測配置を図-3.2.3 に示す。図-3(a)は断面図を，図
-3(b)はコンクリート表面の正面図を示す。計測は健全部と未充填部で行う。健全部はグラウトが完
全に充填されていることが確認されている位置に設定する。一方，未充填部は健全部と同じ直径の
シースが埋設されており，グラウト充填状況が不明の位置に設定する。健全部はグラウトが充填さ
れているため，内部からの反射波がなく，表面波のみが計測される箇所である。一方，未充填部は
表面波とグラウト未充填部からの反射波が混在して計測される箇所である。 
健全部において，P1 は打撃点，S1～Sn は検出点である。また，未充填部においても同様に P1’
図-3.2.2 PC構造の音響伝達系としてのモデル化 
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は打撃点，S1’～Sn’は検出点である。P1 点の打撃により誘起された弾性波の応答は S1～Sn にて同
時に計測される。また，P1’点の打撃により誘起された弾性波の応答はS1’～Sn’にて同時に計測され
る。 
以上の一対の計測点については，P1 はシース直上に配置し，S1～Sn はシース直上からシースと
垂直方向に一定間隔でそれぞれ離隔した点に設置する。P1’，およびS1’～Sn’に関しても，シースと
の位置関係はP1，および-S1～Snと同様である。 
 
 
3.2.3音響伝達関数による雑音成分キャンセル処理 
 図-3.2.4はシースが埋設されたコンクリートの断面を模式的に示したものである。コンクリート
表面を打撃することにより発生した波動がどのように伝播するかを示している。図-3.2.4(a)は健全
部における波動伝播を表し，図-3.2.4(b)は未充填部における波動伝播を示している。健全部におい
ては，P1 の打撃 x(t)により主として表面を伝播する表面波が誘起される。表面波はまず検出点 S1
に到達し，以降 S2，さらに Snへと一定の時間遅れで伝播していく。ここで，打撃入力により入力
される衝撃入力信号を x(t)，そのフーリエ変換 8）（以降 FT と称する）を X(ω)とする。また検出点
Ynにおける応答信号を yn(t)，その FTを Yn(ω)とする。また，打撃点 P1から S1への伝達関数 8)を
H01(ω)，そのインパルス応答を h01(t)で定義する。さらに，S1から Snへの伝達関数をH1n(ω)，その
インパルス応答をh1n(t)で定義する。 
 未充填部においては，P1’の打撃により発生する表面波は，健全部の場合と同様にまず検出点S1’
に到達し，以降S2’，さらにSn’へと一定の時間遅れで伝播していく。ここで，打撃入力により入力
される衝撃入力信号を x’ (t)，そのFTをX’(ω)とする。また検出点Yn’における応答信号を yn’(t)，そ
のFTをYn’(ω)とする。また，打撃点P1’からS1’への伝達関数をH01’(ω)，そのインパルス応答をh01’(t)，
S1’から Sn’への伝達関数をH1n’(ω)，そのインパルス応答を h1n’(t)，で定義する。未充填部において
図-3.2.3 計測配置（n=6，センサ間隔 40mmの事例） 
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はさらにシース空隙部からの反射波が存在するため，P1’からシース空隙部に伝播し，さらにシース
空隙部から-S1’間の伝達関数を TS1(ω)と定義し，P1’からシース空隙部に伝播し，さらにシース空隙
部から-Sn’間の伝達関数をTSn(ω)と定義する。これらの定義について，表-3.2.1に要約している。 
 
 
  
(a) 健全部の波動伝播 
 
(b) 未充填部の波動伝播 
 図-3.2.4 PC構造における音響伝達関数の定義 
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表-3.2.1 音響伝達関数，インパルス応答の定義 
時刻歴応答 音響伝達関数 インパルス応答 信号伝搬特性 
x(t) X(ω)  衝撃入力信号P1  (健全部)  
x’(t) X’(ω)  衝撃入力信号P1’  (健全部)  
yn(t) Yn(ω)  Snにおける検出信号 (健全部)  
yn’(t) Yn’(ω)  Sn’における検出信号 (健全部)  
 H01(ω) h01(t) P1 ～S1 間の伝播特性 (健全部) 
 H01’(ω) h01’(t) P1’ ～S1’間の伝播特性 (未充填部) 
 H1n(ω) h1n(t) S1 ～Sn 間の伝播特性 (健全部)  
 H1n’(ω) h1n’(t) S1’ ～Sn
’間の伝播特性(未充填部)  
 TS1(ω) tS1(t) P1’ ～シース～S1’間の伝播特性 (未充填部)  
 TSn(ω) tSn(t) P1’ ～シース～Sn’間の伝播特性 (未充填部)  
 
ここで，各音響伝達関数は以下のように計算される 9)。 
 
                  
  
  
        (3.2.1) 
 
                    
  
  
        (3.2.2) 
 
              
      
  
  
        (3.2.3) 
 
   
        
           
  
  
        (3.2.4) 
 
        
     
    
         (3.2.5) 
    
     
  
    
     
         (3.2.6) 
        
     
     
         (3.2.7) 
    
     
  
    
  
    
          (3.2.8) 
 
(1) 音響伝達関数の関係 
  以上のように音響伝達関数を定義したため，伝達関数間の関係が以下のように表現できる。 
式(3.2.9)に伝達関数マトリクスを示す。充填部における伝達関数 H1n(ω)は S1，および Snにおける
検出信号と式(3.2.10)の関係がある。一方，未充填部における伝達関数 H1n’(ω)は，S1’，および Sn’
における検出信号と式(3.2.11)の第二式の関係がある。一方，式(3.2.9)において，未知の信号 X(ω)，
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X’(ω)を消去することで， H1n’(ω)は式(3.2.11)の第三式に示すようにさらに展開される。 
 
    
       
    
       
    
   
                   
                                 
  
     
      
  
  (3.2.9) 
          
     
     
          (3.2.10) 
      
     
  
    
  
    
 
                    
             
      (3.2.11) 
 
これらの伝達関数は，それぞれの2点間で伝播する波動の伝播特性を表現しており，コンクリー
トの内部の構造と密接な関係にある。ここで，H1n(ω)，H1n’(ω)はそれぞれ同一の衝撃で得られる因
果性信号(y1(t)，yn(t))，(y1’(t)，yn’(t))から得られるため，衝撃入力 y1(t)，y1’(t)が異なった場合もそれに
応じて yn(t)，yn’(t)が変化するため，その伝達関数は衝撃入力の変化に対して影響を受けにくいパラ
メータとなっている。一方，H1n(ω)，H1n’(ω)の計算においては，分母となる時刻歴の入力波形 y1(t)
の帯域が狭い場合は，求められた伝達関数H1n(ω)に計算上の誤差が重畳することが知られている。
このため，次に示すウィーナーフィルタ 10)を導入し，計算上の誤差を低減する必要がある。 
 
(2) ウィーナーフィルタ 
時刻歴の入力波形 y1(t)をフーリエ変換したY1(ω)の帯域が狭い場合，伝達関数H1n(ω)にスパイク状
の計算誤差が重畳するため，入力波形にウィーナーフィルタを適用しスパイクノイズを抑圧する。
ウィーナーフィルタの計算を式(3.2.12)～式(3.2.14)に示す。 
 
        
       
               
                (3.2.12) 
            
     
       
          (3.2.13) 
                        (3.2.14) 
 
ここで，S(ω)は信号成分，N(ω)は雑音成分である。また、Kはウィーナーフィルタのゲインである。
式(3.2.13)に示すように，Y1(ω)の帯域が狭く，ある周波数ωでのゲイン       が0に近づくと，予
め設定したウィーナーフィルタのゲインKにより，計算値が発散することを防いでいる。ウィーナ
ーフィルタのゲインKは，衝撃入力により得られる応答波形の帯域より決定する。 
 
(3) 表面波の除去 
 参照部，対象部の伝達関数に基づき表面波をキャンセルする。対象部における伝達関数H1n’(ω)は
参照部における伝達関数H1n(ω)を含むため，これらの伝達関数の差から反射波を合成した伝達関数が式
(3.2.15)に示すように求まる。 
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          (3.2.15) 
ここで，H1n(ω)はS1からSnに至る表面波の伝播特性を表しており，パルス状波束のインパルス応
答がS1-Sn間の距離を伝播する時間だけ遅れる特性を示す。したがって，分子の              
       は，反射波の伝達関数TS1(ω)が時間軸上で表面波の伝播特性H1n(ω)で決まる伝播時間だけ遅れる
方向にシフトし，－TSn(ω)と加算された合成伝達関数として得られている。また分母の             
は，表面波と反射波の伝達関数の和を含むが，表面波の応答が内部を伝播してシースで反射した応答よ
りはるかに大きいと考えられるため，                    と近似してよく，これらにより式
(3.2.15)で示される合成伝達関数は，                    が時間軸上で表面波の伝播特性H01 (ω)
で決まる伝播時間だけ時間を遡る方向にシフトした特性を有すると考えられる 11)。 
 
(4) SN比 
表面波除去による SN比の改善を評価するため，伝達関数H1n’(ω)と伝達関数⊿H1n(ω)の SN比を評
価する。ここで信号は反射波，雑音は表面波であるので，SN比は雑音成分と信号成分の比で与えられる。
式(3.2.11)に示す伝達関数 H1n’(ω)において，信号成分(S)，雑音成分(N)は式(3.2.16)，式(3.2.17)に示すよ
うに分離できる。また，これらよりSN比は式(3.2.18)のように算出できる。 
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        (3.2.18) 
一方，表面波をキャンセルした後の SN 比は，式(3.2.15)に示す伝達関数⊿H1n(ω)より以下のように
算出できる。 
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         (3.2.22) 
 
 以上より，式(3.2.18)，式(3.2.22)から表面波をキャンセルする前と後との SN 比の変化は，以下
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のように計算できる。 
 
 
 
 
 
 
    
 
 
 
 
   
 
 
  
      
      
 
        
        
              
  
      
      
      (3.2.23) 
これより，表面波キャンセル後のSN比の変化は， 
      
      
 であることがわかる。表面波の伝達関数
の振幅        と，反射波の伝達関数の振幅        を考慮すると，                 であると
考えられるため， 
      
      
   であり，表面波キャンセル後のSN比は大幅に改善されることがわか
る。 
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3.2.4参照部と対象部の反射強さの差異に着目した評価指標の定義 
 健全部，未充填部の差から反射波を合成した伝達関数が理論的に求まることを前節式(3.2.11)で示した。
しかしながら，実計測においては，伝播波動を検出する各センサを両面テープを介して接着しており，
各検出点における受信信号のゲインがばらついていることが想定される。本節では，計測時における個々
のセンサの感度のばらつきを考慮し，時間領域でゲイン補正を行い反射波を算出する手順を示す。この
ため，式(3.2.15)において周波数領域で算出した           
           を時間領域のインパル
ス応答へ変換する。伝達関数      ，   
    は、式(3.2.2)，式(3.2.3)で与えられるため，これら
の伝達関数をフーリエ逆変換を行うことにより，それぞれのインパルス応答 h1n(t)，h1n’(t)が以下のよ
うに計算される。 
 
        
 
  
        
     
  
  
       (3.2.24) 
    
     
 
  
    
          
  
  
       (3.2.25) 
 
これらのインパルス応答において，健全部，未充填部それぞれのインパルス応答      ，   
    に
ゲインdの差があるとして，これらのインパルス応答の差の二乗積分    （式(3.2.26)）が最も小さ
くなるようdの値を最小二乗法で適応的に決定する。 
 
                    
      
  
 
         (3.2.26)  
 
このdを適用して，       を求め，反射強さRを定義する。 
 
            
                    (3.2.27)  
 
             
   
 
          (3.2.28) 
 
ここで式(3.2.28)で定義した反射強さRは，シースからの反射波を合成したインパルス応答の波形
エネルギーに相当するパラメータであり，これによりグラウトの充填状況の評価を定量化すること
とした。 反射強さRが小さい場合はグラウトが充填されていると判断され，反射強さRが大きい
場合は，グラウトに未充填部があると判断される。また，反射強さRの積分の上限値 tMは，対象と
するシースの埋設深さから反射波がコンクリート表面にまで伝搬する時間を考慮し決定される。 
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3.3 有限要素法による弾性波伝播挙動解析と充填状況の抽出 
 
 前節で定義した反射強さを用い，グラウト未充填が検出可能か有限要素法解析により評価を行っ
た。これまで，はく離性欠陥の有限要素法による解析は行われているが，シースに充填された PC
グラウトの充填状況の検出については十分な検討が行われていない。対象とするPC構造は一方向に
長く，コンクリート表面からの埋設深さも一定と考えられるため，二次元の有限要素法解析を行っ
た。解析により，弾性波の伝播挙動の可視化とともに，シース空隙部からの反射波が検出できるか
評価した。また，シース充填状況の評価のため，前節で定義した反射強さRを評価し，欠陥検出の
定量化を行った。 
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3.3.1解析モデルと解析条件 
PC構造の特徴から二次元の解析モデルを使用した。図-3.3.1に解析モデルの概要を示す。コンク
リートの外形は縦450mm，横900mmとし，4節点平面ひずみ要素にて，要素の長さは 5mmとした。
シース部詳細を図-3.3.1(b)に示す。シース構造として，シース内部にグラウト部を設け，内部に
PC鋼棒を配した。また，モデルの境界条件としては，モデルの両端に無反射条件を設定した。解析
時間は1μsピッチで0～0.005sec (5000点)とした。表-3.3.1に各モデル要素の物性値を示す。 
 
表-3.3.1 モデル要素の物性値 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.3.2に解析条件を示す。シース埋設深さ Lは 50，100，150，200mmとした。シース直径 d
は63mmである。また，打撃点はシース直上のP1点とし，シース軸と直角方向に 40mmピッチで，
6点の検出点を設けた。 
表-3.3.2は，シース内のグラウト充填状況を模擬するための設定を示している。密実部は，下部
にシース構造を含まない構造を模擬している。充填部は，シース内にグラウトが完全に充填されて
いる状況を，未充填部においては，シース内にグラウトが充填されず，空気のみが満たされている
状態を模擬している。これらの充填状況に対して，PC構造を構成する各要素に対して，物性値を表
-3.3.2に示すように設定した。 
 図-3.3.3に入力波形を示す。入力波形のパターンは，鋼球径 10mm相当の三角波を基にスムージ
ングを行った。 
 ヤング率（kN/mm
2
）  密度（kg/m3） ポアソン比 
コンクリート  30  2.3×103  0.2  
鋼  200  7.85×103  0.3  
グラウト  25  2.5×103  0.2  
空隙 1.6×10-23  2.2×10-8  2.0×10-20  
(a) コンクリート部外形 
 
(b) シース部詳細 
 図-3.3.1 解析モデルの概要 
 
900mm
4
5
0
m
m
シース部
コンクリート
シース
グラウト
PC鋼棒
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表-3.3.2 充填状況の設定 
 
 ① ② ③ ④ 
コンクリート部 1) コンクリート コンクリート コンクリート コンクリート 
充填部 2) コンクリート 鋼 グラウト グラウト 
未充填部 3) コンクリート 鋼 空気 空気 
 
① ② 
③ 
④ 
注1) 下部にシース構造を含まない構造を模擬。 
注2) シース内にグラウトが充填されている状況を 
模擬。 
注3)  シース内にグラウトが充填されていない状況を 
模擬。 
 
シース埋設深さ 
L (mm) 
シース直径 
d (mm) 
打撃点 
P1 
50 63 
0mm 
100 63 
150 63 
200 63 
 
打撃点から検出点Sn（n=1～6）までの距離a 
a = 40, 80, 120, 160, 200, 240mm 
   (40mmピッチ×6点)  
図-3.3.2 解析条件 
 
打撃点 P1 S6
シース埋設深さ
L
a
S1 S2 ・・・
シース直径 d
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3.3.2弾性波伝播挙動解析と充填状況の抽出処理 
 埋設深さLを固定し，検出点までの距離aを変化させて弾性波伝播状況を時刻歴応答として算出し
た。図-3.3.4に埋設深さLが100mm，シース直径dが63mmの場合の弾性波伝播挙動解析の結果を示
す。検出点までの距離aは，200mmである。 
図-3.3.4(a)は，充填部，コンクリート部，および反射波の伝播波形を示している。一方，図
-3.3.4(b)は，未充填部，コンクリート部，および反射波の伝播波形を示している。図-3.3.4(a)に
おいて青線のグラフが，シースがないコンクリート部の伝播波形であり，緑線のグラフがシースに
グラウトが充填されている充填部での伝播波形である。また，赤線のグラフは，充填部の伝播波形
とコンクリート部の伝播波形の差を表しており，シースからの反射波と推定される波形である。充
填部（図-3.3.4(a)）においては，反射波がほとんど検出されていないことがわかる。 
一方，未充填部（図-3.3.4(b)）においては，青線のグラフが，コンクリート部の伝播波形であり，
緑線のグラフは未充填部の伝播波形である。また，赤線のグラフは，未充填部の伝播波形とコンク
リート部の伝播波形の差を表しており，シース空隙部からの反射波と推定される波形である。未充
填部においては，反射波の最大値の振幅は，未充填部の伝播波形の30%程度であることがわかる。
これにより，衝撃入力により内部に伝播した波動が，シース空隙部において反射し，さらにコンク
リート表面まで伝搬することが解析的に示された。 
0
0.5
1
1.5
2
0 0.00005 0.0001 0.00015
A
m
p
li
tu
d
e
t (sec)
図-3.3.3 衝撃入力波形 
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コンクリート部波形 
未充填部波形 
反射波波形 
コンクリート部波形 
充填部波形 
反射波波形 
(a) 充填部，コンクリート部，反射波の伝播波形 
 
(b) 未充填部，コンクリート部，反射波の伝播波形 
 図-3.3.4解析結果（伝播波形） 
(埋設深さL：100mm，シース直径d：63mm，検出点までの距離 a：200mm) 
反射波が存在 
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3.4 解析結果および考察 
3.3節の解析結果を用いて音響伝達関数を算出し，それぞれのインパルス応答 h1n(t)，h1n’(t)を求め
た。図-3.3.5に一例を示す。本事例は，埋設深さL：100mm，シース直径ｄ：63mmにおいて，検
出点までの距離a：40mm（S1）と検出点までの距離 a：200mm（S5）間のインパルス応答を示して
いる。図-3.3.5(a)は，充填部とコンクリート部のインパルス応答を，図-3.3.5(b)は，未充填部と
コンクリート部のインパルス応答を示す。各図において青線のグラフが，コンクリート部のインパ
ルス応答であり，緑線のグラフが充填部，あるいは未充填部のインパルス応答である。また，赤線
のグラフは，充填部，あるいは未充填部のインパルス応答とコンクリート部のインパルス応答の差
を表しており，シースからの反射波を反映したインパルス応答と推定される。充填部（図-3.3.5(a)）
においては，反射波と推定されるインパルス応答はほとんど検出されていない。一方，未充填部（図
-3.3.5(b)）においては，反射波を反映したインパルス応答の最大値の振幅がコンクリート部のイン
パルス応答の最大値の振幅に対して 20%程度の大きさが得られた。これにより，コンクリート部と
未充填部において得られた伝播波形から音響伝達関数を算出し，これらのインパルス応答の差から
反射波が推定されることが解析的に示された。 
図-3.3.6(a)，(b)，(c)にシース埋設深さLが50mm，150mm，200mmの場合の対象部（充填部）
のインパルス応答を示す。いずれのケースにおいても反射波と推定されるインパルス応答が現れて
いる。しかし，シース埋設深さLが深い200mmのケース（図-3.3.6(c)）においては，反射波と推定
されるインパルス応答は他のケースと比較してかなり小さくなった。 
 
これらのインパルス応答から前節3.2で定義された反射強さR（式(3.2.28)）を算出した。算出結
果を図-3.3.7に示す。解析条件はシース直径dが63mmであり，図-3.3.7(a)～図-3.3.7(d)は，それ
ぞれシース埋設深さLが50mm，100mm，150mm，200mmの解析結果を表している。各グラフにおい
て，横軸は検出点間距離（検出点S1－検出点Sn間の距離）を表しており，縦軸は反射強さRを表し
ている。各シース埋設深さにおける評価結果を表-3.3.3に示す。 
 
表-3.3.3 評価結果  
埋設深さ L 評価結果 
50mm 
 
充填部の反射強さRは0.006～0.01程度である。一方，未充填部の反射強さRは0.1
～0.2を示した。検出点間距離120mmで最も小さい値を示した。 
100mm 充填部の反射強さは0.007程度であった。一方，未充填部の反射強さRは0.1～0.2
を示した。埋設深さ50mmのケースに対して若干小さい値を示した。 
150mm 充填部の反射強さRは0.003～0.004程度である一方，未充填部の反射強さRは0.2～
0.3を示した。埋設深さ50mm，100mmのケースより全体的に大きい値を示した。 
200mm 充填部の反射強さRは0.002～0.007程度である一方，未充填部の反射強さRは0.06
～0.13を示した。他のケースと比較し，最も小さい値を示した。 
未充填部においては，シース埋設位置から離隔した複数の検出点において反射強さRが有意な値
（0.1～0.3）を示すことが分かった。これにより，解析した範囲では，埋設深さLが200mmまでは，
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反射波の検出が可能であることが確認された。 
 
 
 
(a) 健全部のインパルス応答 h15(t) 
 
(b) 未充填部のインパルス応答 h15’(t) 
 図-3.3.5解析結果（インパルス応答） 
(埋設深さL：100mm，シース直径d：63mm，S1(a：40mm) – S5(a：200mm)) 
コンクリート部応答 
充填部応答 
反射波応答 
コンクリート部応答 
未充填部応答 
反射波応答 
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図-3.3.6解析結果（インパルス応答） 
(シース直径d：63mm，検出点までの距離 a：200mm，S1(a：40mm) – S5(a：200mm)) 
(a) 未充填部 埋設深さL：50mm 
 
(b) 未充填部 埋設深さL：150mm 
 
(c) 未充填部 埋設深さL：200mm 
 
コンクリート部応答 
未充填部応答 
反射波応答 
コンクリート部応答 
未充填部応答 
反射波応答 
コンクリート部応答 
未充填部応答 
反射波応答 
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(a) 埋設深さL : 50mm 
 
(b) 埋設深さL :100mm 
 
(c) 埋設深さL :150mm 
 
(d) 埋設深さL :200mm 
 
充填部 
未充填部 
充填部 
未充填部 
充填部 
未充填部 
充填部 
未充填部 
図-3.3.7解析結果（反射強さR） 
(シース直径d：63mm) 
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3.4.1シース直径およびシース埋設深さの違いが反射強さRに与える影響 
 3.4の解析結果より，シース直径 d，およびシース埋設深さ Lの違いが反射強さ Rに与える影響
について検討した。図-3.3.7で得られた結果から，埋設深さLと反射強さRの関係を明示したグラ
フを図-3.3.8に示す。図において，横軸は埋設深さL，縦軸は反射強さRを示す。各グラフの実線
は充填部，波線は未充填部を示す。また，埋設深さを色分けで示している。図より，充填部におい
ては，シース埋設深さLに関わらず，反射強さRは非常に小さい値を示すことがわかる。一方，未
充填部においては，全体的な傾向として，埋設深さLが深くなっても必ずしも反射強さRはそれに
応じて小さくならないことがわかった。埋設深さ 150mmにおいて反射強さ Rが最も大きくなるこ
とから，シース直径dに対応して反射強さRが最も大きくなるシース埋設深さが変化する可能性が
あると推定される。この理由として，シース空隙部での反射の際，シー上の異なる反射位置から伝
搬する波動が，それぞれ異なる伝播経路を伝播することで相互に干渉する可能性があることが考え
られる。 
 次に，埋設深さ 100mmにおいてシース直径 dを変化させた場合の結果を図-3.3.9に示す。この
グラフにおいて，シース直径 dが93mmと大きくなる場合は，検出点間距離 40mm，200mmにおい
て値が若干大きくなるものの，80mmから160mmの間ではほとんど値が変化しないが，シース直径
dが48mmと小さくなる場合は，反射強さRは小さくなることがわかった。 
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図-3.3.8 解析結果（埋設深さ-反射強さR） 
(シース直径d：63mm) 
検出点間距離 
図-3.3.9 解析結果（埋設深さ-反射強さR） 
(埋設深さL：100mm) 
シース直径d 
充填部 
未充填部 
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3.4.2伝播距離の違いが反射強さ(R)に与える影響 
 同じく 3.4 の解析結果より，伝播距離の違いが反射強さ R に与える影響について検討した。図
-3.3.7より，いずれの埋設深さにおいても，検出点間距離が変化すると反射強さRが緩やかに変化
することがわかる。全体的な傾向としては，検出可距離 40mmから 120mmに向けて反射強さRは
減小し，120mmから200mmに向けて増大する傾向を示した。但し，シース埋設深さLが150mmの
ケースでは，他のケースと異なり検出点間距離が 120mmにおいて反射強さRが大きくなる結果が得
られた。この関係は埋設深さLによって傾向が異なることがわかる。 
 
 
これより，シースの埋設深さに対応して充填状況を評価するために適切な位置を選定することが
重要であることがわかる。 
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図-3.3.10 解析結果（検出点間距離-反射強さR） 
(シース直径d：63mm) 
シース埋設深さ 
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3.5 まとめ 
1) PC構造を音響伝達系としてモデル化し，衝撃により発生する弾性波の伝播挙動を定式化するこ
とにより，音響伝達関数による表面波のキャンセル処理を導入した。これにより，反射波を表
面波から分離し，反射波のSN比が改善されることを理論的に確認した。 
2) PCグラウト充填部を健全部とし，この健全部と未充填部のインパルス応答の差より空隙部から
の反射を定量化し，未充填部の評価指標として反射強さRの定義を行った。 
3) グラウト充填状況を模擬した解析モデルを作成し，有限要素法による弾性波伝播挙動解析を行
うことにより，欠陥状況を模擬した空隙部より反射波が発生し，表面で検出できることを確認
した。 
4) 反射強さRは，充填部においては，シース埋設深さLに関わらず非常に小さい値を示すことを
確認した。一方，未充填部においては，大きい値を示すことを確認した。 
5) 未充填部において，シース埋設位置から垂直方向に離隔した複数の検出点において反射強さR
が有意な値を示すことがわかった。また，反射強さRに対する埋設深さLの影響を評価し，埋設
深さが200mmまでは，反射波の検出が可能であることが明らかになった。 
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第 4 章 制御可能な機械的入力と適応型音響信号処理を用いたグラウト     
充填状況の実験的評価 
4.1 はじめに 
コンクリートに衝撃を与える手段として機械的入力を使用する場合，鋼球やハンマなどとコンク
リート表面で衝突が起こり，コンクリートに機械的エネルギーが与えられる。Hertzの接触理論1)2)
は，弾性体の衝突現象を理論化し，鋼球径や接触面積，衝突速度や接触時間が衝突体に与える影響
につき議論している。 
一方，衝撃に起因して発生する弾性波の特性としては，伝播速度，周波数特性，振幅，位相，境
界面における透過，反射特性などがある。本研究では，機械的入力による応答波形の微小な差異を
検出することにより未充填部を評価することを目的としているため，振幅，位相を検討の対象とし
た。また，未充填部における反射が計測のSN比に大きな影響を及ぼすため，透過，反射特性を検討
の対象とした。 
そこで，機械的入力としてこれまで使用されてきたハンマや鋼球においては，打撃強度や打撃位
置が計測ごとに異なる問題があった。また，ハンマや鋼球の代わりに特殊な構造を有するインパク
タを導入した事例などでは3)，衝撃を与えるインパクタの形状の影響で二次的な固有振動が発生し，
入力される弾性波の特性が複雑になるなどの課題があった。したがって，機械的入力によりグラウ
ト充填状況を評価する手法においては，安定で再現性の高い弾性波を発生することが，評価の精度
や信頼性を高める上で重要であることが示唆された。 
以上のような背景から，本章ではまず，鋼球を一定の速度でコンクリート表面に衝突させるよう
電気的に制御可能な衝撃入力装置を新たに試作した。また，これと並行し，グラウト完全未充填・
部分未充填を模擬した供試体の製作を行い，これらを用いた供試体実験において，評価指標（反射
強さR)によりグラウト未充填部が適確に検出できることを確認した。また，鋼球径の違い，シース
埋設深さの違いが反射強さRに与える影響の評価を行い，衝撃入力条件と検出可能なシース直径お
よびシース埋設深さの範囲との関係を明確にした。一方，供用中の橋梁を対象に現場測定を行い，
本研究における提案手法の現場適用性を明らかにした。  
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4.2 制御可能な機械的入力の実現方法 
鋼球を使用した機械的入力においては，鋼球径に応じて衝突速度を一定にすることで，発生す
る弾性波の特性を安定化し，再現性高く衝撃を入力できる。直径が異なる複数の鋼球を一定の速度
で射出し，コンクリート表面に制御可能な衝撃を与える機械的入力として，機械バネ機構，電磁ソ
レノイドを検討した。機械的入力が制御可能であるためには，打撃点が安定していること，打撃時
の応力が一定であることが条件であり，これを満足することにより衝撃の再現性が確立できる。 
一方，衝突速度が一定であっても，コンクリート表面の粗度の影響で衝撃入力にバラツキが発
生する場合がある。また，衝撃による応答を計測する場合，センサと対象面の間に介在する接触媒
質（カップランド）や接着剤の特性も計測の再現性に影響を与える可能性がある。機械的入力にお
いては，このような要因に対しても，入力する弾性波の特性が安定するよう考慮が必要である。 
 
4.2.1 衝撃入力装置の検討 
図-4.2.1に試作した衝撃入力装置を示す。図-4.2.1(a)は装置の構成を示しており，図-4.2.1(b)
は装置の外観を示している。この装置は，電磁ソレノイド，設定バネ，トリガスイッチ，DC電源か
ら構成される。電磁ソレノイドは， 励磁コイルと強磁性体で形成されたシャフトから成っている。
励磁コイルに瞬時的な電流を印加することにより，電磁ソレノイドのシャフトが前方に押し出され，
シャフト前に設置した鋼球を射出する。電磁ソレノイドの仕様を表-4.2.1に示す。DC電源はスイッ
チング電源を使用した。トリガスイッチを押すことにより，DC電源で設定した電圧がコイルに印加
され，コイルのインダクタンスと抵抗，およびDC電源の出力コンデンサにより決定される短パルス
の電流が流れ，励磁コイルが励磁される。 
 
設定バネ 
トリガスイッチ 
V 
A 
DC 電源 
鋼球 
ターン数 1722 
コイル抵抗 31 Ω 
ストローク 12 mm 
 
表-4.2.1電磁ソレノイドの仕様 
電磁ソレノイド 
図-4.2.1 衝撃入力装置 
 
(b) 外観 
(a) 構成 
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4.2.2 衝撃入力の再現性評価 
衝突速度を変化させるため，DC電源の電圧を変化させ，コンクリート表面を打振し，その応答を
加速度センサで計測した。計測状況を図-4.2.2(a)に示す。コンクリート供試体は，厚さ450mmで
あり，深さ方向にシースが埋設されていない場所にて鋼球10mmを射出し，その応答を打撃点より
40mm離れた位置で計測した。打撃点と計測点の配置を図-4.2.2(b)に示す。また，計測結果を図
-4.2.3に示す。グラフにおいて，(a)～(d)は加速度センサにて検出された衝撃入力の時刻歴波形で
あり，(e)～(h)がそれぞれの周波数スペクトルを示している。DC電圧を大きくすると鋼球衝突時の
衝撃力が大きくなり，時刻歴波形の振幅が大きくなる。一方，周波数スペクトルは30kHz以下の周
波数帯域においてスペクトル振幅に大きな変化が見られず，コンクリートに衝撃により発生する弾
性波の周波数帯域は，この電圧範囲（Vd=45V～60V）においては安定していることがわかる。 
 
 
図-4.2.2 衝撃入力装置による衝撃入力の応答波形の計測状況 
衝撃入力装置 
加速度センサ 
× 
打撃点 
計測点 
40mm 
（a）計測状況 
（b）打撃点と計測点の配置 
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 次に DC 電源の電圧を一定にし，複数回の衝撃入力時の時刻歴波形を計測した。結果を図-4.2.4
に示す。4 回の計測を重ね書きしたグラフより，一部で波形の差異が発生しているものの，時刻歴
波形の再現性が高いことが分かる。図-4.2.5に DC電源の駆動電圧と衝撃入力の最大振幅の関係を
示す。第3章で同一の打撃入力による音響伝達関数では，衝撃入力のばらつきの影響は小さいこと
を示したが，本実験の結果から機械的な衝撃入力装置の再現性，および周波数帯域が安定している
ことが確認できたため，計測の信頼性が向上することがわかった。 
(a) 時刻歴波形（Vd=45V） 
(b) 時刻歴波形（Vd=50V） 
(c) 時刻歴波形（Vd=55V） 
(d) 時刻歴波形（Vd=60V） 
(e) 周波数スペクトル（Vd=45V） 
(f) 周波数スペクトル（Vd=50V） 
(g) 周波数スペクトル（Vd=55V） 
(h) 周波数スペクトル（Vd=60V） 
図-4.2.3 衝撃入力の時刻歴波形と周波数スペクトル 
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図-4.2.5 駆動電圧と衝撃入力の最大振幅の関係 
図-4.2.4 衝撃入力の時刻歴波形の再現性 
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4.2.3 グラウト完全未充填・部分未充填を模擬した供試体の製作 
 PCグラウトの充填状況を評価するため，グラウト充填状況を模擬した供試体を作製した。作製し
た供試体の概要を表-4.2.2に示す。PCグラウトの充填状況は評価目的に応じて，完全未充填，部分
未充填を準備した。 
供試体-Aは，グラウトの完全未充填状況を評価するための供試体であり，シースの埋設深さ，シ
ース径を変化させ，これらのパラメータがグラウト完全未充填部の検出に与える影響を評価する目
的で作製した。本供試体では，シース内部に PC鋼棒を挿入し，シース埋設後グラウトを充填してお
り，実施工に近い形でグラウトを充填している。 
また，供試体-Bは，同じくグラウトの完全未充填状況を評価するための供試体であるが，シース
径はすべて同一であり，シースの埋設深さのみを変化させ，これらのパラメータがグラウト完全未
充填部の検出に与える影響を評価する目的で作製している。本供試体では，供試体-Aと異なり，シ
ースにPC鋼棒を挿入しない状態でグラウトを予め充填固化した後，シースを供試体本体に埋設した。 
一方，供試体-C はグラウトの部分未充填状況を評価するための供試体であり，グラウト充填率，
シースの埋設深さを変化させ，これらのパラメータがグラウト完全未充填部の検出に与える影響を
評価する目的で作製した。本供試体も，供試体-B同様，シースに PC鋼棒を挿入しない状態でグラ
ウトを予め設定した充填率で充填固化した後，シースを供試体本体に埋設している。 
 
 
  
供試体 A B C 
充填状況 完全充填，未充填 完全充填，未充填 部分未充填 
 
シ
｜
ス
  
埋設深さL (mm) 75,100,150,178.5,300 50,100,150,187,200 50,100,150,200 
直径 d (mm) 33, 48, 63, 93 63 63 
グラウト 充填率  0, 100% 0,100% 0, 25, 50, 75, 100%, 
PC鋼棒 φ32mm 
（一部φ23mm） 
なし なし 
供試体外形  
(縦×幅×深さ) 
2000×2000×450mm 
3体 
1000×550×450 
4体 
2000×1000×450 
2体 
 
表-4.2.2 グラウト充填状況を模擬した供試体 
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4.2.3.1 供試体-Aの概要 
 図-4.2.6にPCグラウトの完全充填，完全未充填状況を模擬した供試体-Aを示す。供試体内部には
埋設深さ75, 100, 150, 178.5mmに，シース直径の異なる鋼製スパイラルシースを埋設している。供試
体は3体であり，寸法は幅2000mm，高さ2000mm，奥行き450mmである。また鋼製シースの内部に
は呼び径32mmのPC鋼棒が設置されている（シース直径33mmは，φ23mm鋼棒を設置）。充填状況の
評価のために，供試体の正面に向かって左半面にグラウトを完全充填したシース，右半面がグラウ
トを完全未充填にしたシースを配置した。 
  
(a) 供試体外観（供試体-A） 
(b) シースの埋設状況 
図-4.2.6 供試体-A概要 
450mm
2
0
0
0
m
m
150mm
450mm
100mm
φ93mm
φ78mm
φ63mm
φ48mm
φ93mm
φ78mm
φ63mm
φ48mm
450mm
φ33mm
φ33mm
φ93mm
φ48mm
300mm
100mm
150mm
178.5mm
75mm
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4.2.3.2 供試体-Bの概要 
図-4.2.7に同じく完全充填，完全未充填を模擬した供試体-Bを示す。供試体内部には埋設深さ50，
100，150，200mmにシース直径φ63mmの鋼製スパイラルシースを埋設している。埋設深さ187mm，
237mmは，それぞれ埋設深さ200mm，150mmにおけるシースの背面からの埋設深さを表している。
シース厚さは0.32mmである。供試体は4体であり，寸法は幅1000mm，高さ550mm，奥行き450mmである。
供試体の正面に向かって右半面にグラウトを完全充填したシース，左半面がグラウトを完全未充填
にしたシースを配置した。それぞれの完全充填部，完全未充填部のシースは予め製作され，シース
ジョイントで連結した状態で埋設した。 
 
(b)  供試体外観（供試体-B） 
(c)  外形寸法とシース埋設状況 
図-4.2.7 供試体-B概要 
 
(a)   シース充填状況 (コンクリート打設前) 
500mm
1000mm
450mm
完全充填部
500mm
5
5
0
m
m
50mm
5
5
0
m
m
100mm
5
5
0
m
m
150mm
5
5
0
m
m
200mm
237mm
187mm
200mm
200mm
200mm
200mm
完全未充填部
スパイラルシース
φ63mm
正面図 側面図 
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4.2.3.3 供試体-Cの概要 
 PC グラウトの部分充填状況を模擬した供試体-C の概要を図-4.2.8 に示す。供試体寸法は，縦
1000mm，横 2000mm，奥行 450mm であり，直径 φ63mm のスパイラルシースが 50mm，100mm，
150mm，200mmの深さに埋設されている。部分充填状況の評価のために， 400mm長ごとに充填状
況を0%から100%まで25%ずつ変化させた短尺シースを分割作製し，これらをシースカップラで接
続し，埋設することで部分充填を模擬した（図-4.2.8(a)）。シース長400mmは，本供試体におけ
る最も深い埋設深さ200mmに対して十分な長さとなるように設定した。 
 
 
図-4.2.8 供試体-C概要 
 
(a)シース部分充填状況 
(b) シース埋設状況 
(c) 供試体外観（供試体-C） 
(d)  外形寸法とシース埋設状況 
図中の%表示はグラウトの充填率を示す 
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4.3 供試体実験における計測の概要 
 機械的入力手段を用いてPCグラウト充填状況を評価するため，前節に示す供試体を使用し実験を
行った。表-4.3.1に評価実験と使用した供試体との対応を示す。 
実験-1は，供試体-Aを対象としてグラウト完全未充填部を検出することを目的としており，シー
スの埋設深さ，シース径が検出性能に与える影響を評価した。 
実験-2は，供試体-Bを対象として，同じくグラウト完全未充填部を検出することを目的としてい
るが，シース径は一定とし，シースの埋設深さ，検出位置が検出性能に与える影響を評価した。ま
た，実験-1で検出点間の距離で検出性能が変化すると考えられたため，複数の検出点を設置して検
出点間距離が検出性能に与える影響も評価した。さらに，鋼球径が異なる複数の鋼球を使用し，衝
撃入力の違いが検出性能に与える影響も評価した。また，同じ供試体-Bを使用し，新たに評価指標
（反射強さの差⊿R）を導入し，より深い埋設深さまでの検出性能も評価している。 
実験-3は，供試体-Cを対象として，グラウト充填率を変化させた部分未充填部を検出することを
目的としており，シース径は一定とし，シースの埋設深さ，検出位置が検出性能に与える影響を評
価した。 
尚，計測条件については，実験-1では機械バネで鋼球を射出する衝撃入力装置を使用した。また，
検出点は健全部，未充填部とも 2 点であり，検出点間距離は 100mm に設定した。一方，実験-2，3
では，電磁ソレノイドで鋼球を射出する衝撃入力装置（4.2.1 参照）を使用し，検出点は健全部，
未充填部とも6点とし，検出点間距離は40mmに設定した。 
 
  
実験 1 2 3 
供試体 A B C 
評価項目 完全充填，未充填 完全充填，未充填 部分未充填 
 
計
測
条
件 
衝撃入力装置 機械バネ駆動 電磁ソレノイド 
鋼球径 (mm) 6 6，10，12 
計測配置  健全部（完全充填部）： 
P1－S1～S2 
未充填部（完全未充填部）：
P1’－S1’～S2’ 
センサ間距離：100mm  
健全部（完全充填部）： 
P1－S1～S6 
未充填部（完全・部分未充填部）： 
P1’－S1’～S6’             
センサ間距離：40mm 
 
表-4.3.1 グラウト充填状況を評価する実験の計測概要 
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4.3.1 実験-1（供試体-A）4)～7) 
 本実験においては，完全未充填部の検出を目的に実験を行った。評価条件を表-4.3.2に示す。こ
れらの評価条件において，シース埋設深さは 75mm～300mm であり，シース直径は 33mm～93mm
であった。L/d はシース埋設深さ L とシース直径 d の比を示しており，この値が小さい程，深く小
さい対象であることを表している。それぞれのケースにおいて，健全部(左半面)と未充填部(右半面)
の両方を比較のために計測した。また，計測点は原則として健全部，未充填部の中央に設定した。
同一の構造で異なる充填状況(充填/未充填)を有する一対のシースを選定した理由は，それぞれの表
層部で伝播する表面波の影響とシース表面で反射する反射波をキャンセルするためである。これに
より，シース内部の充填状況の変化のみが検出されると考えられる。 
 
図-4.3.1に本手法に基づく計測状況を示す。本実験においては，打撃点 P1(あるいは P1’)はシー
ス直上から20mm離れた点を設定し，検出点S1（あるいはS1’）はシース直上に，検出点S2（ある
いはS2’）はシース長手方向と直角方向に100mm離隔した位置に設定した。コンクリート表面にお
けるシース直上の位置は，供試体の左右端面の鋼材中心位置から割り出した。衝撃入力には，直径
φ6mm の鋼球を使用した。一定の衝撃力を与えるために，バネ機構を有する射出装置を用いた。検
出センサは，加速度センサであり，0.003～30kHzにおいて平坦な応答感度を有している。検出され
た信号は，サンプリング時間を 1μsとし，10,000 点分をデータレコーダに記録した。また，これら
の信号は，4,096点のFFTでフーリエ変換した。 
 
 
 
ケース 
シース埋設深さ 
L (mm) 
シース直径 
d (mm) 
L/d グラウト充填状況 
① 75 48 0.64 完全充填(左半面)／完全未充填(右半面) 
② 100 93 0.93 同上 
③ 100 63 0.63 同上 
④ 100 48 0.48 同上 
⑤ 100 33 0.33 同上 
⑥ 150 93 0.62 同上 
⑦ 150 63 0.42 同上 
⑧ 150 48 0.32 同上 
⑨ 178.5 93 0.52 同上 
⑩ 300 48 0.16 同上 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表-4.3.2 評価条件 
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図-4.3.2は，計測された信号から伝達関数を導出して得られたインパルス応答を示す。健全部（充
填部）におけるインパルス応答を青線，未充填部におけるインパルス応答を緑線で示す。また，横
軸は時間，縦軸は振幅比を表している．充填部，未充填部それぞれで得られた 4つのインパルス応
答の中から充填部，未充填部のインパルス応答がほとんど等しい場合(ケース-⑩)は，シースからの
反射波はないと評価した。一方，充填部，未充填部双方のインパルス応答に顕著な相違が検出され
た場合(ケース-①，③，④)は，シースにおいて何らかの反射があったと評価した。また全体として
充填部のサイドローブ(側帯波)はほぼ同様の応答を示すことがわかった。 
 図-4.3.3は，前節で定義した式(3.2.28)で計算された反射強さ R から反射波を推定し，そのエネ
ルギーを評価指標(反射エネルギー値 S)として定義し算出した。反射エネルギー値 S の算出式を式
(4.3.1)，式(4.3.2)に示す。 
 
           
         
                  (4.3.1) 
             
   
 
          (4.3.2) 
 
グラフにおいて，シース埋設深さが浅く，シース直径が大きい場合の反射エネルギー値 Sは，比較
的大きい値を示した。ケース-⑩で得られた最小値と比較してケース-③で得られた最大値の評価指
標(S)は約20倍の大きさであった。 
各ケースごとに得られた結果を評価して表-4.4.3が得られた。 
 
 
図-4.3.1 計測状況 
センサ 
衝撃入力装置 
検出点S2（S2’） 
データレコーダ 
P1 
S1 
検出点S1（S1’) 
検出点P1（P1‘) 
シース軸 
S2 
100mm 
59 
 
表-4.3.3 各ケースにおける反射エネルギー値 S 
シース埋設深さL ケース 評価結果 
75mm ① シース直径は小さいが，埋設深さが他のケースと比較し浅いため，反射
エネルギー値は大きい値を示した。 
100mm ②,③,④ シース直径 63mm，48mmが大きな反射エネルギー値 S を示した。ケー
ス-②においては，反射エネルギー値 S が他の条件よりも小さく得られ
た。本ケースでは，生データの記録時に検出信号の飽和が発生したと思
われる。このため，偏差は小さくなり，他の条件の場合よりも評価指標
が小さくなったと考えられる。 
⑤ 反射エネルギー値Sが他の条件のケースよりも小さく得られた。この理
由としては，本計測時のシース直径が 33mm であり，シース埋設深さ
が 100mm であったため，検出点がシース直上に対して位置ずれが発生
したものと考えられる。計測点の近傍において付加的な計測を行うこ
とで，位置ずれの影響を低減する必要があったと考えられる。 
150mm ⑥,⑦,⑧ 反射エネルギー値Sは，シース直径が小さくなるにつれて小さくなる傾
向がみられた。 
178.5mm ⑨ 反射エネルギー値 S がケース-⑦，⑧の場合より大きい値が得られた。
これはケース-⑨が，シース深さがほぼ同じでシース直径が大きかった
ためと考えられる。 
300mm ⑩ 反射エネルギー値 Sは最小の値 0.168が得られた。本評価条件において
は，未充填部における反射波が微小であり，充填部の応答と概ね同じ
とみなすことができる。本ケースにおける 4回の計測結果の標準偏差σ
は 0.039であり，2σの上限は 0.246となる。この値は，他ケースの最小
値であるケース⑤の 0.40と比較し約 60%であり，十分小さいと評価さ
れるため，本実験で得られた範囲では，本反射エネルギー値 Sが未充填
を判定する判定値とした。 
 
 以上により，未充填の判定値としたケース-⑩の0.168と近い評価指標値を示すケースがあるが（ケ
ース-②，⑤），他ケースにおける評価指標値と十分差異が得られたため，本手法でシース未充填部
が検出されたと考えられる。本手法を従来の手法と比較した結果を表-4.3.4に示す。この表におい
て，従来の衝撃弾性波法によって計測された結果を比較のために示した 8)。ここで，”不可”の表
記は，周波数スペクトルのピーク周波数からシース深さが特定できなかったことを示す。また，本
手法の評価は上記の判定値に基づいて行った。表-4.3.4の結果から，シース直径48mm，埋設深さ
150mm程度のグラウト未充填状態まで，本方式で検出範囲を有することが明らかになった。 
一方，本実験結果において以下の課題も明確になった。 
図-4.3.4に同一の実験条件においても異なる反射エネルギー値を示す事例を示す。この結果につい
ては2つの可能性があると考えられる。第1は，シース埋設位置に対する計測位置の位置ずれの影
60 
 
響である。もう一つは，計測点の配置が検出感度に影響を与える可能性である。このため，検出点
間隔のピッチを変化させ，検出感度の計測位置に対する依存性について以後の実験(実験-2，実験-3)
で評価を行うこととした。 
61 
 
 
(a) ケース-①（L=75mm，d=48mm） 
(e) ケース-⑤（L=100mm，d=33mm） 
図-4.3.2 インパルス応答波形例 
青線はシース健全部（充填部），緑線はシース未充填部のインパルス応答を示す。 
(f) ケース-⑥（L=150mm，d=93mm） 
(b) ケース-②（L=100mm，d=93mm） (g) ケース-⑦（L=150mm，d=63mm） 
(c) ケース-③（L=100mm，d=63mm） (h) ケース-⑧（L=150mm，d=48mm） 
(d) ケース-④（L=100mm，d=48mm） (i) ケース-⑨（L=178.5mm，d=93mm） 
(j) ケース-⑩（L=300mm，d=48mm） 
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図-4.3.4 評価指標(S)とシース埋設深さの関係 
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4.3.1.1 実験-1のまとめ 
 本実験では，PCグラウトの完全未充填状況を模擬した供試体-1を対象に，音響伝達関数を算出し，
反射エネルギー値Sを算出することによりグラウト充填状況の評価を行った。以下に得られた結論
を示す。 
1) 反射エネルギー値 Sに基づき，PCグラウト充填状況を模擬した供試体で PCグラウト未充填部
を検出し，その有効性を把握した。 
2) 本実験でシース直径 48mm，埋設深さ150mm程度のPCグラウト未充填まで検出可能であるこ
とが明らかとなった。 
  
表-4.3.4 評価結果 
ケース 
シース埋設深さ 
L (mm) 
シース直径 
d (mm) 
L/d 
評価結果 
従来の衝撃弾性波法 本提案方式 
① 75 48 0.64 △ ○ 
② 100 93 0.93 ○ ○ 
③ 100 63 0.63 △ ○ 
④ 100 48 0.48 △ ○ 
⑤ 100 33 0.33 △ ○ 
⑥ 150 93 0.62 ○ ○ 
⑦ 150 63 0.42 △ ○ 
⑧ 150 48 0.32 ○ ○ 
⑨ 178.5 93 0.52 △ ○ 
⑩ 300 48 0.16 △ △(最小値) 
注) 従来の衝撃弾性波法において，△は周波数スペクトルのピーク周波数が，シース深さから推定さ
れる周波数に一致しないことを表す． 
から 
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4.3.2 実験-2（供試体-B）9)～10) 
 実験-1でシース埋設位置に対する計測位置の位置ずれの影響，および計測点の配置が検出感度に
与える影響が課題となったため，検出点間隔のピッチを変化させ，検出感度の検出点間隔に対する
依存性について本実験で評価を行った。 
表-4.3.5に実験条件を示す。本実験はPCグラウト完全未充填状況を模擬した供試体-2を対象に
行った。本実験において，シース埋設深さは50 mm, 100 mm, 187 mm であった（供試体が仮設置状
況で計測を行ったため，使用できる計測面が限定された）。また，シース直径はφ63mmであった。
それぞれのケースにおいて，グラウト完全充填部，および完全未充填部を計測した。また，これら
の健全部信号として， シース埋設深さ237mmのグラウト完全充填部を計測した（実験時に使用で
きる計測面の中で，埋設深さが最も深いシース）。図-4.3.5 は，供試体上の計測線を示している。
また，各計測線における打撃点，検出点を示している。計測線の間隔は50mmピッチとした。それ
ぞれの埋設深さの対象部では，グラウト完全充填部に 5 本の計測線（F1～F5）を設定し計測した。
また，完全未充填部において 5本の計測線（V1～V5）を計測した。これらの計測データに対する健
全部としては，埋設深さ 237mm の完全充填部において，計測線 F のみを計測した。すべての計測
において，打撃点P1’は，シース軸上のコンクリート表面に設置した。検出点（S1’～S6’）は，計測
線上でシース軸と直角方向に 40mmピッチで計測した。計測状況を図-4.3.6に示す。 
 鋼球は直径φ6mm，10mm，12mmを使用した。φ12mmの鋼球は，φ10mmの鋼球を電磁ソレノイ
ドで打撃し，その二次衝突で駆動している。コンクリート表面に設置される 6つのセンサは，加速
度センサであり，検出感度の平坦域は，0.003kHz～30kHzである。また，検出信号は 1 μ secごとに
サンプリングされ，10,000点単位でデータレコーダに6CH同時に記録された。 
ケース 
シース埋設深さ 
L(mm) 
シース直径 
d (mm) 
鋼球径D (mm) 計測区分 
① 50 63 6, 10, 12 完全充填部，完全未充填部 
② 100 63 6, 10, 12 完全充填部，完全未充填部 
③ 187 63 6, 10, 12 完全充填部，完全未充填部 
④ 237 63 6, 10, 12 健全部（完全充填部） 
 
表-4.3.5 実験条件 
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4.3.2.1 音響伝達関数の導出 
図-4.3.7は，ケース②の未充填部（埋設深さ100mm）において，φ6 mm鋼球を用いて計測線V3
上で同時に計測したy1’－y6’ の時刻歴波形を示す。S1’からS6’のそれぞれのセンサの応答波形をグ
ラフ上で重ね書きしている。充填部，未充填部において検出された時刻歴波形S1 (あるいは S1’) と
S2－S6 (あるいはS2’－S6’)を用いて音響伝達関数を計算し，インパルス応答を求めた。異なる伝達
距離のインパルス応答を識別するため，伝達レベルを導入した（表-4.3.5）。例えば，伝達レベル-2
は，対象となるセンサがS1とS3（あるいはS1’とS3’）であり，伝達距離が80mmであることを
示している。また，この結果得られる音響伝達関数より得られるインパルス応答がh13，あるいは h13’
であることを示している。 
 図-4.3.8(a)は，鋼球φ6mmを使用して充填部において算出されたインパルス応答 (h14 ：埋設深
さ L237mm・計測線F3)を示している。一方，図-4.3.8(b)は，鋼球φ6mmを使用して対象部にお
いて算出されたインパルス応答 (h14’：ケース②，埋設深さL100mm， 計測線V1-V5 )を示してい
る。 
図-4.3.6 計測状況 
(a)  計測システム (b)  データレコーダ 
衝撃入力装置 (P1’) 
加速度センサ (S1’-S6’) 
データレコーダ (6 CH) 
250 mm 250 mm 250 mm 250 mm 
V1 V2 V3 V4 V5 F1 F2 F3 F4 F5 
50 mm ピッチ 50 mm ピッチ 
P1’ 
S1’ 
S2’ 
S3’ 
S4’ 
S5’ 
S6’ 
40 mm ピッチ 
グラウト未充填部 (V) グラウト充填部(F) 
シース軸 
図-4.3.5 計測線および計測点の配置 
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 図-4.3.8(b)において，V1-V5はすべて完全未充填部の上で計測されており，相互に少しずつ変
化していることがわかる。これらのインルス応答を用いて，反射強さRを評価した。充填部におけ
るインパルス応答h1nと未充填部におけるインパルス応答h1n’がほぼ同じ場合は，シース上で反射波
が検出されなかったと評価した。一方，これらに顕著な差異が検出された場合は，シース上で反射
波が検出されたと評価した。 
 
 
 
表-4.3.6 伝達レベルとインパルス応答の関係 
伝達レベル 検出点 検出点間距離 インパルス応答 
1 S1－S2,  S1’ －S2’ 40 mm h12,  h12’ 
2 S1－S3,  S1’ －S3’ 80 mm h13,  h13’ 
3 S1－S4,  S1’ －S4’ 120 mm h14,  h14’ 
4 S1－S5,  S1’ －S5’ 160 mm h15,  h15’ 
5 S1－S6,  S1’ －S6’ 200 mm h16,  h16’ 
 
図-4.3.7 衝撃入力により複数の検出点で同時に計測された時刻歴波形例 
 (y1’－y6’ ： ケース②の計測線 V3 ). 
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4.3.2.2 シース埋設深さと鋼球径の影響 
 図-4.3.9は，表-4.3.5に示す実験条件のもとで得られた反射強さRと検出点間距離との関係を
示している。これらのグラフで，横軸は検出点間距離（表-4.3.5で定義された伝達レベル）を示し
ており，縦軸は反射強さRを示している。それぞれの曲線は，完全充填部(F)，完全未充填部(V)に
おいて異なる鋼球径D(φmm, φ10mm,  φ12mm)で得られた結果を示している。それぞれの曲線は計
測線2，3，4の平均を表している。他の計測線1は吊金具が近傍にあり，計測線5はシースジョイ
ントが近傍にあるため，これらの影響を避けるため除外した。 
表-4.3.7に，各ケースにおける反射強さRの評価を示す。これらより，未充填部(V)の反射レベ
ルと充填部(F)の反射レベルの差の最大値はシース埋設深さごとに異なることが分かった。さらに本
実験の範囲では，反射レベルの差の最大値は鋼球径Dがφ6mmのときに得られた。図-4.3.10は，
鋼球径Dがφ6mmを使用した時に最大の値となる反射レベルの差と評価条件の関係を示している。 
(a) 充填部におけるインパルス応答 (h14 ：L237mm・計測線F3) 
(b) 未充填部におけるインパルス応答  (h14’ ：ケース②，L100mm， 計測線V1-V5 ) 
図-4.3.8 充填部，未充填部におけるインパルス応答例. 
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(a) 埋設深さL50mm (ケース①) 
(b) 埋設深さL100mm (ケース②) 
(c) 埋設深さL187mm (ケース③) 
図-4.3.9 反射強さRと検出点間距離 
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表-4.3.7 各ケースにおける反射強さRの評価結果 
シース 
埋設深さL 
ケース 評価結果 
50mm ①  検出点間距離，鋼球径が変化するにつれて反射強さR，および未充填部と充
填部の反射強さの差が変化することがわかる。すべての検出点間距離におい
て，未充填部(V)の反射強さは，充填部(F)の反射強さより大きい値となった。
また，未充填部(V)のD6mm(V) ，D10mm(V)において反射強さの最初のピー
クは，検出点間距離 80mmにあり，検出点間距離 200mmまで値が増加した。 
 鋼球径がD12mmのケースでは，検出点間距離が小さい領域で鋼球径
D6mm(V)や D10mm(V)のケースのようなピークは存在しないことが分かる。
しかしながら，鋼球径D6mm(V)や D10mm(V)と同じく最大値は検出点間距離
が大きい 200mmで得られた。 
 一方，充填部(F)の反射強さは，検出点間距離の変化に対しそれほど変化しな
かった。また，未充填部(V)の反射レベルと充填部(F)の反射強さの差は，検出
点間距離 80mmで最も大きくなった。 
100mm ②  このケースにおいては，ケース 1と異なり，未充填部(V)の反射強さと充填部
(F)の反射強さの差は検出点間距離が最も大きい位置で得られた。 
 未充填部(V)のD6mm(V)， D12mm(V)において反射強さは，すべての検出点
間距離において充填部(F)の反射強さより大きい値を示した。また，未充填部
(V)のD6mm(V)， D10mm(V)，D12mm(V)の反射強さは，検出点間距離
160mmで最も大きいピークを示した。 
 ケース２の場合は，すべての鋼球径において未充填部(V)の反射強さも充填部
(F)の反射強さもそれぞれ同じ変化を示した。未充填部(V)の鋼球径D12mmの
場合のみ，D6mm(V)やD10mm(V)に対して検出点間距離 80mm，120mm，
200mmにおいて少し大きい値を示した。 
 未充填部(V)の反射強さと充填部(F)の反射強さの差は，検出点間距離 160mm
で最も大きくなった。 
187mm ③  検出点間距離が小さい領域において，充填部(F)における反射強さと未充填部
(V)における反射強さはほぼ同じであった。 
 また，検出点間距離 200mmまで，未充填部(V)における反射強さは充填部(F)
における反射強さより比較的大きい値を示した。 
 本ケースにおいて，未充填部(V)の反射強さと充填部(F)の反射強さの差は，鋼
球径D6mmが最も大きく，D12mm，D10mmの順で小さくなることが分かっ
た。 
 未充填部(V)の反射強さと充填部(F)の反射強さの差は，検出点間距離 200mm
で最も大きくなった。 
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以上より，未充填部(V)と充填部(F)の反射強さの差の最大値はシース埋設深さごとに異なること
がわかった。また，最大の差異は鋼球径Dがφ6mmの場合に得られた (D6mm)。さらに，埋設深さ
187mm程度まで未充填部(V)と充填部(F)はよく識別できることが分かった。 
 
 最大の反射レベルの差を与える検出点間距離は，シースの埋設深さとともに変化することが示さ
れた。この理由は，コンクリートを伝播する波動の周波数が低く，その波長が検出点間距離とほぼ
同程度であることによると考えられる。さらに，波動が伝搬する経路の差がシース埋設深さにより
変化することが挙げられる。したがって，異なる検出点における伝播波動の位相が干渉することが
考えられる。これらの考察より，反射強さRが検出点間距離によって変化することは，シースにお
ける反射波の存在を表していると推定できる。この現象を明らかにするため，シース埋設深さ，お
よびシース直径をさらに異なる条件の下で解析，実験することが今後の課題である。 
 
4.3.2.3 実験-2のまとめ 
1) 制御された衝撃入力により，複数の位置で同時に得られた音響伝達関数を用いて，シースのグ
ラウト充填状況の評価が可能であることが明らかになった。 
2) 埋設位置が深い完全充填部において得られた信号を健全部信号として使用することにより，充
填部と未充填部の反射強さRに明確な差が表れることが示された。 
3) 反射強さRが検出点間距離に対応して変化することが明らかになった。また，反射強さRの
最大値がシース埋設深さに対応して変化することが明らかになった。これらにより，シース埋
設深さに対応して検出点を適正に配置することで検出可能範囲が拡大することがわかった。 
0
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図-4.3.10 最大の反射強さRと評価条件の関係 
 
50mm     100mm     187mm   シース埋設深さL 
80mm     160mm    200mm    検出点間距離 
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4) 鋼球径が反射強さRの値に影響を与えることが分かった。また，この変化はシース埋設深さに
よっても変化することがわかった。本実験においては，鋼球径Dがφ6mmにおいて，反射強
さRの検出感度が最も大きくなることが明らかになった。 
5) シース直径dがφ63mmのケースにおいては，未充填状態のシースを評価できる最大のシース
埋設深さLは187mmであった。 
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4.3.2.4 反射強さの差⊿R 11) 
 4.3.2.2 項で計測点の配置が検出感度に与える影響につき評価を行った。前実験では反射強さ R
により完全未充填の評価を行ったが，本実験では新たに評価指標（反射強さの差⊿R）を導入し，
より深い埋設深さまで検出性能を評価した。 
表-4.3.8に実験条件を示す。本実験においては，シース埋設深さLは50 mm, 100 mm, 150 mm，
200mmを対象とした。シース直径はφ63mmであった。それぞれのケースにおいて，グラウト完全
充填部および完全未充填部を計測した。供試体上の計測線，および各計測線における打撃点，検出
点は実験-2と同様である。また，これらの参照信号として実験-2と同様，埋設深さ 237mmの完全
充填部において，計測線 Fのみを計測した。すべての計測において，打撃点P1’は，シース軸上の
コンクリート表面に設置した。検出点（S1’～S6’）は計測線をシース軸と直角方向に 40mm ピッチ
で計測した。また，鋼球は直径φ6mm，10mm，12mmを使用した。 
本実験においては，計測結果から得られた未充填部の反射強さR，および充填部の反射強さRか
らさらに，これらの反射強さの差⊿Rを求めた。図-4.3.11に反射強さの差⊿Rと評価条件の関係を
示す。また，図-4.3.11より各ケースで得られた反射強さの差⊿Rの評価を表-4.3.9にまとめた。 
 
 
4.3.2.5 反射強さの差⊿Rの評価まとめ 
1) 計測結果から得られた未充填部の反射強さR，および充填部の反射強さRより，得られた反射
強さの差⊿Rを用いることにより，シースのグラウト充填状況の評価を行った。 
2) 埋設位置が深い完全充填部において得られた信号を健全部信号として，充填部と未充填部の反
射強さの差⊿Rに明確な差が表れることが示された。 
3) 反射強さの差⊿Rが，検出点間距離に対応して変化することが明らかになった。また，反射強
さの差⊿Rの最大値がシース埋設深さに対応して変化することが明らかになった。 
4) 鋼球径が反射射強さの差⊿Rの値に影響を与えることが分かった。また，この変化はシース埋
設深さによっても変化することが分かった。 
ケース 
シース埋設深さ 
L(mm) 
シース直径 
d (mm) 
鋼球径D (mm) 計測区分 
① 50 63 6, 10, 12 完全充填部，完全未充填部 
② 100 63 6, 10, 12 完全充填部，完全未充填部 
③ 150 63 6, 10, 12 完全充填部，完全未充填部 
④ 200 63 6, 10, 12 完全充填部，完全未充填部 
⑤ 237 63 6, 10, 12 健全部（完全充填部） 
 
表-4.3.8 実験条件 
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表-4.3.9 各ケースにおける反射強さの差⊿R 
シース 
埋設深さL 
ケース 評価結果 
50mm ① 全ての鋼球径において反射強さの差は，検出点間距離 200mmで大きい値を示し
た。鋼球径D10mmにおいて，検出点間距離 80mmでもピーク値が得られた。 
100mm ② 全ての鋼球径において反射強さの差は，検出点間距離 160mmで最も大きいピー
ク値を示した。反射強さの差のピーク値の値は，鋼球径D6mmにおいて，最も
大きい値が得られた。 
150mm ③ 全ての鋼球径において反射強さの差は 0.1以下であり，，大きくはなかった。 
鋼球径 D6mm においては，検出点間距離 120mm ，D10mm においては，検出
点間距離 160mmでピーク値が得られた。 
200mm ④ 鋼球径D6mmにおいては，検出点間距離200mmでピーク値が得られた。D10mm
においては，反射強さの差が負の値となった。D12mmにおいては，検出点間距
離 40mmで ，最も大きい値が得られた。 
図-4.3.11 反射強さの差⊿Rと評価条件の関係 
 
(a) 埋設深さL50mm (b) 埋設深さL100mm 
(c) 埋設深さL150mm (d) 埋設深さL200mm 
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4.3.3 実験-3（供試体-C)12) 
 本実験では，PCグラウトの部分充填状況を模擬した供試体-Cを対象に評価を行った。表-4.3.10
に実験条件を示す。本実験において，シース埋設深さは50 mm, 100 mm, 150 mm であった。また，
シース直径はφ63mmであった。それぞれのケースにおいて，グラウト完全未充填部(充填率 0%)，
部分未充填部(充填率25%，50%，75%)，および完全充填部（充填率100%）を計測した。また，こ
れらの参照信号として， シース埋設深さ 337mm のグラウト完全充填部（充填率 100%）を計測し
た。図-4.3.12は，供試体上の計測線，各計測線における打撃点，検出点を示している。実験-2 と
同様に計測線の間隔は 50mm ピッチで，対象部ではグラウト完全充填部に 5本の計測線（F1～F5）
を設定し，完全未充填部において 5本の計測線（V1～V5）を計測した。参照部は，埋設深さ337mm
の完全充填部(100%充填部)において，計測線 Fのみを計測した。打撃点 P1’は，シース軸上のコン
クリート表面に，検出点（S1’～S6’）は計測線をシース軸と直角方向に 40mm ピッチに設置した。
鋼球は直径φ6mm，10mm，12mmを使用した。 
 
 
4.3.3.1 反射強さRによる評価 
部分未充填の反射波の大きさを定量的に評価するため，対象部および参照部から各充填率(0，25，
50，75，100%)に対して反射強さRを求めた。反射強さRによる評価結果を図-4.3.13に示す。また，
各ケースにおける反射強さRの評価を表-4.3.11に示す。 
図-4.3.12 実験状況と計測配置 
 
未充填部 充填部 
ケース 
シース埋設深さ 
L(mm) 
シース直径 
d (mm) 
鋼球径 
D (mm) 
グラウト充填率 計測区分 
① 50 63 6, 10, 12 0，25，50，75，100% 未充填部 
② 100 63 6, 10, 12 0，25，50，75，100% 未充填部 
③ 150 63 6, 10, 12 0，25，50，75，100% 未充填部 
④ 337 63 6, 10, 12 100% 充填部 
 
表-4.3.10 実験条件 
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図-4.3.13 反射強さRと充填率の関係 
(a) 埋設深さL50mm，鋼球径D12mm，検出点間距離160mm 
(b) 埋設深さL 100mm，鋼球径D10mm，検出点間距離120mm 
(c) 埋設深さL 150mm，鋼球径D6mm，検出点間距離160mm 
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表-4.3.11 各ケースにおける反射強さR 
シース 
埋設深さ d 
シース 
鋼球径D 
検出点
間距離 
評価結果 
50mm 
 
12mm 160mm 充填率 0%，25%，50%において，充填率が大きくなるにつれて
反射強さ R が減少する傾向が見られた。しかし，充填率 75%，
100%においては，充填率 25%，50%と同じ程度の値が得られた。 
100mm 
 
10mm 120mm 充填率が増大するにつれて反射強さ R が減少する傾向が見られ
た。但し，充填率 75%においては充填率 50%より値が大きくな
る結果が得られた。 
150mm 
 
6mm 160mm 充填率 0%，25%で反射強さRが大きく，充填率 50%，75%，100%
においては前 2ケースと比較し小さい値が得られた。また，本ケ
ースにおいても充填率 75%においては充填率 50%より値が大き
くなる結果が得られた。 
全体的な傾向として，充填率が大きくなると反射強さRが減少する傾向が見られた。また，充填
率75%の結果が他のケースと比較し大きい結果となった。本ケースに関しては，埋設したシース内
部のグラウト充填部の表面が若干傾斜し，計測面から見た空隙部が大きく検知されている可能性も
考えられる。 
 
4.3.3.2 充填率100%の反射強さとの差⊿Rによる評価 
次に，完全充填部（充填率 100%）の反射強さとの差⊿Rを算出した。図－4.3.15に結果を示す。
図において，横軸は伝達関数を算出する検出点間距離を示している。 実験結果より，シース埋設深
さに対して異なる鋼球径では反射強さの差ΔRが変化することがわかった。図は，反射強さの差ΔR
が大きく得られた鋼球径の結果を選定した。表-4.3.12に評価結果を示す。 
 
表-4.3.12 各ケースにおける反射強さの差⊿R 
シース 
埋設深さd 
シース 
鋼球径D 
評価結果 
50mm 12mm 検出点間距離 80mm，160mmで充填率 0%，25%において比較的大きい値が得
られた。 
100mm 10mm センサ間距離40mm～160mmの範囲で充填率0%，25%，75%で大きい値が得
られた。しかし充填率 50%の値は他と比較し小さい値となった。 
150mm 6mm センサ間距離が 160mmの場合に充填率 0%，25%のみ大きい値が得られた。 
 
 以上より，埋設深さに対応したセンサ間距離および鋼球を適切に選択することにより，部分未充
填部を検出する可能性があることがわかった。ただし，反射強さの差 ΔR と充填率の大小関係は必
ずしも対応していないため，反射強さの差から充填率を推定するためには，センサ間距離で得られ
る反射強さの差の変化と充填率の関係を解析にて調査する必要があり，今後の検討課題である。 
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図-4.3.15 反射強さの差⊿Rとセンサ間距離 
(a) 埋設深さd50mm（鋼球径D12mm） 
(b) 埋設深さ100mm（鋼球径 10mm） 
(c) 埋設深さ150mm（鋼球径6mm） 
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4.3.3.3 実験-3のまとめ 
グラウトを部分充填した供試体-Cに対し，異なる検出点間距離において得られた反射強さR，反
射強さの差 ΔR を用いて部分未充填評価を行った。検出点間距離，鋼球径に応じて検出感度が変化
することが明らかになった。 
1) 反射強さRによる評価においては，埋設深さに対応して鋼球径，センサ間距離を選定すること
で，概ね充填率が小さいシースが反射強さRが大きく，充填率が小さいシースでは反射強さR
が小さい結果が得られた。ただし，充填率 75%は，充填率 50%と値の大きさが反転する結果が
得られた。 
2) 充填率 0%，25%は，比較的大きい反射強さが得られたが，充填率 50%，75%は，埋設深さ，
鋼球径の条件によっては，検出が難しい結果となった。 
3) 埋設深さ100mmのケースが最も検出感度が高い結果が得られた。 
4) また，シース埋設深さに対して適正なセンサ間距離，鋼球径を選択することで部分未充填が検
出できる可能性があることがわかった。 
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4.3.4 衝撃入力条件と検出可能な範囲 
 実験-1～実験-3の結果より，衝撃入力条件とPCグラウト充填状況が検出可能な範囲をまとめた。
表-4.3.13は，完全未充填部における評価のケースを示す。表-4.3.14は，部分未充填部における評
価のケースを示す。 
 各表において，シース直径dと，埋設深さLに対応して使用した鋼球径DをA(φ6mm)，B(φ10mm)，
C(φ12mm)で示している。また，その結果が得られた実験との対応を備考欄に示している。完全未
充填部の評価実験において検出可能な範囲は，実験-1においては，評価条件の中で最もシース深さ
が深く，シース直径が小さいケース（シース埋設深さ300mm，シース直径48mm）において得られた
評価指標値(反射エネルギー値 S)の2σの上限値を超える場合が，グラウト空隙を検出できる判定値
とした。また，実験-2，実験-3においては，センサ間距離が異なる反射強さR，および反射強さの
差⊿R中で最も大きい値を使用し判定した。 
一方，部分未充填部の評価実験において検出可能な範囲は，充填度が0%，25%，50%，75%の反
射強さの差⊿R中で，充填度が 0%，25%における反射強さの差⊿Rが0.1程度ある場合にグラウト
空隙を検出できると判定した。 
 以下に要約を示す。完全未充填，部分未充填を埋設した供試体において，衝撃入力装置を使用し
た衝撃入力を行った場合， 
1) 鋼球径φ6mmを使用した場合，埋設深さ50mmから187mmの広い範囲でシース直径 63mmの
完全未充填部の検出が可能であった。但し，埋設深さ178.5mmでは検出が可能なシース直径
は93mmであった。 
2) 鋼球径12mmを使用した場合，埋設深さ187mm，200mmの完全未充填部の検出が可能であっ
た。 
3) 鋼球を電磁的手段で加速することにより，従来の検出範囲を拡大する結果が得られた。 
4) 完全未充填供試体の実験においては，埋設深さ200mm（シース直径63mm）までの充填評価が
可能であった。 
 
表-4.3.14 検出可能な範囲（部分未充填部における評価） 
表-4.3.13 検出可能な範囲（完全未充填部における評価） 
シース
直径d
(mm)
埋設深さL (mm) 充填状況
50 75 100 150 178.5 187 200 鋼球径D
A:6mm, B10mm, C:12mm
A B C A B C A B C A B C A B C A B C A B C
33 ○ ○ 実験-1
48 ○ ○ ○ 実験-1
63 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 実験-1, 2
93 ○ ○ ○ 実験-1
シース
直径d
(mm)
埋設深さL (mm) 充填状況
50 75 100 150 178.5 187 200 鋼球径D
A:6mm, B10mm, C:12mm
A B C A B C A B C A B C A B C A B C A B C
63 ○ ○ ○ 実験-3
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4.4 供用中橋梁における実験 
 本手法の運用性評価のために，供用中の実橋において評価実験を行った。表-4.4.1に橋梁の諸元
を示す。橋梁の方式は単純 PC ポストテンション方式 T 桁で，桁長 35.8m、桁高さ 1.95mであり，
主桁に実装の主ケーブルは12本であった。本実験において，提案手法の実橋への適用性，適用上の
問題を明らかにすることを目的にした。実構造物の実験においては，実験で得られた評価結果と，
対象部位のシースの状況を対比できる必要がある。本橋においては，事前の点検，あるいは削孔に
よるシース充填状況の確認が行われており，この点検結果と比較することで評価結果の妥当性を確
認することとした。また，健全部の信号の特性が，評価結果の信頼性に与える影響が大きいことが
わかっている。このため，事前点検で健全部位と判断された複数箇所で参照部の計測を行い，健全
部信号を取得した。 
本実験の計測条件を表-4.4.2に示す。本実験では，4.2 節で述べた電磁ソレノイド駆動による衝
撃入力装置を用い，鋼球径はφ6,10,12mm を使用した。また，検出点は 8 点同時計測とし，センサ
間隔は40mmに設定した。図4.4.1に橋梁の外観を示す。河川上に架橋された斜橋構造であり，検
査および補修のための足場が構成されている状況で実験を行った。 
 
 
 
  
鋼球径 (mm) 6，10、12 
計測配置  健全部：P1－S1～S8 
対象部：P1’－S1’～S8’ 
検出点間距離：40mm  
 
表-4.4.2 グラウト充填状況を評価する実験 
 諸元 
設置場所 中国地方に位置する 
橋梁方式 単純 PCポストテンション方式 T桁 
桁構成 桁長 35.8m、桁高さ 1.95m，主桁構成：主ケーブル 12本／主桁 
築後年数 建設後 30年以上経過 
 
表-4.4.1 橋梁の諸元 
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(a) 外観全面 (b) 上面（舗装面） 
(c) 下面（桁部） (d) 下面（桁部） 
(d) 下面（桁部） 
図-4.4.1 対象橋梁の外観および足場の設置状況 
対象橋梁 
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4.4.1 計測箇所と検査状況 
 対象橋梁の計測箇所と事前点検状況を以下に示す。図-4.4.2に対象橋橋梁の主ケーブル敷設状況
とケーブルNo.の対応を示す。計測は，G1桁（図-4.4.2参照），およびG3桁（図-4.4.3参照）に
て行った。計測箇所の選定にあたっては，事前点検において，削孔によりグラウト充填状況が確認
された箇所，あるいはインパクトエコー法を使用して実施した検査結果でグラウト充填状況が間接
的に得られている箇所を選定した。 
 図-4.4.4に計測部位の状況を示す。図-4.4.4(a)は事前点検の結果「充填不良」と判定された箇
所で，一部はつりだしにより未充填シースが確認されていた。図-4.4.4(b)は「充填不良の可能性あ
り」と判定された箇所で，一部錆汁の滲出などが確認されている。グラウト充填不良のケーブルが
腐食したものと考えられる。さらに，図-4.4.4(c)は「充填」と判定された箇所で，コンクリート表
面からも異状は検出されない状況であった。なお，各図において赤い斜線は，電磁波レーダ検査時
にシース敷設箇所としてチョークにてマーキングされた位置を示している。また赤い数字は事前確
認されたシース埋設深さをコンクリート面上に記録したものである。 
 表-4.4.3に今回の実験にて計測対象とした箇所とその箇所の充填状況の事前判定結果をまとめ
ている。No.1～No.20は，評価対象部として測定した箇所であり，No.21～No.24は健全部として測
定した箇所である。グラウト充填状況の欄の判定結果は，○が「充填」，△が「充填不良の可能性
あり」，×が「充填不良」を表している。 
 
 
図-4.4.2 計測部位-1（G１桁） 
C6 C5  C4  C3  C2  C1 
C1     C3  C4  C5     
<K> 
<S> 
上縁定着部を有する開始側(K)C1～
C5、終端側(S)C1、C3～C5の上縁近傍
を計測 
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(a) SG1C3周辺（充填不良部） (b) KG1C3周辺（充填不良の可能性あり） 
(c) SG3C4周辺（充填部） 図-4.4.4 計測部位の状況 
C1     C4  
<K> 
<S> 
上縁定着部を有する開始側(K)C1、 
終端側(S)C1、C4の上縁近傍を計測 
図-4.4.3 計測部位-2（G3桁） 
C1 
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表-4.4.3 計測箇所と事前点検による判定状況 
○ 充填 
△ 充填不良の可能性あり 
× 充填不良 
No  径間  桁 位置 ケーブ
ル 
測点名 埋設深
さ 
(mm) 
グラウト 
充填状況
（削孔他） 
備考  
1  A1-A2 G1 起点側 C1 K-G1-C1 65 ×  
2   G1 起点側 C2 K-G1-C2 67 ×  
3   G1 起点側 C3 K-G1-C3 95 △  
4   G1 起点側 C4 K-G1-C4 143 △  
5   G1 起点側 C5 K-G1-C5 216 △  
6   G1 起点側 C6 K-G1-C6 293 ×  
7   G3 起点側 C1 K-G3-C1-L 112 ×  
8   G3 起点側 C1 K-G3-C1-R 113 ×  
9   G1 終点側 C1 S-G!-C1 71 ×  
10   G1 終点側 C3 S-G1-C3 58 ×  
11   G1 終点側 C4 S-G1-C4 93 △  
12   G1 終点側 C5 S-G1-C5 120 ×  
13   G3 終点側 C1 S-G3-C1-C 105 ×  
14   G3 終点側 C1 S-G3-C1-L 88 ×  
15   G3 終点側 C1 S-G3-C1-R 100 ×  
16   G3 終点側 C1 S-G3-C1-R+ 92 ×  
17   G3 終点側 C4 S-G3-C4-C 86 ○  
18   G3 終点側 C4 S-G3-C4-L 93 ○  
19   G3 終点側 C4 S-G3-C4-R 80 ○  
20   G3 終点側 C4 S-G3-C4-R+ 85 ○  
21   G1 起点側 - REF1 - - 健全部信号 
KG1-C1の右下部  
22   G3 起点側 - REF2 - - 健全部信号 
KG3-C1の上方部  
23   G3 起点側 - REF3 - - 健全部信号 
KG3-C1の上方部  
24   G3 起点側 - REF4 - - 健全部信号 
KG3-C1の上方部  
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4.4.1.1 実験概要 
 図-4.4.5に実験概要を示す。図-4.4.5(a)に計測状況，図-4.4.5(b)に本実験で使用した衝撃入力
装置，図-4.4.5(c)に計測配置を示す。計測は以下の手順で行った。 
① あらかじめ位置出しされているシース軸方向と垂直に加速度センサを配置 
シース軸方向に垂直に 40mmピッチにて加速度センサ8個を配置した。 
② シース軸直上にて衝撃入力機構にて打撃 
③ データレコーダにより 8CHを同時記録（4回計測/測線） 
 
(a) 計測状況 
データレコーダ 
衝撃入力装置 
(b) 衝撃入力装置 
(c) 計測配置の状況 
図-4.4.5 実験状況 
加速度センサ 
シース軸方向 
加速度センサ 
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4.4.2 健全部位の選定 
 健全部位の選定は，近傍に未充填部がなく，シースが埋設されていない箇所を選定した。選定箇
所を表-4.4.4に示す。また，選定箇所の状況を図-4.4.6に示す。いずれの箇所も内部にシースが埋
設されていない箇所を選定した。今回健全部位として選定した 4箇所の受信信号の内から相互の反
射強さRを計算し，最も反射強さの小さい信号の対から参照信号を選定することとした。 
図-4.4.7 に異なる健全部信号間の反射強さを示す。異なる桁における REF1(G1 桁)は、 REF3、
REF4(G3桁)に対して差が大きいことが分かる。一方，同一桁で近傍にあるREF2(G3桁)においても、 
REF3(G3桁)、REF4(G3桁)に対し差が大きいことが分かる。これらの結果より，最も反射強さの差が
小さいREF3，REF4の対を抽出し，本実験の健全部信号としてはREF3を選定した。図-4.4.8にREF3，
REF4における時刻歴信号を示す。図において，検出点 1～8の信号を重ね書きで表示している。ま
た，図-4.4.9に選定された参照部信号(REF3)のインパルス応答を示す。 
 
 
  
図-4.4.6 参照部の状況（KG3C1周辺） 
表-4.4.4 健全部位の選定 
No.  径間  桁 位置 ケーブル 測点名 埋設深さ 
(mm) 
グラウト 
充填状況
（削孔） 
備考  
21  A1-A2 G1 起点側 なし REF1 - - 参照信号 
KG1-C1の右下部  
22   G3 起点側 なし REF2 - - 参照信号 
KG3-C1の上方部  
23   G3 起点側 なし REF3 - - 参照信号 
KG3-C1の上方部  
24   G3 起点側 なし REF4 - - 参照信号 
KG3-C1の上方部  
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(a) 時刻歴信号（REF3） 
(b) 時刻歴信号（REF4） 
図-4.4.8 選定された健全部の時刻歴信号（REF3，REF4） 
図-4.4.7 参照信号間の反射強さの関係 
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4.4.3 反射強さRと反射波の推定 
 今回の実験において，埋設深さが比較的近い計測データを対象に反射強さRを算出し，反射波の
推定を行うこととした。本実験において近い埋設深さを有する「充填不良」「充填」判定の組合せ
例を表-4.4.5に示す。以下にケース①，ケース②の事例を示す。 
 
<ケース①> 
 ケース①の組合せのインパルス応答例を図-4.4.10 に示す。図中青線は健全部のインパルス応答
を示しており，緑線は対象部のインパルス応答を示している。また，赤い波線は対象部のインパル
ス応答と健全部（REF3）のインパルス応答の差を示している。すなわち，シースにおける反射波と
推定されるインパルス応答波形を示している。図-4.4.10(a)において対象部信号は，1.5×10-4sec 以
降から健全部信号と差異が見られる。また図-4.4.10(b)において，対象部信号は，1.8×10-4sec 以降
から健全部信号と差異が見られる。本ケースは埋設深さが比較的近い計測データにおいて，それぞ
れの対象部の応答に大きい差異がない場合を示している。事前検査の結果では， SG3C1-Lは埋設深
さ 88mm で，削孔検査の結果は「充填不良（×）」であり， SG3C4-R+は埋設深さ 85mm で「充填
（○）」であった。 
ケース グラウト未充填 
埋設深さL（mm） 
グラウト充填 
埋設深さL（mm） 
判定結果と測点名 
「充填不良」 「充填」 
① 88 85 S-G3-C1-L S-G3-C4-R+ 
③ 92 93 S-G3-C1-R+ S-G3-C4-L 
 
表-4.4.5 埋設深さが比較的近い計測データの組合せ 
図-4.4.9 選定された健全部のインパルス応答（REF3） 
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<ケース②> 
図-4.4.11 は埋設深さが比較的近い計測データにおいて，応答に大きい差異がある場合を示して
いる。図-4.4.11(a)において，対象部のインパルス応答（緑線）は健全部のインパルス応答（青線）
と比較し小さく，1.2×10-4sec 以降からこれらの２つの応答波形に大きい差異が見られる。一方，図
-4.4.11(b)においては，対象部のインパルス応答と健全部のインパルス応答の差異は比較的差異が
小さいことがわかる。削孔検査の結果は， SG3C4-Lは埋設深さ 92mmで「充填不良（×）」であり， 
SG3C4-Lは埋設深さ 93mm で「充填（○）」であった。充填不良部におけるインパルス応答の差異
から得られた赤線のグラフは，シースからの反射波を合成した応答であると考えられ，ケース①よ
り大きい波形が得られていることが視認できる。 
 ケース①の事例において，事前検査の結果が「充填不良（×）」と判定されているにも関わらず，
インパルス応答の差が小さいという結果については，本評価で選定した健全部信号（REF3）の影響
も考えられる。但し，同一桁ではあるが，異なる主ケーブルを計測した結果がほぼ同じ応答を示し
たことから，健全部信号は適正に取得されており，充填不良と判定された部位における反射波が推
定通り小さかったと考えるべきと思われる。 
(a) 埋設深さ L 88mm（削孔検査結果：「充填不良」） 
(b) 埋設深さ L 85mm（削孔検査結果：「充填」） 
図-4.4.10インパルス応答（ケース①） 
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(a) 埋設深さ L 92mm（削孔検査結果：「充填不良」） 
(b) 埋設深さL93mm（削孔検査結果：「充填」） 
図-4.4.11インパルス応答（ケース②） 
反射波(推定) 
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4.4.4共通の充填部による反射強さの差⊿R  
実橋における計測では，必ずしも埋設深さが近い充填不良部と充填部を一対のデータとして取得
できないケースが多い。本橋梁実験においても，前節に示すように 2例（表-4.4.5参照）が，埋設
深さがほぼ近いケースに該当するが，その他は埋設深さがそれぞれ異なっている。すなわち，埋設
深さに対応して最も検出感度が高い検出点間距離を特定し，埋設深さごとに異なる検出点間距離の
反射強さを評価指標として設定することは難しいと考えられた。このため、全ての対象部に対して
反射強さRが大きく得られる共通の検出点間距離を特定することとした。 
これまでの検討により，埋設深さに応じて反射強さRと検出点間距離の関係がある傾向をもって
変化すると考えられる。このため，充填不良部のデータの区分を埋設深さで 60mm 未満，80mm～
100mm，100mm以上の3区分に分類し，それぞれの区分の反射強さを算出した。また，充填部を一
つの区分としてまとめ，充填部の反射強さを算出した。それぞれの区分ごとの反射強さRと検出点
間距離の関係を図-4.4.12に示す。グラフは鋼球径 10mm の結果を示している。これらのグラフか
ら，各区分ごとでバラツキはあるが，検出点間距離に対して反射強さRの変化がほぼ同様の傾向を
示すことが分かった。 
 
 
 
(a) 埋設深さ L 80mm未満（充填不良） (b) 埋設深さ L 80mm- 100mm（充填不良） 
(c) 埋設深さL100mm以上（充填不良） (d) 埋設深さL80mm-100mm（充填） 
図-4.4.12 反射強さR-検出点間距離の関係（埋設深さによる区分） 
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4.4.4.1 区分内データの反射強さの平均化 
 4.4.4 で算出した区分内データの反射強さを平均化することで，各区分の傾向を把握した。図
-4.4.13に充填不良部，充填部の各区分内データの反射強さ R を平均化した結果を示す。この結果
より，すべての区分の平均の反射強さRは，充填部の平均の反射強さRより大きい値を示すことが
わかった。 
 次に，各区分内データの反射強さRの平均値と充填部の反射強さRの平均値の差を求めた。結果
を図-4.4.14に示す。 
 
 
 
 
図-4.4.14 埋設深さで分類した区分内データの平均値の反射強さRの差 
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図-4.4.13 区分内データの反射強さRの平均化 
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 図-4.4.14より，いずれの区分においても反射強さの差⊿ Rが同様の変化をすることがわかる。
また，全区分において，反射強さの差⊿ Rは正の値をとることがわかる。 
1) 埋設深さ80mm未満（図-4.4.15・青線グラフ） 
 センサ間距離40mmから 200mmへ増えるにつれて反射強さの差⊿ Rは次第に小さくなるが，
240mmにおいてピーク値を示す。 
2) 埋設深さ80mm～100mm（図-4.4.15・赤線グラフ） 
 センサ間距離40mmから160mmへ増えるにつれて反射強さの差⊿ Rは次第に大きくなり，160mm
でピーク値を示す。200mmで反射強さの差⊿ Rは最も小さな値を示し，280mmへ向け増大する。
この区間で最も大きい値は280mmにて得られた。 
3) 埋設深さ100mm以上（図-4.4.15・緑線グラフ） 
 センサ間距離80mmに小さなピークを示すが，240mmにおいて最も大きいピークを示す。 
 
すべての区分においても，反射強さの差⊿ Rが大きい値が得られるセンサ間距離は 240mmであ
ることがわかった。センサ間距離 240mmにおける反射強さR（R240）を評価指標として，計測箇所
と反射強さの関係，および削孔調査の判定結果の関係を評価した。結果を図-4.4.15に示す。 
 
図-4.4.15より，事前点検の結果が「充填不良」の箇所においては，反射強さ R は比較的大きい
値を示し，「不良可能性あり」の箇所においては，反射強さ R は比較的小さい値を示した。これら
より，計測箇所の削孔調査の結果（「充填不良」、「充填不良の可能性」、「充填」）と反射強さR（R240）
には概ね相関があることが分かった。 
次に，計測箇所の埋設深さと反射強さ R （R240）の関係を図-4.4.16 に示す。図において，横軸
はシース埋設深さを示し，縦軸は反射強さR（R240）を表している。今回の計測結果からは、反射強
さと埋設深さの間には明確な相関は見られなかった。 
 
 
図-4.4.15 計測箇所と反射強さR240，および削孔調査の判定結果の関係 
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4.4.5 供用中橋梁における実験のまとめ 
提案手法を用いて、供用中の橋梁のグラウト充填状況を評価した。 
1) 適正なセンサ間距離、鋼球径、評価指標を選択することにより、供用中橋梁のグラウト充填評
価の可能性があることを確認した。 
2) 充填部における反射強さと対象部における反射強さの差⊿Rが大きい値が得られるセンサ間距
離は 240mmであることがわかった。センサ間距離 240mmにおける反射強さ R（R240）を評価
指標として充填状況の評価できる可能性があることがわかった。 
3) 計測箇所の削孔調査の結果（充填不良，充填不良の可能性、充填）と反射強さ R（R240）には
概ね相関があることがわかった。 
 
  
図-4.4.17 計測箇所の埋設深さと反射強さR240の関係 
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4.5 まとめ 
 
1) 電気的に制御された機械的入力により得られた応答に対して反射強さRで評価することによ
り，シースのグラウト充填状況の評価が可能であることを明らかにした。 
2) 埋設位置が深い完全充填部において得られた信号を健全部信号として使用することにより，充
填部と未充填部の反射強さRに明確な差が表れることを確認した。 
3) 反射強さRが検出点間距離に対応して変化することが明らかになった。また，反射強さRの最
大値がシース埋設深さに対応して変化することが明らかになった。これらにより，シース埋設
深さに対応して検出点を適正に配置することで，検出可能範囲が拡大する可能性があることが
示唆された。 
4) 鋼球径が反射強さRの値に影響を与えることがわかった。また，この変化はシース埋設深さに
よっても変化することがわかった。 
5) 完全未充填を模擬した供試体において，埋設深さ 200mmまでの未充填部が検出できることを
確認した。 
① 鋼球径6mmを使用した場合，187mmより浅い埋設深さで未充填部の検出を行えることが
わかった。 
② 鋼球径12mmを使用した場合は，埋設深さ200mmの未充填部の検出が可能であった。 
また，部分未充填を模擬した供試体において， 
① 充填率が小さいシースでは反射強さ R が大きく，充填率が大きいシースでは反射強さ R
が小さくなることがわかった。 
② 充填率 0%，25%は，比較的大きい反射強さが得られたが，充填率 50%，75%は，埋設深
さ，鋼球径の条件によっては，検出が難しい結果となった。 
③ 埋設深さ100mmにおいて，反射強さRの検出感度がもっとも高い結果が得られた。 
6) 供用中の橋梁における実験を行い，グラウト充填評価の可能性があることを確認した。 
① 充填部における反射強さ R と対象部における反射強さ R との差⊿R は，検出点間距離
240mmにおいて大きい結果が得られた。 
② 計測箇所の削孔調査の結果（充填，充填不良の可能性、充填）と反射強さRには，概ね相
関があることがわかった。 
③ 検出点間距離240mmにおける反射強さRを評価指標として，実構造物の充填状況を評価
できる可能性があることがわかった。 
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第 5 章 磁気的手段による衝撃入力の基本特性に関する解析的検討 
5.1 はじめに 
PC構造物のグラウト充填状況を評価する手法において，磁気的手段により衝撃入力を行う衝撃弾
性波法の検討はこれまでも取り組まれてきた。この理由は，磁気的入力が磁性体であるシースに直
接作用して衝撃を入力できる効果があり，機械的入力と比較して効率が良いと考えられるからであ
る。しかしながら，このような方式上の利点を有しながらも，磁気的入力方法はまだ十分適用され
ているとはいえない状況である。これは，磁気的な入力を特徴付けるパラメータと，発生する弾性
波の特性との関係がまだよく解明されていないためであると考えられる。 
一方，電磁気学の分野においては，磁気応用の研究が進み，磁性材料を電気機器に利用する際に
発生するヒステリシス損（鉄損）を低減する研究が進んでいる 1)。特に電磁鋼板を使用する変圧器
などにおいて，鉄心の磁気特性を改善することにより，電気エネルギーを効率的に利用できる効果
があることが報告されている 2）。しかし，これらの研究においても，磁場の作用を利用して磁性体
を積極的に振動させ，弾性波を発生させる応用には言及されていない。 
そこで本研究では，磁気的入力方法において磁場とシースに作用する衝撃力の関係を明らかにす
ることを目的として理論的，解析的検討を行った。まず，励磁コイルの磁化特性から決まるインダ
クタンスが励磁電流の波形に及ぼす影響を明らかにした。このため，磁気的入力により発生する磁
場を動磁場としてモデル化し，入力電流により時間的に変化する電磁場を 3次元で解析できる 3次
元動磁場解析を用いて，励磁コイルにより励起される動磁場の過渡応答解析を行い，コイルにおけ
る導線の巻き付け位置，シース軸方向に対する励磁コイルの向きなどの違いがシースの振動特性に
及ぼす影響について明確にした。  
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5.2 磁気的入力とシースに作用する電磁力 
図-5.2.1に磁気的入力とシースに作用する電磁力の関係を模式的に示す。電気信号を磁場に変換
する要素が励磁コイルであり，パルス電源により電流が供給され，励磁コイルに巻かれた導線が生
成する磁界により磁束が発生する。この磁場はコンクリート内のシースに作用し，磁性体であるシ
ースに衝撃（電磁力）を与える。この衝撃によりシースで発生した弾性波はコンクリート内を伝播
し，コンクリート表面に設置された検出点で受信され，シース内部のグラウト充填状況が検出され
る。 
 
5.2.1 電気的な駆動手段の影響の検討  
磁場を生成するために電気的な駆動手段が使用される。この電気的な駆動手段としては，励磁コ
イルに瞬間的に大電流を流すパルス回路などが利用される。 
図-5.2.2に励磁電流を発生するパルス回路の等価回路を示す。この回路は，電圧により電荷を蓄
電する大容量放電用コンデンサ C，抵抗 r，および電子スイッチにより構成され，励磁コイルが接
続される。励磁コイルを構成する鉄心とコイルは，インダクタンスLと抵抗Rで等価的に示されて
いる。励磁コイルに励磁電流が流れることにより，磁界Hが発生し磁場（磁束密度B）が生成され
る 3)。 
 励磁コイルにおける磁界Hと磁束密度Bの関係は磁化特性と呼ばれ，その特性はヒステリシス曲
線で表わされる 3)。図-5.2.3に磁化特性の例を示す。励磁コイルに使用する鉄心としては，電磁鋼
板などが使用され，透磁率 μが大きく，保持力Hcが小さい特性を有している。図-5.2.3(a)に示す
ヒステリシス特性を近似した曲線を図-5.2.3(b)に示す。この近似特性では，透磁率を線形領域と飽
和領域で近似し，ヒステリシスを無視している。図中点線で囲まれている領域が透磁率の線形領域
である。 
図-5.2.1磁気的入力とシースに作用する電磁力の関係 
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電気的な駆動手段の影響の検討を行うため，等価回路を構成する各要素の関係を以下の数式に示
す。 
図-5.2.3 励磁コイル鉄心の磁化特性 
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(a) ヒステリシス曲線 
 
(b) 近似曲線 
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ヒステリシス曲線 
図-5.2.2 電気的な駆動手段の概要 
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                      (5.2.1) 
                    (5.2.2) 
         (         )            (5.2.3) 
                  (5.2.4) 
                 (5.2.5) 
                  (5.2.6) 
                    (5.2.7) 
 
 
     
  
  
 
 
                  (5.2.8) 
 
ここで， 
Φ’：磁束(計測点)，B’：磁束密度(計測点)，S：磁束鎖交面積(計測点)， 
MT：励磁コイルから計測点～相互インダクタンス，i：励磁電流，B：磁束密度(励磁コイル)， 
μ0：真空の透磁率，H；磁界の強さ，M：磁化，χm：磁化率，χr：比磁化率，H0；外部磁界の強さ，
Hd；反磁界の強さ，n：コイル巻き数，N：反磁界係数，Φ：磁束(励磁コイル)， 
L：励磁コイル自己インダクタンス，C：放電用コンデンサキャパシタンス，R：抵抗(励磁コイル)，
vC：励磁電圧 
である。 
 以上の関係より，励磁電流 iと励磁コイルの巻き数 nとコイルの巻き付け位置で決まるインダク
タンスLは．非線形に相互に影響することがわかる。したがって，励磁コイルに流れる励磁電流と
シースに作用する磁束密度は過渡的に影響することがわかる。これらの関係を簡略化するために，
式(5.2.2)に示す鉄心の磁化特性を図-5.2.3(b)に示す線形領域で近似すると，次式が得られる。 
 
  
    
     
                 (5.2.9) 
 
これより，インダクタンスLが鉄心の断面積S，コイル巻き数 n，真空の透磁率μ0，鉄心の磁化率 χm，
反磁界係数 N により表わされることがわかる。したがって，式(5.2.5)と式(5.2.6)の関係より，鉄心
の特性を線形領域で近似できる範囲においては，励磁電流 iは以下の方程式(5.2.10)から決定される。 
 
 
 
    
 
 
 
    
     
     
  
  
               (5.2.10) 
 
 
 
 
 
 
 
 
          (5.2.11) 
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                (5.2.12)
  
ここで，回路要素のパラメータを設定してインダクタンスLを計算した。設定したパラメータを表
-5.2.1に示す。表において，抵抗Rは1Ω，コンデンサ容量Cは200μFであり，コイルのインダク
タンスLは2.0×10-5Hとなるため，これらより式(5.2.11)が成立し，励磁電流は式(5.2.10)で表わされ
る過減衰の領域で応答することがわかる。また，この条件の下で式(5.2.10)の解は，式(5.2.12)に示
すように求まり 4)，励磁電流 i(t)が計算できる。結果を図-5.2.4に示す。励磁電流は短時間に立ち上
がるパルス状電流であり，約50μsで最大値に到達し，その後緩やかに減少することがわかった。 
 
表-5.2.1 設定パラメータの値 
要素 表記 設定値 備考 
コンデンサ C 200 μF  
抵抗 R 1Ω  
コイル断面積 S 2.5×10-3m2  
磁化率 χm 5×10
3
 電磁鋼板の磁化率相当 
反磁界係数 N 0.03 円筒状コアの計算式を適用 
初期電圧 vc 1000V  
インダクタンス L 2.0×10-5H  
 
 
 
 
 
図-5.2.4 励磁電流（理論値） 
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5.2.2 磁場とシースに作用する電磁力の関係の検討 
 前節で検討した励磁電流の波形パターンに基づき，シースに作用する力を検討した5)。前節式
(5.2.1)により，空間における任意の点Pにおける磁束は，相互インダクタンスで決まる関係で励磁
電流と比例した応答を示すことが知られている6)。この磁束によりシース上で電磁力が発生する。 
磁場により磁性体に作用する力としては，Maxwell応力があり，磁性体に流れる電流に作用する（式
(5.2.13)，表-5.2.2）。動的な作用力の一つとしては，渦電流と磁束密度の相互作用がある。これは，
磁性体に鎖交する磁束密度が変化することにより，電磁誘導により磁性体内に起電力eが誘起され
（式(5.2.14)参照），この起電力により渦電流iEが発生する。この渦電流は外部の磁束密度が増大す
るのを妨げる方向に流れ，磁束密度の立ち上がりに対して時間遅れが発生するよう作用する。もう
一つの作用力は磁化電流（式5.2.15参照）によるもので，磁性体が磁化される際等価的に磁性体内
を流れる電流と磁束密度の相互作用により発生する。磁化電流による作用力は磁束密度と同じ変化
をするため，時間遅れは発生しない。 
 これらの作用力の特性の違いから，渦電流による電磁力は磁束密度の立ち上がり時間が小さい程，
作用する力が大きいことが分かる。一方，磁化電流による電磁力は瞬時値が大きい程，作用する力
が大きいことが分かる。 
 渦電流と磁化電流は，電流が流れる方向が逆の関係にあり，磁場との相互作用で働く力の方向も
相互に逆になる。このため，解析により磁性体に作用する力の方向を計算することで，いずれの電
磁力が支配的か知ることが可能になる。 
 
                       (5.2.13) 
        ．       
  
  
        (5.2.14) 
               (5.2.15) 
 
表-5.2.2 シースに作用する電磁力 
作用力  電磁力の特性  シースへの作用  
Maxwell応力  
（渦電流分） 
渦電流と磁束密度の相互作用 
⇒磁束密度の変化により  
  時間遅れが発生する  
磁束密度の立ち上がり時間が小さい程，
作用する力は大きい  
⇒コイル電流の立ち上がり時間の影響
が大きい  
Maxwell応力  
（磁化電流分）  
磁化電流と磁束密度の相互作用  
⇒励磁コイルの比透磁率μ 
   時間遅れは発生しない  
磁束密度の瞬時値が大きい程，作用する
力は大きい  
⇒コイル電流の瞬時値の影響が大きい  
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5.3 励磁コイルの設計条件がシースの振動に与える影響に関する検討8)9) 
効率的に弾性波を発生させるためには，励磁コイルが発生する磁場とシースの衝撃応答の関係を
動的に解析する必要がある。本節では，鋼製シースを加振するために使用される励磁コイルを対象
に励磁コイルの設計条件，すなわち励磁コイルの導線の巻付け位置，励磁コイルの配置方法，励磁
コイルのコア寸法の違いがシースに作用する電磁力に与える影響について，動磁場解析を用いて検
討することを目的とした。励磁コイルの鉄心の磁気特性は非線形のヒステリシス特性を有するが，
動磁場解析では解析の簡略化を図るために磁気特性の線形領域に限定し，比透磁率を定数で設定す
ることとした。 
 
5.3.1解析モデルと解析条件 
図-5.3.1に解析モデルの概要を示す。動磁場解析では空間への漏れ磁束を考慮する必要があるた
め，励磁コイルおよび鋼製シースを取り巻く空間のモデル化を行った。この部分の寸法は，縦
1500mm，横 2500mm，高さ 1200mm であり，計算時間の短縮および安定して計算を収束させるこ
とを目的に，すべての面に対して固定境界条件を設定した。空間の中央部には，鋼製シースをモデ
ル化した。シースの長さは 1800mmであり，内径20mmとした。また，鋼製シースの上部に励磁コ
イルをモデル化した。励磁コイル周辺を拡大したものを図-5.3.2に示す。この励磁コイルは鉄心と
導線から構成されており，鋼製シースの直上でシシースの長手方向の中央部に設定した。励磁コイ
ルの先端と鋼製シースとの間隔は 200mmとした。各モデルの要素は，いずれも 8節点 6面体ソリ
ッドであり，供試体近傍で1辺を約10mmとし，供試体から離れるに従って要素1辺の寸法が大き
くなるように（最大で100mm）分割した。空気層についても同様に設定した。モデル要素の物性値
を表-5.3.1に示す。鉄心の比透磁率は電磁鋼板を想定し，5.0×103とした。また，表皮層の深さ（表
皮深さ）7)を式(5.3.1)にて算出した。 
 
     
 
    
           (5.3.1) 
 
ここで， ：表皮深さ(mm)， f ：周波数(Hz)， ：電気伝導率[=1.0×107S/m]，：透磁率[=2
×10-3H/m]である。式(5.3.1)より，表皮深さは0.02mmとなる。なお，表皮効果を反映し，解析の精
度を確保するため，表皮深さ（半径方向）を少なくとも 2分割する必要がある。そのため，PC鋼棒
および鋼製シースの表皮層の半径方向の要素分割数を 2つとした。なお，長手方向は，10mmの長
さで均等に要素分割した。 
次に，励磁コイルに入力する電流波形を図-5.3.3 に示す。パルス幅は 300.μF であり，電流の最
大値は23μsに設定した。 
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構成材料 比透磁率 電気伝導率(S/m) 
空気 1.0 0.0 
シース 5.0×103 1.0×107 
鉄心 5.0×103 0.0 
導線 1.0 0.0 
 
表-5.3.1 モデル要素の物性値 
鋼製シース 
1800mm 
励磁コイル 
200mm 
x 
y 
z 
図-5.3.2 解析モデル概要（励磁コイル周辺） 
 
2400mm 
750mm 
1200mm 
 
図-5.3.1 解析モデル概要（断面図） 
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図-5.3.3 入力電流波形 
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5.3.2 導線の巻き付け位置がシースの振動特性に与える影響 
励磁コイルの導線の巻き付け位置の影響を検討するために，コ字鉄心の両端に導線を巻き付けた
場合(図-5.3.4(a)) ，コ字鉄心の中央に導線を巻き付けた場合(図-5.3.4(b))の2つのモデルを設け
た。なお，いずれのモデルにおいても鋼製シースモデルがコ字鉄心の長手方向と平行となるように
励磁コイルを設置した。 
励磁コイルの配置の影響を検討するために, 2 種類の励磁コイル(図-5.3.4(a)，図-5.3.4(b))の
それぞれをシースの長手方向と直交するように設置し，モデル化した。設置位置の概要を図-5.3.5
に示す。 
励磁コイルの寸法の影響を検討するために，図-5.3.4にて設定した2種類のモデルのうち，コ字
鉄心の両端にコイルを巻き付けたモデル 1(図-5.3.4(a))を対象とし,励磁コイルの幅を 200mm，
140mm(図-5.3.4(c))と300mm(図-5.3.4(d))に設定した。モデルの概要を図-5.3.4(c)，図-5.3.4(d)
に示す。解析結果を出力するシースの断面は，いずれの検討においても，コ字鉄心の両端の直下に
位置する断面①と③，およびコ字鉄心中央の直下に位置する断面②，およびコ字鉄心から 100mm離
れた位置にある断面④とした(図-5.3.6参照)．また，各断面において，図-5.3.7に示す節点 32箇
所を出力節点とした。また，各出力節において，表皮層の 3つの節点を外側からそれぞれα，β，
γで示している。 
 
140mm 
300mm 
(a) モデル 1(コ字鉄心の両端) 
 (b) モデル 2(コ字鉄心の中央) 
 
(c) モデル 3(幅 140mm) 
 
(d) モデル 4(幅 300mm) 
 図-5.3.4 励磁コイルのモデル概要（導線巻き付け位置，コイル幅） 
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空気 
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表皮層 
図-5.3.7出力節点の概要 
 
100mm 
① ② ③ ④ ② ① ③ ④ 
100mm 
0mm 
(a)水平配置の出力断面  
  
(b)直交配置の出力断面 
  
図-5.3.6出力断面の概要 
 
励磁コイル  
鋼製シース 
1800 mm 
鉄心  
導線  
y 
z 
x 
200mm
図-5.3.5 励磁コイルの配置 
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5.3.2.1 励磁コイルが励起する動磁場の過渡応答解析 
 本研究では，鋼製シースの表面に作用する電磁力の経時変化を節点力法 4)に基づき算出した。こ
の方法は，磁性体モデルの各節点に作用する電磁力を求めることが可能である。ある領域に作用す
る力の合計Fは，単位体積当たりに働く力 fより次式のように表される。 
 
                   (5.3.2) 
        
 
 
            (5.3.3) 
 
以上の計算方法により，シース表面の各節点の x，y，z方向に作用する電磁力を放電開始から 1μs
ごとに 300μsとなるまで計算した。図-5.3.8に，出力箇所①において，節点 α，β，γで出力した y
軸方向の電磁力(y軸電磁力)の時刻歴波形を示す。外側の α節点の y軸電磁力は β，γ節点とは逆向
きになっていることが分かった。 3節点の y軸電磁力を足し合わせした値を箇所①の電磁力として
算出した。断面②の各箇所においてy軸方向に働く電磁力の最大値は入力電流波形23μsで得られた。
これらより，節点α，β，γに作用する力が以下のように作用すると推定できる。 
 
α：渦電流 ieと磁束密度Bとの相互作用が主として作動する点 
β：磁化電流 iMと渦電流 ieの両方による磁束密度Bとの相互作用が作動する点 
γ：磁化電流 iMと磁束密度Bとの相互作用が主として作動する点 
 
この時点における電磁力の分布を図-5.3.9に示す。鋼製シース断面の上側の電磁力(図-5.3.9上
図を参照) は y軸負の方向(励磁コイルから離れる方向)であり，箇所①に近づくと，電磁力が大き
くなる。一方，鋼製シース断面の下側の電磁力(図-5.3.9下図を参照)は y軸正の方向(励磁コイル
に近づく方向)になり，箇所⑰に近づくと，電磁力の値が大きくなる。電磁力がこのような傾向を示
す理由を図-5.3.10に示す。励磁コイルに電流を通電することにより，励磁コイルにより生じる磁
束は図に示す方向になり，磁束Bがシース断面を貫通すると，シース断面の表皮層に磁束Bを妨げ
る方向に渦電流 4)が流れる。この際，フレミングの左手の法則により，磁束Bがシース断面を貫通
する向きと関係なく，上側のシース断面に作用する電磁力は常に y軸負の方向となり，下側電磁力
(図-5.3.9下図)はy軸正の方向(励磁コイルに近づく方向)となることがわかる。また，ほかの出力
断面も同様な傾向を示すことがわかる。 
最後に，各断面における 32箇所の出力節点の最大値を加算し，その断面における電磁力を算出し
た。また，断面の y軸電磁力を算出し，モデル 1とモデル 2のシース長手方向の電磁力分布を求め
た。図-5.3.11に解析結果を示す。いずれのモデルにおいても出力断面④は他の出力断面と比べ，
電磁力が小さいことがわかった。 また，同じ出力断面において，モデル 1のシース断面に作用する
電磁力は，モデル2のそれより大きいことがわかった。それ以外の時刻においても，シース断面に
おける電磁力の分布は以上の結果と同様の傾向となった。 
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これらの結果から，同じ入力条件で導線をコ字鉄心の両端に巻き付けた場合のほうが，鉄心の中央
に巻き付けた場合より鋼製シースに対しより大きい電磁力を与えることがわかった。これは，モデ
ル1のコイルは，モデル 2のそれよりシースまでの距離が小さく，シースを貫通する磁束Bが大き
いことが原因であると考えられる。 
 
 
図-5.3.8各節点における電磁力（解析結果） 
 
(a) 水平配置の出力断面 
 
(b) 励磁電流と y軸電磁力 
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図-5.3.10 出力接点の概要 
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図-5.3.9 モデル1，2の出力断面②の電磁力分布（平行方向） 
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 出力断面の概要 コイル巻き付け位置（平行方向） 
鉄心両端－モデル1 鉄心中央－モデル2 
 
 
 
平
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方
向  
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図-5.3.11 シース長手方向の電磁力分布（平行方向） 
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5.3.3 励磁コイルの方向がシースの振動特性に与える影響 
 モデル1，モデル2の励磁コイルを，シースに対して直交する方向に配置した場合の，励磁コイ
ル断面②の各箇所の y軸電磁力の最大値(入力電流波形23μsの電磁力)の分布を図-5.3.12に示す。
鋼製シース断面の上側の電磁力(図-5.3.12上図参照) は，箇所①に近づくと，y軸負の方向(励磁コ
イルから離れる方向)の電磁力が大きくなるが，シース上側の箇所⑨と㉕に近づくと，電磁力は y軸
正の方向(励磁コイルに近づく方向)となっている。一方，シース下側の電磁力(図-5.3.12下図参照)
は，シース上側のそれと比べると，値は著しく小さくなっていることがわかる。またモデル 2の場
合，箇所⑰に近づくと，y軸正の方向の電磁力が大きくなるが，シース下側の箇所⑩と㉔に近づく
と，電磁力は y軸負の方向になっている。このような電磁力分布を示す理由としては，電流を通電
することにより，励磁コイルにより生じる磁束が鋼製シースの上側で下側より大きい値となってい
ることが理由と考えられる。磁束が鋼製シースを貫通する際に，シース境界面に垂直方向に作用す
る力は，透磁率が大きいシースから透磁率が小さい空気の方向へ，磁束が大きい程大きく働くこと
が，電磁気学の理論より知られている 8)。以上のことから，励磁コイルが鋼製シースと直交するよ
うに配置すると，電磁力がシース断面の上側に集中する傾向が分かった。  
最後に，各断面における 32箇所の出力節点の最大値を加算し，断面の y軸電磁力を算出した。モ
デル1とモデル2のシース長手方向の電磁力分布を図-5.3.13に示す。励磁コイルが鋼製シースの
長手方向と直交する場合（図-5.3.13）と，鋼製シースと平行に設置された場合（図-5.3.11）の電
磁力を表-5.3.2に示す。これらを比較すると，鉄心両端の場合（モデル 1），鉄心中央の場合（モ
デル2）のいずれも，出力断面が両端部①，③においても中央部②においても，励磁コイルが直交
する場合の中央部②より電磁力が大きいことが分かった。特に鉄心両端（モデル1）の励磁コイル
がシース長手方向に平行な場合において，出力断面が両端①，③において最も電磁力が大きくなる
ことが分かった。また，励磁コイルをシース長手方向に対し直交配置した場合，モデル 1（導線を
コ字鉄心の両端に巻き付けた場合）では中央部②において電磁力が大きくなり，さらに電磁力は鋼
製シース断面の上側に集中することが分かった。これは，モデル 1のコイルはシース上側に近いこ
とが原因だと考えられる。 
 
表-5.3.2 長手方向と平行・直交方向の電磁力 
 出力断面における電磁力（N） 
① ② ③ ④ 
平行方向 鉄心両端（モデル1） 1.46 0.294 1.46 0.00289 
鉄心中央（モデル2） 0.153 0.113 0.153 -0.00864 
直交方向 鉄心両端（モデル1） 0.0437 0.0702 0.0437  
鉄心中央（モデル2） 0.0277 0.0422 0.0277  
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 出力断面の概要 コイル巻き付け位置（直交方向） 
鉄心両端－モデル1 鉄心中央－モデル2 
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図-5.3.13 シース長手方向の電磁力分布（直交方向） 
 
 コイル巻き付け位置（直交方向） 
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 図-5.3.12 モデル1，2の出力断面②の電磁力分布（直交方向） 
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5.3.4 励磁コイルの形状がシースの振動特性に与える影響 
 モデル 3，モデル 4の断面②における各箇所の y 軸電磁力の最大値の分布を図-5.3.14に示す。
シース断面の上側の電磁力(図-5.3.14 上図参照) は y 軸負の方向(励磁コイルから離れる方向)にな
り，電磁力分布は箇所①に近づくと，大きくなる。シース下側の電磁力(図-5.3.14下図参照)は，y
軸正の方向(励磁コイルに近づく方向)になる。モデル 3 のシース断面の電磁力分布において，同じ
配置のモデル 1(図-5.3.12)と比べると，比較的平均的な電磁力分布となっている。またモデル 4に
おいて，シース断面の電磁力分布はモデル 3の解析結果と比べると，シースの上側に集中すること
が分かった。このような傾向を示す理由としては，モデル 4の磁束はモデル3のそれより，シース
断面の上側に集中することが原因であると考えられる。 
最後に，各断面における 32 箇所の出力節点の最大値を加算し断面の y軸電磁力を算出した。モ
デル3とモデル4のシース長手方向の分布を図-5.3.15に示す。 励磁コイルが鋼製シースと直交す
る場合，モデル4において鋼製シースに作用する電磁力分布はシースの上側に集中するが，モデル
4 の断面④の電磁力の値が大きい。これは励磁コイルの幅が大きいことにより，シース側面を貫通
する磁束の範囲が大きくなることが原因であると考えられる。 
 
 コイル形状（鉄心両端－モデル3，4） 
 140mm （モデル3） 300mm （モデル4） 
上
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図-5.3.14 モデル1，2の出力断面②の電磁力分布（直交方向） 
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 出力断面の概要 コイル形状（鉄心両端－モデル1，3，4） 
140mm 200mm 300mm 
 
 
 
平
行 
・
直
交
方
向 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②① ③ ④
100mm
-0.01
0
0.01
0.02
0.03
0.04
0.05
① ② ③ ④
y
方
向
電
磁
力
（N
）
断面位置
図-5.3.15 解析モデル概要（励磁コイル周辺） 
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5.4 まとめ 
1) 磁気的入力方法において，励起された磁場とシースに作用する衝撃力との関係を理論的に検討
し，励磁コイルの磁化特性から決まるインダクタンスが，励磁電流の波形に及ぼす影響を明ら
かにした。 
2) 励磁コイルにより励起される動磁場の過渡応答解析を行い，コイルにおける導線の巻き付け位
置，シース軸方向に対する励磁コイルの向きの違いがシースの振動特性に及ぼす影響を明らか
にした。 
3) 励磁コイルの導線の巻き付け方に関しては，導線をコ字鉄心の両端に巻き付けた場合は，コ字
鉄心の中央部に巻き付けた場合より鋼製シースに与える電磁力が大きいことが分かった。一方，
鋼製シースが作用する範囲に関しては，コ字鉄心の両端に巻き付けた場合は，鉄心の端面に近
い部分で電磁力が大きいが，鉄心の中央部では小さいことがわかった。 
4) 励磁コイルの配置に関しては，励磁コイルがシースと直交するよう設置した場合は，シースと
平行するように設置した場合よりシース断面の電磁力分布が励磁コイル側に集中する傾向が
あることがわかった。 
5) 励磁コイルの形状寸法に関しては，励磁コイルがシースと直交する場合，幅140mm，幅200mm，
幅300mmの励磁コイルを比較して，幅 200mmの励磁コイルが最もシースの加振効果が大きい
ことが明らかになった。 
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第 6 章 磁気的入力を用いた衝撃弾性波法によるグラウト充填状況の     
実験的評価 
6.1 はじめに 
前章では，回路理論，動磁場解析により，磁気的入力の条件とシースに作用する衝撃力の関係を
明らかにした。しかしながら，動磁場解析では励磁コイルの磁化特性を厳密に考慮することにより
解析計算が大幅に増大し，結果の精度を確保することが困難になる。 
このため，本章では磁気的入力方法に関する実験的検証を行った。まず，励磁コイル磁化時のヒ
ステリシス特性の違いにより励磁電流の波形の立ち上がりが変化することで，シースに作用する衝
撃力の振幅値に大きな影響が生じることを明らかにした。これらの結果に基いて励磁コイルを試作
し，励磁コイルを構成する電磁鋼板の導線の巻き付け位置，導線の巻き数の違いが鋼製シースの振
動特性に与える影響について，実験により明らかにした。さらに，充填状況を模擬したシースを埋
設した供試体において，シースの振動特性の計測を行い，充填率の違いがシースの振動特性に与え
る影響を明らかにした。また，グラウト未充填部が精度良く検出可能であることを明らかにした。 
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6.1.1 励磁コイルの磁化特性の影響の検討 
 図-6.1.1に励磁コイルの磁化特性と磁場の関係を示す。前章においては，励磁コイルにおける磁
界Hと磁束密度Bの関係を表す磁化特性を線形で近似し，ヒステリシス効果を無視して議論を行っ
た。しかしながら，磁場の動的な応答を正確に評価するためには，励磁電流の動的な変化を正確に
記述するとともに，鉄心の非線形なヒステリシスを考慮した磁化特性 1)を理論的に考慮する必要が
ある。本節では，まず励磁コイルの磁化特性においてヒステリシス特性を考慮し，磁界Hと磁束密
度Bの関係を記述する。次にヒステリシス特性を考慮した回路方程式を定式化し，励磁電流を記述
する。 
 
 
磁化率 χmは，前章では定数として扱ったが，本章では磁界 H に対して非線形のヒステリシス特
性を表すため，式(6.1.1)に示すように磁界 H の関数として扱う。また，前章の式(5.2.2)～式(5.2.6)
より磁界H，磁化Mが式(6.1.2)，式(6.1.3)で与えられる。今，外部磁界H0と磁化Mの関係から見
かけの比磁化率 χrを式(6.1.4)で定義する。これらの式は，反磁界作用を考慮した関係となっている。 
 
                   (6.1.1) 
  
  
     
           (6.1.2) 
  
    
     
           (6.1.3) 
   
  
     
           (6.1.4) 
 
図-6.1.1励磁コイルの磁化特性と磁場の関係 
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励磁コイルの自己インダクタンスLは，前章の式(5.2.9)ですでに得られているが，磁化率 χmが磁
界Hの関数であるため，励磁コイルの自己インダクタンスLも式(6.1.5)に示すように磁界Hの関数
となる。 
 
     
    
     
                  (6.1.5) 
 
したがって，磁化率 χmを介して励磁コイル自己インダクタンスLが励磁電流の関数となるため，前
章の式(5.2.8)は，以下のように書きなおされる。 
 
 
 
    
 
 
  
  
  
   
  
  
  
  
  
                    (6.1.6) 
  
  
  
  
    
     
 
   
   
   
  
                  (6.1.7) 
 
ここで， 
χm：磁化率，H；磁界の強さ，H0；外部磁界の強さ，N：反磁界係数，M：磁化， 
χr：見かけの比磁化率，L：励磁コイル自己インダクタンス，S：磁束鎖交面積(計測点)， 
n：コイル巻き数，μ0：真空の透磁率，，i：励磁電流，C：放電用コンデンサキャパシタンス， 
R：抵抗(励磁コイル)，vC：励磁電圧 
 である。 
 以上の関係より，励磁電流 iと励磁コイルの巻き数 nとコイルの巻き付け位置で決まる励磁コイ
ルの自己インダクタンスLは，磁化率χmを介して厳密な形で非線形微分方程式として定式化される。
式(6.1.7)は，励磁電流が変化する際のコイルのインダクタンスLの変化を表している。 
図-6.1.2 に，前章図-5.2.2(a)に示した励磁コイル鉄心の磁化特性に，反磁界作用を考慮したヒ
ステリシス曲線を示す。図において横軸は，式(6.1.2)で得られる磁界 H としている。また縦軸は，
式(6.1.3)で得られる磁化Mとしている。鉄心が着磁していない初期段階では， Hと Bの関係は初
磁化特性を示す曲線上を移動するが，一旦磁気飽和を起こした後にはこのヒステリシス曲線上のマ
イナーループ（a → b → c → d）を移動する。このとき得られる見かけの比磁化率 χr（式(6.1.4)）
のグラフを赤線で示す。見かけの比磁化率はヒステリシス曲線の傾斜に対応し，磁界Hが小さい領
域（a → b）ではほぼ一定値であり，ヒステリシス曲線の傾斜が大きい領域（b → c）で最大値をと
り，飽和領域に向かって 0に収束する傾向を示す 2)。電磁鋼板の磁化率 χmは 5,000～10,000 程度の
十分大きい値であるため，励磁コイルの自己インダクタンスを表す式(6.1.5)より，コイルの巻き数
n が小さい領域(H が小さい領域)においては，式(6.1.8)で近似でき，磁化率 χmが大きくなる領域に
おいては，式(6.1.9)で近似できることがわかる。 
 
                              (6.1.8)
120 
 
       
 
 
                   (6.1.9) 
 
 
 
 
 ここで，反磁界係数N2)～6)については，一様な磁場の中の磁性体においては，磁性体の形状のみ
に依存し値が決まる。一般に単純な形状の磁性体について式(6.1.10)に示すような値が理論的に求め
られている 3)。しかし，本研究で使用するコ字型鉄心のようなケースにおいては，理論値の計算事
例は見当たらない 5)。 
 
① 球 ：       
② 薄板（板面垂直方向）：           (6.1.10) 
③ 棒状体： 寸法比mに依存（図-6.1.3参照） 
 
励磁コイルはコ字形状(後述)に曲折しているため，棒状に変換して寸法比を求めると，m（=250mm
／50mm）は等価的に5程度と考えられるため，反磁界係数Nは近似的に0.03～0.04程度と見積も
られる。 
 
図-6.1.2 反磁界作用を考慮した励磁コイル鉄心の磁化率の特性 
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 以上より，コイルの自己インダクタンスLは，磁化率 χmが大きい領域（式(6.1.9)参照）において
は，磁化率 χmが小さい領域（式(6.1.8)参照）より約1/N倍大きい値になることが分かる。また，コ
イル巻き数を増大するにつれて起磁力 niが増大することから，コイルの巻き数が小さい場合は磁化
率 χmが小さい領域に対応し，コイルの巻き数を増大するにつれて，磁化率 χmが大きい領域へ作用
領域が移行することが分かる。 
 これらの関係を表-6.1.1に示す。表の中でHcは鉄心の保持力を表している。また，Hmは印加さ
れる最大の磁界の強さを示している。この表から，領域①においてはコイルのインダクタンスはほ
ぼ一定であり，領域①から領域②に移行する際，インダクタンスが大きくなり，励磁電流が流れに
くくなると考えることができる。なお，Hmがさらに大きくなり飽和領域まで到達すると，磁化率 χm
は再び小さくなるため，インダクタンスはまた小さくなることがわかる。励磁コイル磁化時のヒス
テリシス特性により励磁コイルのインダクタンスが変化し，励磁電流の波形の立ち上がりに影響を
あたえることが示唆された。 
 
表-6.1.1 ヒステリシス曲線上の動作点と見かけの磁化率χr，インダクタンスLの対応関係 
領域 ① ② ③ ④ 
曲線上の位置 a → b b → c c →d d → a 
磁界の強さH                                  
見かけの比磁化率 χr 小 大 小 大 
コイルのインダクタ
ンスL 
     
 
 
          
 
 
     
図-6.1.3 反磁界係数（棒）4) 
 
D 
l 
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6.2 励磁コイルの設計 7) 
 
6.2.1励磁コイルの構成 
 電磁鋼板のコイルの巻き付け位置の違いが，鋼製シースの振動特性に与える影響を把握するため，
2種類の巻き付け状態を設定した。具体的には，厚さ約 0.25mmのコの字型の電磁鋼板を 250枚積
層し，各電磁鋼板の間をポリイミドフィルムにより絶縁処理した鉄心に導線を巻き，励磁コイルを
作製した。図-6.2.1に励磁コイルの外観と外形を示す。また，表-6.2.1に励磁コイルを構成する部
材の概要を示す，電磁鋼板間の絶縁は，コイルに電流を流した際に発生する渦電流を抑制する目的
で処理した。導線の巻き付け位置については，コの字型の鉄心の中央部分に導線を巻き付けるケー
ス（鉄心中央）と，鉄心の両端部分の2か所に導線を巻き付けるケース（鉄心両端）の2種類を設
定した。なお，導線は，中央部分に巻き付けるケースの巻き数と両端部分の2か所の巻き数の合計
が等しくなるように巻いている。いずれのケースにおいても，導線の巻き数の違いを把握するため，
直径2.0mmの導線を1巻きから1巻き刻みで38巻きとなるまで順次巻き付け，1ターンごとに計
測を行った。
 
 
鋼板積層  250 ［枚］  
絶縁材料  カプトンフィルム  
導線公称断面積  より線 3.5 ［mm2］  
巻き数 n  1～38 ［巻］  
 
表-6.2.1励磁コイルの概要 
 
図-6.2.1励磁コイルの外観と外形 
 
(c) 外形 
(a) 外観 1（鉄心中央巻き付け） (b) 外観 2（鉄心両端巻き付け） 
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6.2.2磁束密度の計測方法 
 磁束密度の計測状況を図-6.2.2に示す。パルス電流発生装置を用いて，励磁コイルに瞬間的に電
流を流すことにより，コイル周辺に磁界を発生させた。また，生じた磁界は，コイルの長手方向
（200mm）の中央位置から端部側へ 40mm，コイル端部の先端位置から 20mm離隔した位置に設置
したサーチコイル 8)9)により計測した。サーチコイルの仕様を表-6.2.2 に示す。サーチコイルで受
信した信号は，サンプリング間隔 0.2µs の電圧の時刻歴応答波形として波形収集装置に記録した。
一例を図-6.2.3に示す。サーチコイルで計測した電圧波形は，誘導起電力であるため，以下の式を
用いて，磁束密度の時刻歴応答波形へ換算した。 
 
     
 
  
                 (6.2.1) 
 
ここで，B：磁束密度(T)，V：誘導起電力(V)，N：サーチコイルの巻き数(ターン)，S：サーチコイ
ルの断面積(m2)である。図-6.2.3(a)に示す誘導起電力を磁束密度に換算した時刻歴波形を図
-6.2.3(b)に示す。この図に示す磁束密度の最大値を「磁束密度の大きさ」と定義した。また，磁束
密度が立ち上がる時刻から最大を示す時刻までの時間幅を「磁束密度の立ち上がり時間」として定
義し，磁束密度の最大値を，「磁束密度の立ち上がり時間」で除したものを，「磁束密度の立ち上
がり」とした。本研究では，「磁束密度の大きさ」，「磁束密度の立ち上がり時間」と「磁束密度
の立ち上がり」を，動磁場により生じる磁束密度に関する特性値として，次節で示すシースの振動
特性と比較することとした。 
 
 
40mm 
励磁コイル 
サーチコイル 
20mm 
図-6.2.2磁束密度の計測状況 
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図-6.2.3磁束密度の時刻歴応答波形 
(a) 誘導起電力V（サーチコイル） 
 
(b) 磁束密度B 
 
磁束密度の立ち上がり時間 
巻き数N  10 ［巻］  
直径  1.55×10-2 ［m］  
断面積 S  1.89×10-4 ［m2］ 
 
表-6.2.2サーチコイルの概要 
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6.2.3鋼製シースの振動特性の計測方法 
 図-6.2.4 に，鋼製シースの振動特性を把握するための計測配置を示す。また，図-6.2.5 に計測
状況を示す。励磁コイルは，シース長手方向と平行にし，シース端部の先端から70mm離隔した位
置に設置した。コイルにパルス状の励磁電流を流すことにより，コイル周辺に瞬間的な磁場が発生
し，鋼製シースが振動する。 
シースの振動は，レーザードップラ振動計（以後，LDV）により受信した。LDVは，励磁コイル
と反対側のシース表面を照射するように設置した（図-6.2.4）。LDVは，対象物の表面にレーザー
光を照射し，反射する光に生じた周波数変化から振動の速度を捉えるものである。LDVを用いるこ
とにより，磁場の影響を受けずに，鋼製シースの振動特性を把握することが可能である。LDVで測
定した信号は，プリアンプで40dBの増幅処理を行った後，サンプリング間隔0.2µsの電圧の時刻歴
応答波形として波形収集装置に記録した。尚，レーザー光の反射を安定に受信できるよう，シース
表面に入射光を乱反射させる性質をもつ反射シール（10mm×10mm）を貼り付けて計測を行った。 
 受信波形における振動特性を定量的に表現するため，式(6.2.2)で定義される波形エネルギーを算
出した。 
 
      
  
                  (6.2.2) 
 
ここに，E：波形エネルギ (ーV2)，yi：サンプリングする各点における振幅(V)，n：サンプリング数
（n=5,000：0～10,000μsec）である。 
図-6.2.4 シースの振動特性を把握するための計測配置 
シース 
計測点 
70mm 
LDV 励磁コイル 
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導線を鉄心中央部に巻き付けたケースにおける LDV で受信したシースの振動波形の一例を図
-6.2.6に示す。ここで，LDVでは正の値がLDVに近づく向きである。波形の初動部が正の方向へ
変化していることから，シースは最初LDVに近づく方向に変化していることがわかる。 
 
 
 
  
図-6.2.6 シース背面の振動応答 
 0.0004 0 
time (sec) 
A
m
pl
it
ud
e 
(V
) 
 
0 
5 
-5 
0.0008 
LDV シース 
励磁コイル 
70mm 
図-6.2.5 シースの振動特性の計測状況 
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6.3  導線の巻き付け位置がシースの振動特性に与える影響 
 導線の巻き付け位置が振動特性に与える影響を評価することとした。シースの振動と磁場の関係
を明らかにするために，導線の巻き数を1巻きずつ順次増やしていき，巻き数が変化するたびに磁
場の特性を示すパラメータも計測した。導線の巻き数と磁束密度の大きさの関係を図-6.3.1に，磁
束密度の立ち上がりとの関係を図-6.3.2 に，シースの振動の波形エネルギーとの関係を図-6.3.3
に，磁束密度の立ち上がり時間との関係を図-6.3.4に示す。各グラフにおいて，横軸はコイルの巻
き数を示している。また，青のグラフは鉄心中央部に巻き付けたケースを，赤のグラフは鉄心両端
に巻き付けたケースを示している。コイルの巻き付け位置がこれら磁束密度，シースの振動特性に
与える影響を表-6.3.1にまとめている。 
 図-6.3.1から，巻き数が大きくなると，磁束密度の大きさも増加する傾向を示すことがわかった。
一方，図-6.3.2より，磁束密度の立ち上がりは，コイルを鉄心両端部に巻き付ける場合は，鉄心中
央部へ巻き付けた場合と比較し，磁束密度の立ち上がりが大きくなることがわかった。これは，コ
イルを鉄心両端部に巻き付ける方が，シースに磁束が集中するためであると考えられる。また，図
-6.3.3より導線を鉄心両端部に巻き付けた場合は波形エネルギーが大きくなり，シースにより大き
な振動が発生していることがわかる。また，図-6.3.3の鉄心両端部に巻き付けた場合において，波
形エネルギーが変曲点に達する巻き数があることから，シースの振動を大きくする最適な巻き数が
存在することが明らかとなった。さらに，図-6.3.2と図-6.3.3との比較から，導線の巻き位置が鉄
心中央の場合も鉄心両端の場合も，波形エネルギーが最大値を示す巻き数と，磁束密度の立ち上が
りが最大値を示す巻き数が対応していることがわかった。 
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図-6.3.1 巻き数と磁束密度 
鉄心中央部 
鉄心先端部 
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表-6.3.1 導線の巻き付け位置が磁束密度，シースの振動特性に与える影響 
評価項目 評価 
磁束密度 
（図-6.3.1参照） 
巻き数が20巻き程度までは、磁束密度の大きさが2つのケースで同様に
増加する傾向を示す。しかし，巻き数が 20巻きより大きくなるとコイル
の巻き位置が鉄心両端のケースが鉄心中央のケースより大きくなる。ま
た，鉄心両端のケースは，34巻きあたりから磁束密度が飽和するような
変化を示す。 
磁束密度の立ち
上がり 
（図-6.3.2参照） 
巻き数が14巻き程度までは、磁束密度の大きさが2つのケースで同様に
増加する傾向を示す。さらに巻き数が大きくなると，コイルを鉄心中央
部に巻き付ける場合は値が変化しないようになる。一方，鉄心両端部に
巻き付ける場合は，巻き数が 25巻き程度まで増加し続け，それより大き
くなると減少する傾向が見られた。 
波形エネルギ  ー
（図-6.3.3参照） 
コイルの巻き位置が鉄心中央の場合も鉄心両端の場合も，巻き数の増加
とともに波形エネルギーが大きくなり，それぞれある巻き数を境に頭打
ちとなる。巻き数が小さい場合は，鉄心中央の場合の方が鉄心両端の場
合より大きく増加し，15巻きより大きくなると減少し，やがてほぼ一定
の値を示した。鉄心両端の場合は，26巻きまで増大し，それより大きい
巻き数で減少した。 
磁束密度の立ち
上がり時間 
（図-6.3.4参照） 
コイルの巻き位置が鉄心中央の場合は，17巻きまではほぼ一定の値であ
り，18巻きで大きく増大する。それより大きい巻き数では徐々に値が増
大する変化を示す。鉄心両端の場合は，25巻きまではほぼ一定の値であ
り，25巻きから29巻きへ向けて大きく増大する。それより大きい巻き数
では徐々に値が増大する変化を示す。 
 
 
6.3.1 磁束密度の立ち上がりの考察 
 前節6.3より，波形エネルギーの最大値を示す巻き数と，磁束密度の立ち上がりの最大値を示す巻
き数が対応していることがわかった。磁束密度の立ち上がりは，図-6.2.3に示すように磁束密度と
磁束密度の立ち上がり時間の比で求めている。磁束密度はコイルの巻き数が増大することにより大
きくなるが，磁束密度の立ち上がり時間は巻き数が増えてもあまり変化しない。このため，磁束密
度の立ち上がり時間が大きく変化する巻き数において，波形エネルギーが最大になる。このことか
ら，シースの振動と磁束密度の立ち上がり時間は強い関係があることがわかる。そこで，コイルの
巻き数が増大しても，磁束密度の立ち上がり時間はできるだけ小さい値で変化しないことが，シー
スの振動を大きくする要因になると考えられる。 
まず，磁束密度の立ち上がり時間がある巻き数までほぼ一定で，それより大きい巻き数で増大す
る理由を考察する。6.1.1項において，励磁電流に及ぼす励磁コイルの磁化特性の影響の検討を行っ
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た。この検討に基づき得られたヒステリシス曲線上の動作点と励磁コイルのインダクタンスLの対
応関係（表-6.1.1）において，図-6.1.2に示すヒステリシス曲線上の動作点a → b（領域①）から，
b → c（領域②）へ移行する際，インダクタンスLが変化することが示された。すなわち，磁束密度
の立ち上がり時間の変化は，領域①においてはコイルのインダクタンスがほぼ一定であり，領域②
においてインダクタンスは大きくなり，励磁電流が流れにくくなるという検討結果から説明できる
と考えられる。図-6.3.6に磁束密度の立ち上がり時間における変化とヒステリシス曲線上の動作点
との対応を示す。 
次に，図-6.3.2において，磁束密度の立ち上がりがコイル巻き付け位置により変化している理由
について考察する。コイルの巻き数が増大することにより外部磁界が増大するが，コイルの巻き付
け位置が異なることにより，鉄心からの漏れ磁束が変化する。また鉄心を貫通する磁束が変化する
ため，励磁コイルの端面に誘起される磁化が変化する。このため，この磁荷により誘起される反磁
界の影響で巻き位置が異なる双方の励磁コイルの見掛けの特性が変化する。これが，領域①，領域
②の境界位置の違いを発生させると考えられる。 
コイルを鉄心両端部に巻き付けたケースでは，鉄心端面にコイルが近接しているため反磁界作用
が強く作用すると考えられる。このため，磁束密度の立ち上がり時間は，銅線を中央部に巻き付け
た場合よりも大きい巻き数まで一定で変化しなかったと考えられる。 
 
以上より，シースの振動は励磁コイルの巻き付け位置と鉄心の磁化特性，特にヒステリシス曲線
の影響を受けることがわかった。これより，コイルの巻き数を磁化特性で決まる最適な巻き数に設
定することにより，シースの振動を大きくすることが可能であることがわかった。 
 
  
図-6.3.6 磁束密度の立ち上がり時間 
(a) 導線を鉄心両端部に巻き付けたケース (b) 導線を鉄心中央部に巻き付けたケース 
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6.4 供試体におけるグラウト充填状況評価の実験 
 磁気的入力により，供試体内に埋設されているシース内部のグラウト充填状況の評価を行った。
供試体は，第4章で導入した部分未充填評価のための供試体-Cである。図-6.4.1に計測状況を示す。
第5章において，励磁コイルのコイル巻き付け位置，および励磁コイルの配置がシースの振動に与え
る影響につき評価した結果，先端にコイルを巻き，励磁コイルをシース長手方向に平行に配置した
場合に最も振動エネルギーが大きくなる結果が得られた。このため，本実験においては，励磁コイ
ルをシースの直上で長手方向に平行に配置し，コンクリート表面から20mm離して設置した。また，
シースからの弾性波の応答を検出するAEセンサは，シース直上位置で，励磁コイルの中央部に設置
した。AEセンサは接触媒質を介してコンクリート表面に貼付した。AEセンサで受信した信号は，プ
リアンプで40dB増幅され，0.2μsにてサンプリングした。充填率の異なる各区間の中央位置で計測し
た。AEセンサで受信した波形の振動の大きさを評価するため，式(6.2.2)で定義した波形エネルギー
を算出した。 
 
 
  
図-6.4.1 計測状況（供試体-C） 
(a) 励磁コイルの配置 
 
(b) AEセンサの設置 
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6.4.1 グラウト充填率の違いがシース振動波形に与える影響 
図-6.4.2に，シース埋設深さ50mmのシース直上で受信した波形を示す。充填率ごとに比較する
と，充填率が大きいほど波形の減衰が大きくなる傾向が見られる。鋼製シース内のグラウト充填率
が大きくなることにより，鋼製シースがグラウトによる拘束を受け，振動が抑制されるためと考え
られる。この現象を定量的に表現するために，算出した波形エネルギー比の結果を図-6.4.3に示す。
波形エネルギー比は，グラウト充填率0%で算出した波形エネルギーの値に対する，各充填率で算出
した波形エネルギーの値の比である。図から，充填率0%で最も大きな値を取り，充填率が上がるに
つれて概ね減少傾向にあることがわかる。さらに，充填率100%の値は，充填率0%の値の15%以下，
他のどの充填率の値の50%以下となることが確認できる。 
 図-6.4.4に，シース埋設深さ100mmでの受信波形を示す。充填率に対する振幅の変化は概ね埋設
深さ50mmのケースと同様である。また，波形エネルギー比を算出した結果を 図-6.4.5に示す。
グラウト充填率0%と100%の差異は明確に表れた。グラウト充填率75%の場合は，充填率50%の場合
とほぼ等しい値が得られた。 
 
図-6.4.2 受信波形（埋設深さ 50mm） 
(a)充填率 0% 
 
(b)充填率 25% 
 
(c)充填率 50% 
 
(d)充填率 75% 
 
(e)充填率 100% 
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図-6.4.4 受信波形（埋設深さ 100mm） 
(a)充填率 0% 
 
(b)充填率 25% 
 
(c)充填率 50% 
 
(d)充填率 75% 
 
(e)充填率 100% 
 
(e)センサ単体 
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図-6.4.3 波形エネルギー比（埋設深さ 50mm） 
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図-6.4.5 波形エネルギー比（埋設深さ 100mm） 
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6.5 まとめ 
1) 磁気的入力方法において，励磁電流を発生する電源の電気的特性と励起される磁場との関係を
回路の過渡現象として理論解析し，励磁コイル磁化時のヒステリシス特性により，励磁コイル
のインダクタンスが変化し，励磁電流の波形の立ち上がりに影響をあたえることを明らかにし
た。 
2) 発生する磁場の動的特性を計測する測定システムを導入し，励磁コイルの電気的仕様，形状，
計測配置がシースの振動特性に与える影響につき実験的に明らかにした。 
3) シースの振動は，磁束密度の立ち上がりの影響を受けることが明らかになった。また，コイル
を鉄心両端部に巻き付ける場合は，鉄心中央部へ巻き付けた場合と比較し，磁束密度の立ち上
がりが大きくなることがわかった。 
4) 磁束密度の立ち上がり時間が大きく変化する巻き数において，シースの振動の波形エネルギー
が最大になることを確認した。これより，コイルの巻き数を磁化特性で決まる最適な巻き数に
設定することにより，シースの振動を大きくすることが可能であることが示唆された。 
5) 部分未充填を模擬した供試体において，コンクリート表面で受信した弾性波の波形エネルギー
により，PCグラウト充填状況を把握することが可能であることが明らかになった。 
6) シース内の未充填部においては，完全充填部と比較してシースの振動は大きくなり，しかも，
充填率が小さくなるにつれて，その振動は大きくなることがわかった。 
7) コンクリート表面に設置したセンサで受信した弾性波の波形エネルギーにより，埋設深さ
100mmまではPCグラウト充填状況を概ね把握することが可能であることが明らかになった。 
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第 7 章 入力方法の異なる衝撃弾性波法のグラウト充填状況評価への適
用性の検討 
 
7.1 はじめに 
 機械的入力方法，磁気的入力方法について，グラウト充填状況評価への適用性につき個別に評価
を行ってきた。本章では，これら 2方法について共通の供試体でそれぞれの特性を評価し，両方法
の相違を明らかにすることを目的とした。 
機械的入力方法では，鋼球などで比較的大きい衝撃入力をコンクリート表面の 1点に集中して与
え，弾性波を発生させる。しかしながら，埋設されたシースに向けて弾性波が伝播する間に波動は
コンクリート内で次第に拡散し，シースに到達すると広い範囲でシースを振動させる。一方，磁気
的入力方法では，磁気エネルギーが磁場を介して直接シースに伝達されるが，励磁コイルの構造，
配置により，磁場が空間上を伝播する際に磁束が広がり，シース上では広い範囲で振動が励起され
る。このため，機械的入力方法，磁気的入力方法により励起されたシースの振動を直接観察するこ
とにより，これらの方法の特性の相違が明確に把握できると考えられる。 
これまでの研究においては，シースの振動がコンクリート表面に伝播した後の弾性波の挙動に対
する評価は行っているが，シース上の振動特性についてはよく知られていない。シースの振動を計
測する利点は，衝撃入力とともに発生する表面波の影響や，電磁雑音の影響を受けることなく，入
力された衝撃が対象とするシースにどのような作用を及ぼしているか把握できることにある。そこ
で，本章では機械的入力，および磁気的入力の特性の差異を明確にする目的で，観察孔によりシー
スの振動を直接観測できる供試体を用い，入力方法の違いがシースに作用する衝撃力の範囲，シー
スの振動特性に及ぼす影響について明らかにした。また，グラウト未充填を検出するために SN比を
高める観点からは，磁気的入力方法が機械的入力方法に対して優位性を示すことを明らかにした。
また，グラウト充填状況評価への適用性の観点では，計測配置の影響が大きいことを明らかにした。
さらに，実構造物への適用を考慮し，計測配置に対応して適切な評価指標と機械的入力，磁気的入
力を組合せたPCグラウト充填評価のフローを提案した。 
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7.2 共通の供試体における実験 
 
7.2.1磁性体を埋設した供試体 
 本研究で対象とした小型コンクリート供試体の外観を図-7.2.1 に示す。供試体の外形は，縦
163.5mm，横 1000mmm，奥行 163.5mmであり，内部に外形 63.5mm，厚さ 1.6mmの鋼製シースを
埋設している。コンクリート表面からシースまでのかぶりは 50mmである。供試体の概寸を図-7.2.2
に示す。コンクリートに埋設されたシース面上の振動特性を把握するために，供試体は 2体作製し，
1体はシース内にグラウトを充填せず，もう 1体はグラウトを完全充填した（図-7.2.1(a)，(b)参
照）。コンクリート表面からシースまで直径28mmの孔（以後，レーザー観察孔）を設け，レーザ
ードップラー振動計（LDV）によりコンクリートに埋設されているシースの振動を直接検出できるよ
うにした。レーザー観察孔は，供試体中央に1箇所，供試体中央から左右の方向に100mm，250mm
の位置にそれぞれ2箇所，計 5箇所に開けている。レーザー観察孔の内部のシース面にはレーザー
光を乱反射させる性質をもつ反射シールを貼付している。 
 
図-7.2.1供試体の概要 
(a) グラウト未充填供試体 
 
(b) グラウト充填供試体 
 
(c) 観察孔の配置 
 
シース(未充填) シース(充填) 
レーザー観察孔 
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図-7.2.2供試体の詳細 
レーザー観察孔（φ28mm） 
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7.2.2 コンクリートに埋設されたシースの機械的入力による振動特性の計測 
 シース面上の振動を計測するため，衝撃入力をレーザー観察孔と反対面に設置した場合と，同一
面に設定した場合の２つのケースにつき実験を行った。いずれのケースにおいても同じ大きさの衝
撃を与えることにより，弾性波が伝播する際に，衝撃入力と同一側のシース面と反対側のシース面
の振動がどのように励起されるか観察できる（以降，衝撃入力に対して同一側になるシース面を「入
力側シース面」，反対側になるシース面を「反対側シース面」と表わす。）。このため，第 4章で
導入した衝撃入力を電圧で制御できる衝撃入力装置を使用し，一定電圧で駆動することにより同一
の衝撃入力を与えた。 
 
7.2.2.1 衝撃入力と反対側のシース面の振動 
 図-7.2.3にシース面上の振動の計測状況を示している。鋼球はφ6mm，10mm，12mm を使用し
た。計測配置を図-7.2.4に示す。衝撃入力は，レーザー観察孔の裏側面から行った。コンクリート
に埋設されたシース面の振動は LDVにて計測した。計測点は供試体中央（計測点-1），供試体中央
から 150mmの位置（計測点-2），250mmの位置（計測点-3）の 3点で行った。LDVで測定した信
号は，プリアンプで40dB増幅後，1μsでサンプリングを行い，データレコーダに記録した。 
LDV で受信した波形の振動特性を評価するため第 6 章で定義した波形エネルギー（式(6.2.2)）を
算出した。 
 図-7.2.5，図-7.2.6 に計測点-1 において LDV で受信されたシース上での振動波形を示す。図
-7.2.5は未充填シースの振動波形であり，図-7.2.6は充填シースにおける振動波形である。おのお
ののグラフにおいて， (a)は鋼球径6mm， (b)は鋼球径 10mm， (c)は鋼球径12mmの結果を示し
ている。また，図-7.2.7は，それぞれの波形の波形エネルギーを求めた結果を示している。波形エ
ネルギーは鋼球径φ6mmが最も小さく，φ10mmが最も大きい値を示した。また，いずれの鋼球径
のケースにおいても，未充填部の波形エネルギーは充填部の波形エネルギーより小さい結果となっ
ている。この理由としては，未充填部においては衝撃入力と同一側のシース面での反射が大きく，
反対側のシース面に伝達される波形エネルギーが小さいと考えられる。一方，充填部においては，
シース内部のグラウトを伝播して衝撃入力と反対側のシース面に伝達される波形エネルギーが大き
いと考えられる。 
 図-7.2.8に計測点-1，2，3において受信されたシースの波形エネルギーを示す。充填部における
波形エネルギーの変化から，シースの振動範囲は，φ6mmにおいては供試体中央から 100mm程度，
φ10mm，φ12mmにおいては，供試体中央から0mm～100mmの間にあると考えられることがわか
った。 
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図-7.2.4 機械的入力による計測配置（衝撃入力と反対側のシース面の振動計測） 
(a) 衝撃入力装置 
 
(b) LDVによるシース面の振動計測 
 図-7.2.3機械的入力による計測状況（衝撃入力と反対側のシース面の振動計測） 
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図-7.2.7計測点-1における反対側シース面の波形エネルギー（機械的入力） 
(a) 鋼球径φ6mm 
 
(b) 鋼球径φ10mm 
 
(c) 鋼球径φ12mm 
 図-7.2.5反対側シース面の振動波形（未充填） 図-7.2.6反対側シース面の振動波形（充填） 
(a) 鋼球径φ6mm 
 
(b) 鋼球径φ10mm 
 
(c) 鋼球径φ12mm 
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 図-7.2.8衝撃入力と反対側のシース面の振動範囲（機械的入力） 
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7.2.2.2 衝撃入力と同一側のシース面の振動 
 図-7.2.9に衝撃入力と同一側のシース面の振動の計測状況を示している。鋼球は前ケースと同じ
くφ6mm，10mm，12mmを使用した。計測配置を図-7.2.10に示す。衝撃入力は，レーザー観察孔
と同一面において計測点-1から10mm長手方向に離隔した点にて行った。計測点も同じく供試体中
央（計測点-1），供試体中央から 150mmの位置（計測点-2），250mmの位置（計測点-3）の 3点
で行った。 
図-7.2.11に計測点-1における未充填シースの振動波形を，図-7.2.12に充填シースの振動波形
を示す。また，図-7.2.13は，それぞれの鋼球径に対して得られた計測点-1における波形エネルギ
ーを示している。鋼球径φ6mm，10mmにおいては，未充填シースの波形エネルギーは充填シース
の波形エネルギーより小さい結果となった。一方，鋼球径φ12mm においては，未充填シースの波
形エネルギーは充填シースの波形エネルギーより大きい結果となった。 
 図-7.2.14に計測点-1，2，3において受信されたシースの波形エネルギーを示す。充填部におい
ては，衝撃入力位置から遠ざかるにつれて波形エネルギーが小さくなるのに対し，未充填部におい
ては，衝撃入力位置より 250mm離隔した計測点-3において波形エネルギーが大きくなる傾向が見ら
れた。また，鋼球径φ6mm，10mmにおいては，計測点-1において未充填部の波形エネルギーは充
填部の波形エネルギーより大きかったが，計測点-2，3 においては未充填部の波形エネルギーは充
填部の波形エネルギーより小さい結果となった。未充填部においては，シースの軸方向に振動が伝
播し，それとともに波形エネルギーが計測位置により変化すると考えられる。 
 
(a) 衝撃入力装置 
 
(b) LDVによるシース面の振動計測 
 図-7.2.9 機械的入力による計測状況（衝撃入力と同一側のシース面の振動計測） 
衝撃入力装置 
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図-7.2.10機械的入力による計測配置（衝撃入力と同一側のシース面の振動計測） 
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図-7.2.13 計測点-1における同一側シース面の波形エネルギー（機械的入力） 
0
50
100
φ6mm φ10mm φ12mm
波
形
エ
ネ
ル
ギ
ー
E
（
V
2
）
鋼球径
未充填
充填
(a) 鋼球径φ6mm 
 
(b) 鋼球径φ10mm 
 
(c) 鋼球径φ12mm 
 図-7.2.11同一側シース面の振動波形（未充填） 図-7.2.12同一側シース面の振動波形（充填） 
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 図-7.2.14シース前面の振動範囲（機械的入力） 
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7.2.2.3 機械的入力によるシースの振動挙動 
 以上の計測結果に基づき，衝撃入力と同一側のシース面と反対側のシース面における振動挙動の
評価を行った。図-7.2.15は，計測点-1における未充填部の同一側シース面と反対側シース面の波
形エネルギーを示している。図-7.2.16は，計測点-1における充填部の同一側シース面と反対側シ
ース面の波形エネルギーを示す。図-7.2.15 より未充填部においては，同一側シース面の振動が反
対側シース面の振動より大きいことが分かった。これは，空隙により同一側シース面から反対側シ
ース面に伝播する波形エネルギーが小さくなったと考えられる。一方，図-7.2.16 より，鋼球径φ
12mm のケースにおいては，同一側シース面より反対側シース面の波形エネルギーが大きいが，鋼
球径 φ6mm，10mm においては，同一側シース面の波形エネルギーと反対側シース面の波形エネル
ギーの大きさはほぼ等しいことがわかる。これより，充填部においてはグラウトを介して反対側シ
ース面に伝播する波形エネルギーは大きいと考えられる。 
 次に，衝撃入力と同一側のシース面と反対側のシース面の振動波形を比較した。同一側シース面
における未充填部の振動波形（図-7.2.11）と，充填部の振動波形（図-7.2.12）を比較すると，両
者は比較的類似した波形を示すことが分かった。一方，反対側シース面における未充填部の振動波
形（図-7.2.6）と，充填部の振動波形（図-7.2.7）はかなり異なっていることがわかる。これによ
り，シース背面の振動は未充填部と充填部で波形エネルギーの大きさの変化のみならず，振動モー
ドも変化していることが示唆された。 
 以上の実験結果から，未充填部，充填部におけるシース振動の挙動を表-7.2.1にまとめた。表中，
未充填部，充填部において，波形エネルギー，波形，および弾性波伝播に対するグラウト充填状況
の影響について違いがあることが明らかになった。 
 
 
 
図-7.2.15 衝撃入力と同一側シース面と反対側シース面の波形エネルギ （ー未充填，計測点-1） 
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表-7.2.1 未充填部，充填部におけるシース振動の挙動 
 充填部 未充填部 
波形エネルギ  ー 衝撃入力と同一側シース面の振
動と反対側シース面の振動はほ
ぼ等しい。グラウトを介して反対
側シース面に伝播する波形エネ
ルギーは大きいと考えられる。 
衝撃入力と同一側シース面の振動が
反対側シース面の振動より大きい。
空隙により同一側シース面から反対
側シース面に伝播する波形エネルギ
ーは小さいと考えられる。 
 波形 同一側 
シース面 
未充填部の振動波形と，充填部の振動波形は比較的類似した波形を示す。 
反対側 
シース面 
未充填部の振動波形と，充填部の振動波形はかなり異なっている。 
反対側シース面の振動は，未充填部と充填部で波形エネルギーの大きさ
の変化のみならず，振動モードも変化していることがわかる。 
弾性波伝播に対す
るグラウト充填状
況の影響  
グラウトが充填されていること
より，同一側シース面から反対側
シース面へ向けてコンクリート
中，およびグラウト中を弾性波が
伝播しているものと考えられる。 
グラウトが未充填で空隙部が存在す
ることにより，弾性波の反射が起こ
り同一側シース面より反対側シース
面へ向けて弾性波の伝播が減衰して
いるものと考えられる。 
 
 
図-7.2.16衝撃入力と同一側シース面と反対側シース面の波形エネルギー（充填，計測点-1） 
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7.2.3 コンクリートに埋設されたシースの磁気的入力による振動特性の計測 
 図-7.2.17 に，磁気的入力を用いてコンクリートに埋設されたシースの振動を計測している状況
を示す。励磁コイルは，第6章で評価したものを使用した。コイルの巻き数はシースの振動が最も
大きくなった26巻きを使用した。励磁コイルの配置は，シース直上でシース長手方向に平行にコン
クリート表面から20mm離隔し設置した。シース上の振動は LDVで受信した。計測配置を図-7.2.18
に示す。磁気的入力は，励磁コイルの電磁ノイズを低減するため，LDV 照射孔の裏面から行った。
コンクリートに埋設されたシース表面の振動は LDVにて計測した。計測点は供試体中央（計測点-1），
供試体中央から 150mmの位置（計測点-2），250mmの位置（計測点-3）の 3点で行った。LDVで
測定した信号は，プリアンプで40dB増幅後，1μsでサンプリングを行いデータレコーダに記録した。 
LDV で受信した波形の振動特性の評価は，第 6 章で定義した波形エネルギー（式(6.2.2)）を使用
して行った。 
  図-7.2.19に，算出された波形エネルギーと供試体中央からの位置との関係を示す。コンクリー
トに埋設されたシースは，供試体中央から 0mmおよび100mmの位置の範囲内で大きく振動してい
る。励磁コイル長手方向の範囲より外側になる供試体中央から 250mm の位置では，振動は小さい
ことがわかった。 
 図-7.2.20 は，充填シースと未充填シースにおいて，供試体中央（計測点-1）にて計測された波
形エネルギーを示す。グラフから，未充填シースにおける波形エネルギーは，充填シースの波形エ
ネルギーと比較して約40%程度であることが分かった。 
 
 
図-7.2.17磁気的入力による計測状況 
励磁コイル 
LDV 
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7.2.4 波形エネルギーによる未充填検出の効率 
 前節までの検討において，機械的入力と磁気的入力によるシース面での振動特性につき評価が得
られた。この結果，未充填部が存在すると，未充填部における波形エネルギーが充填部の波形エネ
ルギーに対して変化することが分かった。これら2方法を適用してグラウト充填状況の評価を行う
場合，未充填部を検出する効率が2方法で異なると考えられたため，未充填検出の効率をこの波形
エネルギーの変化を用いて評価することとした。式(7.2.1)に，波形エネルギーによる未充填検出の
効率ηの定義を示す。 
  
   
  
  
          (7.2.1) 
 
ここで，EF（V
2）：充填部における波形エネルギー，EV（V
2）：未充填部における波形エネルギー
である。衝撃入力によりシースに作用する波形エネルギーは，衝撃入力と同一側のシース面が大き
いため，同一側シース面上の波形エネルギーより，未充填検出の効率を算出した。磁気的入力では，
衝撃入力と同一側のシース面上における波形エネルギーが計測できないため，衝撃入力と反対側の
シース面上における波形エネルギーを用いて算出した。結果を表-7.2.2に示す。 
 
表-7.2.2 波形エネルギーによる未充填検出の効率 
 機械的入力 磁気的入力 
φ6mm φ10mm φ12mm 
充填部における 波形エネルギ  ー
EF（V
2） 
 
 
28.0 
 
90.9 
 
56.8 
 
36.0 
未充填部における波形エネルギー  
EV（V
2） 
 
 
26.1 
 
73.7 
 
73.0 
 
86.4 
波形エネルギーによる未充填検出の
効率 
EV／EF 
 
0.93 
 
0.81 
 
1.29 
 
2.4 
 
 表-7.2.2より，機械的入力においては，鋼球径φ6mm，10mmにおいて未充填検出の効率は1よ
り若干小さく，鋼球径φ12mmおいては，1より若干大きくなった。一方，磁気的入力では，未充填
検出の効率は2.4であり，機械的入力に対して磁気的入力が約2～3倍大きい結果が得られた。これ
により，グラウト充填状況を評価する SN比としては，磁気的入力が機械的入力に対し優位であるこ
とがわかった。  
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7.3 弾性波発生原理に着目した機械的入力と磁気的入力の特質 
 これまでの実験から得られた結果を基に，機械的入力方法，磁気的入力方法の特性比較を表-7.3.1
にまとめた。充填状況の評価への適用に関しては，衝撃入力と受信面の計測配置の影響が大きいと
考えられたため，衝撃入力と受信面が同一側の場合と，反対側の場合でそれぞれの得失をまとめて
いる。また，これらの結果から得られる入力の透過・反射特性を図-7.3.1に模式的に示している。  
1) 機械的入力方法 
機械的入力方法では，衝撃の入力面と検出面が同一である場合は，衝撃による表面波の影響が大
きいことがわかっている。また，衝撃入力と同一側のシース面における未充填部，充填部の波形エ
ネルギーの差が小さい結果が得られている。（すなわち，未充填検出の効率が悪い）したがって，
この条件では，SN比は小さくなり，波形エネルギーを用いた計測は有効でないということがいえる。
次に，応答信号の検出面が衝撃入力と反対側の面の場合においては，表面波の影響がなく，未充填
部，充填部の波形エネルギーの差が大きい結果が得られている。このため，本条件では，SN比が大
きくなり，波形エネルギーを用いた計測が有効であることがわかる。以上の特性の要因は，機械的
入力により発生した弾性波においては，シースの空隙が存在することにより，シースの背面に伝播
するエネルギーが小さくなることによると考えられる（図-7.3.1(a)参照）。 
2) 磁気的入力方法 
 磁気的入力方法では，応答信号の検出面が衝撃入力と同一面においても，反対面においても表
面波の影響が表れないことがわかっている。また，衝撃入力と反対側のシース面において，未充填
部，充填部の波形エネルギーの差が大きいことがわかっている。すなわち，磁場を介して入力され
た衝撃入力は，シース全面に作用し，シース全体を振動させているものと考えられる。このため，
いずれの条件においても，SN比は大きく，波形エネルギーを用いた計測は有効であることがわかる。 
 
尚，グラウト充填評価を行う対象部材に対応して利用できる計測配置が異なるため，以上の入力
方法の特性を生かした適用を実運用時には検討する必要がある。また，計測配置に対応して評価指
標の適用も適切に選定する必要がある。実構造物への適用を前提とした適用フローは 7.4節で詳述
する。 
 
 
図-7.3.1機械的入力方法と磁気的入力方法により発生する弾性波の特質（模式図） 
(a) 機械的入力方法 
 
(b) 磁気的入力方法 
 
衝撃入力
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表-7.3.1 機械的入力方法と磁気的入力方法のグラウト充填評価への適用性 
 機械的入力方法 磁気的入力方法 
衝撃入力と
同一面 
・表面波の影響を受ける 
・未充填部，充填部の波形エネルギー
の差が小さい（波形エネルギーによる
未充填検出効率が小さい） 
SN比が小さい→波形エネルギーを用
いた計測は有効でない。 
・表面波の影響を受けない 
・未充填部，充填部の波形エネルギー
の差が大きい（波形エネルギーによる
未充填検出効率が大きい） 
SN比が大きい→波形エネルギーを用
いた計測は有効である。 
衝撃入力と
反対面 
・表面波の影響を受けない 
・未充填部，充填部の波形エネルギー
の差が大きい 
・未充填部，充填部の波形の差が大き
い 
SN比が大きい→波形エネルギーを用
いた計測は有効である。 
・表面波の影響を受けない 
・未充填部，充填部の波形エネルギー
の差が大きい 
SN比が大きい→波形エネルギーを用
いた計測は有効である。 
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7.4  本手法の今後の展望 
 本提案手法の今後の検査法への適用につき検討した。 
実運用においては，評価対象である部材の条件で利用可能な計測配置が決まる。また，対象構造
の設計，施工条件により適用できる入力方法が制約を受ける。さらには，PCグラウトの充填不良の
欠陥だけでなく，第2章の表-2.2に記載されているような，ひび割れやはく離などの欠陥が存在す
る。このような状況において，本研究の手法をどのように適用するか検討を行った。 
 
7.4.1 提案手法の実構造物の検査への適用フロ  ー
7.3節の検討結果を基に，本研究で提案した機械的入力，磁気的入力による検査手法を実構造物
へ適用する場合の検査フローについて検討した。シース上での振動特性より，衝撃入力と同一面で
計測する場合と，衝撃入力と反対面で計測する場合で，グラウト充填評価への適用性が異なること
が明らかになった（表-7.3.1参照）。また，これらの計測配置の違いに対応してグラウト充填状況
を評価する評価指標が異なることから，これらの方法を適用する際の適用フローを準備する必要が
ある。このため，図-7.4.1に適用フローをまとめた。以下に手順を説明する。 
1) まず，機械的入力方法，磁気的入力方法の適用上の制約条件に基づき，適用できる入力方法を
明らかにする。機械的入力方法においては，コンクリート表面の性状が適用性に影響を与える。
磁気的入力方法においては，シースの材質が適用性に影響を与えるとともに，シース近傍の鉄
筋の存在が影響を与える。このため，グラウト充填状況を評価する対象部材の設計施工条件，
品質を第1の選定条件として確認する。制約条件の例を図-7.4.1に示している。 
2) 次に，対象とする部材に許容される計測配置が第 2の選定条件となる。すなわち，衝撃入力と
同一面と反対面のどちらが利用できるか，あるいは両方が利用できるかで適用する評価指標を
選定する。 
機械的入力方法において衝撃入力と同一面のみが使用可能な場合は，音響伝達関数を用い第
3章で導入した反射強さRを評価指標として適用する。また，反射強さRの検出点間距離に対
する依存性を利用する。一方，衝撃入力と反対面が計測面として使用可能である場合は，評価
指標として波形エネルギーが適用でき，SN比が大きい計測が可能になる。さらに，衝撃入力と
同一面と反対面の両方が使用可能な場合は，衝撃入力と同一面では評価指標として反射強さR
を適用し，反対面では波形エネルギーを適用し評価を行う。部材の両面が衝撃入力面，および
計測面として使用可能な場合は，両方向から衝撃を入力し，衝撃入力と同一面および反対面で
計測した結果が4種類得られるため，これらの結果を総合して充填状況を評価することが可能
になる。 
一方，磁気的入力方法では，衝撃入力と同一面のみが使用可能な場合も，反対面も使用可能
な場合も評価指標として波形エネルギーを適用し，SN比が大きい計測が可能になる。 
3) 最後に，機械的入力，磁気的入力の２入力方法が適用できる場合は，計測配置に対応して適切
な評価指標を選定し，2方法の組合せで評価を行う。 
このように，実構造物の検査においては，評価対象である部材の条件で利用可能な計測配置が制
約されるが，複数の方法の組合せで評価を行うことで，検出範囲を拡大して検出精度の向上が可能
であることがわかる。 
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図-7.4.1 機械的入力方法と磁気的入力方法の適用フロ  ー
適用上の制約条件 
機械的入力方法 磁気的入力方法
コンクリート表面性状 影響あり（面粗さ） 影響なし
シース材質 鋼製，非鉄 鋼製
鉄筋 影響なし シース近傍の場合，影響あり
内部欠陥 影響あり（入力，検出） 影響あり（検出）
(A) (B)
開始
完全未充填・部分未充填の評価
音響伝達関数
反射強さR
検出点間距離への依
存性（ R n）
両面計測 両面計測
反射エネルギーE
片面計測
波形エネルギーE
波形差F
適用条件の制約
片面計測
衝撃入力と同一面
機械的入力 磁気的入力
完全未充填・部分未充填の評価
鋼製シース・非鉄シースのグラウト充填状況評価
波形エネルギーE
同一面・反対面 衝撃入力と同一面 同一面・反対面
終了
SN比が小さい SN比が大きい(A) (B)
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7.4.2内部欠陥の影響の検討 
適用条件で制約条件として挙げたひび割れ，内部欠陥については，評価結果に影響を及ぼす可能
性があるため，機械的入力方法を例に挙げ，適用段階での詳細な検査フローを検討した。図-7.4.2
に検査フローを示す。内部欠陥の一例として，図-7.4.3に示すように，シースに沿った鉛直ひび割
れなどが存在する場合は，衝撃入力による内部伝播波とひび割れが干渉し，ひび割れ部からの反射
波が発生すると考えられる。このような場合，反射強さが大きくなり，シース未充填の判定を行う
可能性がある。一方，第 4章で検証した反射強さRとセンサ間距離の関係を利用すれば，PCグラウ
ト充填不良とひび割れなどの欠陥を識別できる可能性があると考えられる。ここで，検査フローで
判定する反射強さRについては，対象構造物のデータを蓄積し，適当な値を決定する必要があり，
今後，内部欠陥の大きさ，位置を設定し，検証が必要である。但し，シース埋設位置から離隔した
位置に欠陥が存在する場合は，この関係を利用した識別が有効である。 
 
 
図-7.4.3 コンクリートの内部欠陥の影響（機械的入力） 
図-7.4.2 機械的入力方法の実構造物の検査への適用フロー（機械的入力） 
開始
健全部において参照信号を計測する
対象部において反射強さRを算出する
反射強さRが大きいか
反射強さRとセンサ間距離
の関係を評価する
Yes（かなり大きい）No
打撃点と近接した検出点の
周波数応答を求め，明らか
なピークの有無を評価する
欠陥は存在しない
Yes（比較的大きい）
PCグラウトの充填状況の判定 従来の衝撃弾性波法の判定
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7.4.3  他欠陥の検査への適用検討 
本研究で提案した機械的入力による手法は，PC構造物を対象に PCグラウトの充填状況を評価す
るものであるが，磁気的入力方法と異なり検出対象が磁性体に限定されない利点がある。本手法に
おいて参照する健全部の信号は，内部に欠陥などの構造がないコンクリート構造を選択して取得さ
れる。したがって，この参照信号の特性を利用してひび割れなどの欠陥を識別できる可能性がある
と考えられる（図-7.4.4 参照）。さらに，グラウト充填不良で対象としたシース直径の寸法などと
の比較から，比較的小さい欠陥や，深部にある欠陥などに対しても適用できる可能性があると考え
られる。 
 一方，本手法で使用している計測配置において，シース軸に近接する検出点での応答信号の周波
数応答を求め，そのピーク値を利用することも可能である。第 2章で従来手法の事例で挙げたよう
な明らかに大きい周波数ピークが検出される場合は，その周波数に対応した深さに反射面があると
推定される。第4章の図-4.2.3に示したような周波数応答から突出したピークが検出されるような
場合は，これにより欠陥検出が可能である。したがって本研究で提案した反射強さRによる評価と，
従来の周波数応答解析を組み合わせることにより，はく離，ひび割れのような比較的大きい欠陥と
シース内のPCグラウト充填不良のような小さい欠陥の評価が可能になると考えられる。 
 
 
  
図-7.4.4コンクリートに埋設された鋼製シースにおける計測（機械的入力） 
160 
 
 
7.5 まとめ 
機械的入力方法，磁気的入力方法の特性比較，および特性の違いによるPCグラウト充填状況の検
出への適用性について，観察孔によりシースの振動を直接観測できる供試体実験により評価した。 
1) 機械的入力方法では，シースの振動範囲は，φ6mmにおいては供試体中央から100mm程度、
φ10mm，φ12mmにおいては，0mm～100mmの間にあることがわかった。 
2) 磁気的入力方法では，シースは供試体中央から0mmおよび100mmの位置の範囲内で大きく振動
しており，供試体中央から250mmの位置での振動は小さいことがわかった。 
3) 機械的入力，磁気的入力の波形エネルギーによる検出効率を評価した結果，磁気的入力方法は，
機械的入力に対して未充填部の検出に対する効率が2～3倍大きいことがわかった。 
4) 機械的入力方法では，衝撃入力と同一側シース面の振動と反対側シース面の振動はほぼ等しい
結果が得られた。グラウトを介して反対側シース面に伝播する波形エネルギーは大きいと考え
られる。一方，衝撃入力と同一側シース面の振動が，反対側シース面の振動より大きかった。
空隙により同一側シース面から反対側シース面に伝播する波形エネルギーは小さいと考えら
れる。 
5) 磁気的入力方法では，弾性波の入力面と応答信号の検出面が同一面であっても反対面であって
も，未充填シースの供試体の波形エネルギーは，充填シースの供試体より大きい結果が得られ
た。 
6) 機械的入力方法，磁気的入力方法におけるグラウト充填状況評価への適用性は，弾性波の入力
面と検出面の関係で変化することが明らかになった。機械的入力の場合，入力面と同一面にお
いては，反射強さRが有効である。衝撃入力と反対面においては，波形エネルギーが有効であ
る。磁気的入力の場合，衝撃入力と同一面，反対面のいずれにおいても，波形エネルギーが有
効である。 
7) グラウト充填評価を行う部材の計測配置に対応して適切な評価指標を適用し，機械的入力方法，
磁気的入力方法を組み合わせることで，検出範囲を拡大して検出精度の向上が可能であること
が示唆された。  
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第 8 章 結論 
本研究の目的は，PC 構造物において維持管理上大きな課題である PC グラウト充填状況の評価
をさらに広範囲に，さらに高精度に的確に行う手法の開発を目指すことであり，このため，弾性波
の特性を制御可能な機械的，磁気的手段により効率的に弾性波を入力するとともに，抽出すべき信
号を雑音から分離する信号処理を新たに導入することによって，埋設深さの大きな小口径のシース
でのグラウト充填不良を検出できる非破壊評価手法を提案した。本論文は以下の8章から構成され
ている。 
 
第1章は序論であり，本研究の背景，目的，論文の構成を述べるとともに，本研究の位置付けを示
した。 
 
第2章では，PCグラウト充填評価研究の経緯と現状における課題を明確にした。また，コンクリー
ト表面において衝撃を機械的に入力する方法(機械的入力方法)と，磁場の作用を利用してシースに
衝撃を入力する方法（磁気的入力方法）の，それぞれの長所・短所および課題について明らかにし
た。 
 
第3章では，機械的入力方法において，衝撃に起因して生じる表面波がノイズとして及ぼす影響を
低減させることを目的として，適応型音響信号処理を適用し，その有効性を確認するための解析的
検討を行った。具体的には，グラウト充填，および未充填状況のシースが埋設されたPC部材を音響
伝達系としてモデル化し，衝撃により発生する弾性波の伝播挙動を音響伝達関数により定式化した。
特に本研究では，グラウト未充填シース表面で反射する弾性波を効率的に検出するため，グラウト
充填のモデルで得られる表面波を参照信号として，グラウト未充填モデルにおける表面波を適応的
に相殺するノイズキャンセル処理を新たに導入した。また，コンクリート表面における複数のセン
サで受信した反射波の波形エネルギーを定義して，この大きさを定量化した評価指標（反射強さR）
を導入し，シース直径およびシース埋設深さやセンサ設置位置の違いが反射強さRに与える影響を明
らかにした。 
 
第4章では，第3章で得られた検討結果を実験的に検証した。まず，鋼球を一定の速度でコンクリ
ート表面に衝突させるよう電気的に制御可能な衝撃入力装置を試作した。これを用いてグラウト未
充填部を埋設した供試体において実験を行い，評価指標（反射強さR）によりグラウト未充填部が適
確に検出できることを確認した。また，鋼球径の違い，シース埋設深さの違いが反射強さRに与える
影響を評価し，衝撃入力条件と検出可能なシース直径およびシース埋設深さの範囲との関係を明確
にした。一方，供用中の橋梁を対象に現場測定を行い，本研究における提案手法の現場適用性を明
らかにした。 
 
第5章では，磁気的入力方法において磁場とシースに作用する衝撃力の関係を明らかにすることを
目的として理論的，解析的検討を行った。まず，励磁コイルの磁化特性から決まるインダクタンス
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が励磁電流の波形に及ぼす影響を明らかにした。次に，励磁コイルにより励起される動磁場の過渡
応答解析を行い，コイルにおける導線の巻き付け位置，シース軸方向に対する励磁コイルの向きな
どの違いがシースの振動特性に及ぼす影響について明確にした。 
 
第6章では，第5章で得られた成果に基づき，磁気的入力方法に関する実験的検証を行った。ここ
では，励磁コイル磁化時のヒステリシス特性の違いにより励磁電流の波形の立ち上がりが変化する
ことで，シースに作用する衝撃力の振幅値に大きな影響が生じることを明らかにした。さらに，こ
れらの結果に基いて励磁コイルを試作し，これを用いて供試体実験を行い，グラウト未充填部が精
度良く検出可能であることを確認した。 
 
第7章では，機械的入力，および磁気的入力の特性の差異を明確にする目的で，観察孔によりシー
スの振動を直接観測できる供試体を用い，入力方法の違いがシースに作用する衝撃力の範囲，シー
スの振動特性に及ぼす影響について明らかにした。また，グラウト未充填を検出するためにSN比を
高める観点からは，磁気的入力方法が機械的入力方法に対して優位性を示すことを明らかにした。
次に，これらの知見が，対象部材の条件に応じた入力位置と受信位置の組み合わせを選定する上で，
極めて有効であることを明らかにした。さらに，実構造物への適用を考慮し，本手法によるPCグラ
ウト充填評価のフローを提案した。 
 
第8章では，本研究で得られた成果を総括するとともに，今後の課題を提示し，本研究の結論とし
た。 
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